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発 行 に あ た っ て

今 日では、 中高層集合住宅(い わゆ るマ ンシ ョン)は 大都市 におけ る居住形態 と して定

着 し、その ス トック量 も年 々累増 してきてい る。 マ ンシ ョンは、一般 に築後20年 も経てば

設備 が老朽化 し、 また同30年 も経 て ば生活様 式の変化や生活水準の 向上 に伴 い社会的な老

朽化 が進 み、建替 えへ のニーズが高 まる といわれている。今後 その ようなマ ンシ ョンは一

段 と増加す る見込みであ るが、実 際 にマ ンシ ョンを建替 え るとな るとク リア しなけれ ばな

らない問題が 多 く、それほ ど容易で はない。そ こで当財団 では3年 前 よりマ ンシ ョン建替

えに関す る調査研究に着 手 し、建 替 えの背景 と需要量予測、対象 マ ンシ ョンの実態、建替

えの具体的事例、建替 えに当た っての準備 ・対策 、建替 え方式 と信託機能 の活 用 とい った

諸点 につ いて検討 を加え、 さらに建替 えのモデルケースにつ いて も考 えてみた。本調査研

究 につ いては、既に昭和63年3月 に報告書(1)を刊行 してい るが、今 回はそのデータの一部

を更新 す るとともに内容の再 吟味 を行 うぼか、新 たな研究 を加 えてお り、 本報告書 を以て

完結編 とした。

調査研究 の過程 で、 ヒア リング等の情報収 集 に際 しご協力 いただいた関係 各位 、並 びに、

本報告書作成 にご尽 力 された委員 諸氏 をは じめ、事務 局 として終始 ご努 力いただ いた㈱ 永

田企画事務所のス タッフに、心 か ら感謝申 し上 げる。

平成2年3月

財 団法 人 トラス ト60



は じ め に

分譲マ ンションは大都市の居住形式 として定着 してきた。戦前期、戦後初期の ものは回

瀾会アパー トがみられる程度であるカミ 昭和30年 代からは公団、公社が分譲中高層住宅の

建設にの り出 したことにはじまり、数次のマ ンションブームを経て、今 日ではス トックと

してもフロー としても膨大な数を数えるに至っている。これはまた一方で老朽化の問題を

持つマ ンションが加速度的に増大 していることで もある。老朽マ ンションの再開発が新聞

紙上を賑わすことからも、建替え問題への関心は高い。社会経済の発展につれ、建設当時

より住生活への要求は高度になってお り、狭 さ、設備の悪 さ等への不満が大 きくなるのも

当然である。にもかかわらず、建替え実現例はごく少ない。これは建替えへの社会的ニー

ズにその実現システムが対応 していないためとみることができよう。

本調査研究は、この建替えニーズと建替えシステムの実像 と問題点を考察 し、その円滑

な進行を図る方法 を検討することを目的として企画されてお り、すでに 「マンション建替

えに関す る調査研究(1)」で検討 を試みている。本報告書はその続編 として、 また総合編 と

して取 りまとめられている。

調査研究の実施に際 しては、本研究課題への知識と経験 を有する専門家を委員に委嘱 し

た研究委員会が組織 され、各種統計や資料の収集分析、対象建物の実態調査、居住者やデ

ベ ロッパーか らのヒヤ リング等 を素材 とした検討を行って、多 くの成果 を収めることがで

きた。本報告書には建替えニーズの発生メカニズム、経年化マンションの量および質的特

徴、事例の分析に基づいた事業推進上の対策、土地信託方式 を含めた事業手法の比較検討、

建替えモデル計画 といった事項 をとりまとめた。

結果 を一言でいえば、建替えはそのニーズの大 きさにもかかわ らず容易でないというこ

とにつきる。詳 しくは本文に譲 るが、法律的に許される容積率の限度まで、さらには現在

の法律では違反になって しまうところまで建てちれていて、建替 えによる余剰床が望めな

い、かといって費用の自己負担には限界があるという物理的 ・経済的問題が把握された。

居住者が入れ替わった り、賃貸アパー ト化 したりして合意形成が困難 という社会的な性格

の問題が指摘された。合意形成から事業の推進のバ ックアップ体制の不備 という制度 ・手

法上の問題が検討された。

困難だからといってこの問題の放置が許 されるわけではない。特 に高度成長期 とその後



に建設 された膨大なス トックがいわば老年期 を迎える今後においては、住生活にかかわる

社会問題 ともなるし、不良なままにおかれることの経済的損失 も極めて大 きい。関係者の

叡智 を集めて解決策が見出されなければなるまい。

本調査研究を終 えて、問題の全体像の把握、課題の在 りかの指摘までは到達 し得たが、

その解決策はモデルの提案 までは行ない得た ものの今後の検討に待つ内容 も多い。

おわ りに、この課題 を見出され、調査研究をプロモー トされた財団法人 トラス ト60にま

ず敬意 と謝意を表 したい。さらに、熱心な討議 と作業にご尽力下さった委員各氏 と、事務

局 として進行 と取 りまとめにご努力いただいた㈱永田企画事務所、そ して、建替えモデル

案の建築計画にご協力いただいた㈱山設計工房、本調査研究の進行に便宜を与えて下さっ

た財団法人 トラス ト60の各位に厚 くお礼申し上げたい。

平成2年1月

委員長 高見沢 邦郎
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第1章 分譲マンション建替えの背景と需要動向

分譲マンションの建替え事例はまだ少ない。 しかしその潜在的需要は多大な ものと推測

される。本章では、最初期(こ こではのちに述べ る理由によって、建設後20年 以上 を経過

したものをそう呼ぶ)分 譲マ ンションの大半がある東京都区部を対象に、その建設の経緯、

今 日における各マンションの実態、建替え問題の捉 えかたやその方向性について検討する。

1-1耐 火共同住宅の歴史 と建替 えの必要性要因

1.耐 火共同住宅の歴史

わが国の耐火共同住宅の系譜は大正11年 ～12年 に建設された東京市営住宅に遡 ることが

で きる。鉄筋ブロック造3階 建の「古石場住宅1～4号 館」(東 京都深川区古石場町、現在

江東区)で あり、大正14年 に建設 された5号 館は公営 としては最 も古い鉄筋コンク リー ト

(RC)造 である。

他方、大正13年 に関東大震災による震災復興を目的に(財)回 瀾会が設立 され、以後多く

の耐火共同住宅(RC賃 貸アパー ト。現在 はほ とんどが入居者に譲渡済)が 建設されてい

くことになる。大正末期から昭和の初期 にかけて建設されたこれらの共同住宅の内現存す

るものは記念的建築物であるが、現在ではそのほとんどが建替え対象 となっている。

一方、昭和30年 には日本住宅公団(現 、住宅 ・都市整備公団)が 設立 され、大量のRC

アパー トが建設されていき、さらに公営住宅、公社住宅がRC共 同住宅(ア パー ト)を 供

給することになる。又、この時期に民間では外人向け賃貸アパー トとして 「代官山東急ア

パー ト」(昭 和30年4月 、7階 建175戸)が 建設され、以後分譲 ・賃貸共民間によるRCマ

ンション(ア パー ト)が 活発に供給され、今 日に至 るまで数次のマンションブームを経て、

都市住宅 としての市民権を得てきている。

しか しなが ら、これらのRC共 同住宅 も初期の建設から約60年 を経て、現在の全国ス ト

ック量は約185万 戸に達 してお り、マンシ ョンの大衆化時代 といわれる第2次 マンション・

ブームからもすでに20年 を経過 している。従 って、昭和30年 ～40年代前半に建設されたマ
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ンシ ョンは築後20～30年 を経過 してお り、昭和初期の回瀾会 レベルのRCア パ ー トは無論

のこと、これらのマンションも様々な理由か ら増改築、建替 えの必要な時代を迎 えている

といえよう。

他方、東京都心部における業務地区の拡大による都心居住の空洞化や都心部 におけるマ

ンション用地難 は新たな住宅問題 どして深刻な社会問題 となっている。

こういった状況にあって、公的賃貸アパー トにあっては増改築が試行的に実施 され、建

替えも遠からず施策対象 となってこようが、所有 ・管理が公的に一元化 されているこれら

アパー トと分割的に所有されている分譲マ ンションでは問題の質も大幅に異なって くる。

特に民間分譲マンションの建替えについては、その多 くは初めての体験 となるわけであ

り、居住者にとっても、行政にとっても明確なシズテムは現在の ところ持 ち合わせ られて

いない。又、建替えは建物単体の構造や設備の老朽化 といった物理的機能的改善のみなら

ず、都市における歴史的、文化的側面からの都市再生の観点か らも留意検討されるべ き段

階に至っていると考える。

下図に新設住宅戸数 と規模の経年変動 を示 し(住宅産業ハン ドブ ック1989年 版)、 各マン

ションブームの年次を加筆 した。

《新設住宅戸数 ・規模の推移とマンションブーム》
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2.建 替 えの必要性要因

RCマ ンシ ョンの耐用年数 は一般 的に60～70年(公 営住宅法 による償却年数 は70年)と

されてい るが、設備部分 では10～20年 で老朽 化す るとされて いる。又、生活様式の変化や

生活水準の向上に伴う社会的老朽化は30年 ともいわれている。そうしたことから、現在で

は公営住宅のRC共 同住宅の建替 えも公営住宅法施行令で償却年数の半分、35年 が経過す

れば建替 え可 としてい る。

この ように、建替 え発生時期 はその必要 性要因に よって、様々の見方、判断がでて くる。

そこで整理す ると表1-1の ようにな る。

表1-1建 替 えの必要性要因

必要性要因

①構造駆体の
老朽化

②非構造部材
の性能劣化

③防災性能の
不 備

④設備上の老
朽化

⑤居住水準上
の問題点

⑥経済的問題
点

判 断 の 目 安

は り、 柱 、 耐 力壁 、床 の 性 能 が著 し く劣化 し

て、震 災11寺に倒 壊 の 危険 が あ り、n常 的 に も

居 住 生活上 種 々の 問題 が 生 ず る。
・今 日的 な意 味 で の 耐震 性 の 欠如

・変形 や破 損

・コ ンク リー ト強 度 の低 下

外壁 仕上 部 分、 パ ラペット、 バル コニー、 屋根 、

階段 内装材等 の性 能劣化 により、生命 的危険 はな

いものの 日常 生活 に著 しい支障 が生 ずる。
・破 損 や 劣化

・汚 染

建設当初は適法であっても建築基準法 ・消防
法等の改正によって今日では不適格とみなさ
れ、災害時の安全性に問題がある。
・防火や避難

給 排水 、 電 気 、 エ レベ ー ター 設 備等 に不備 が

あ り、日常生 活 に お いて著 しく不便 を生 ず る。
・給水 設 備

・排水 設 備

・電 気設 備等

・エ レベ ー タ ー

建 設 当初 は 問題 の な い水 準 で あって も、今 日

の 居住 水 準 か らみ れ ば満 足 度 の低 い共 同住 宅

とな って い る。 居 住 す る 阯帯 人 数 との 関係 も

あ る。
・住性 能

・設 備水準

生命の危険を感ずるといった著しい居住上の
支障はないものの、維持補修等のための費用
が多額につく、周辺が業務商業地化して公租
公課の上昇が著 しい、 といった状況。
・維持管理
・公租公課

指 標 例
ピロティの多用、耐震壁
の不備、松杭の使用等に

よる建物の不等沈下。構
造躯体の大幅な鉄筋露
出。当初のコンクリートの
性能欠陥。塩害による中
性化の進行
コ ンク リー トの ひび割

れ。 共 用 階 段 部材 の 欠

損 。屋 根 防水 の 劣化 。

防火区画の不備。二方
向避難の困難。

管 の 漏水 。 赤 水 の発 生。

排 水 設備 の 不 備。 受 電

容量 の不 足 。排 気 設 備

の 不 備。 故 障 の発 生。

居 住水 準(住 宅建 設5

ケ年 計 画)に 達 して い

ない。

天井 高 さ。 日照 時 間。

窓 サ ッシの 老朽 化。上

下 階や 外 部 か らの騒 音

振動 。受 電容 量 の 不 足。

浴 室 の な い住 戸。

補修費の増大。大規模
改修費用の負担困難。
固定資産税の増大。
周辺業務商業地化によ
る住環境の悪化。
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この表1-1を 前提 として 「建替えの必要性要因」を検討 してみよう。

まず、①の 「構造躯体の老朽化」は震災時の倒壊危険[生を示 し、 日常生活上で も著 しく

支障を生 じさせ るだろうから、この項 目に問題があれば是非 とも建替えるべきということ

とな り、最 も強い建替え要因となる。

しか し、実際問題 としては、打設時に不良(欠 陥)コ ンク リー トを用いた場合、あるい

は海岸が近 く、塩害による躯体劣化など極端な例 をのぞけば、経年的な強度の低下 は報告

されていない。従って、構造躯体 に生 じた問題で建替 えに至るのは例外的とみてよい。

となると、②の 「非構造部材の性能劣化」、③の 「防災性能の不備」、④の 「設備上の老

朽化」、⑤の 「居住水準の問題点」、のそれぞれ、即ち個別項目としては生命の危険という

ほどではないにしても、少 しずつの問題を総計 したときに著 しい生活支障 とな り、対応の

必要が生ずるという事例がほとんどであろう。

この際の対応にはいくつかのパターンがあり得る。

ひとつは、やむを得ないとして 「我慢」することで、 もちろんこれは一層の老朽問題を

生 じさせ、解決困難 ないわゆる 「スラム問題」に到る。このようなことは是非 とも避けな

ければなちない。

第2に は、居住者(持 主)は 他に住居を得て、最低限の補修にとどめ住戸を専 ら賃貸住

宅化、それも低水準の貸家として資産運用するという対応がある。これ もまた質の低下に

つなが り、所有者 として居住 しつづける他の世帯での不満増大に結びつ くわけで、避けな

ければならない問題である。

第3に は、補修(建 設時の性能の維持復 旧)や 大規模修繕(性 能の幾分かの上昇)、 建増

し(特 に広さの改善)と いった対応がある。 これらは必要 とされる費用、工事の可能性、

所有者等の合意等の検討のなかで選択 されるものである。

そしてその検討の過程の中で、「建替え」もひ とつのオルタナティブ(代 替案)と して狙

上にのぼってくる。

すなわち、⑥の 「経済的問題点」の問題 も視野に入れた対応が必要 とされるのである。

このようにみてくると、建替えの必要性要因を分析的に整理することは可能だが、その

要因に該当する(建 替えをすべ き)建 物を個別の詳細な調査な しに総量 として把握するこ

とは困難なことが明らかである。それは上述のように、躯体構造上の老朽化を例外 とする

ならば、他の要因は補修等 とのコス トや所有者、居住者の意志に負 うところの大 きい、極
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めて個別的な要因だからである。

但 し、これは建替えを考えるべ きRC共 同住宅を選定する 「必要十分条件」という意味

なのであって、「必要条件」のみならば、 もう少 し簡便な整理が可能である。すなわち、こ

れまでの補修や建替え実績等か らみて、

① 建築後、10年 後までは一般的補修で済むが、それを越え、20年 前後 までの期間に

は大規模な補修の必要性が生ずることが多い。

②20年 前後を超えると、大規模補修や増改築等の必要1生は一段 と高まる。その際、

建替えも代替案 とな り、種々の対応のどれが選択 されるかは個別的であるとはいえ、

建替えの必要性 という意味ではひ とつの時期 を迎えることになる。

これ らを勘案すれば建設後、30年 を超 えると(現 在の公的住宅の建替えへの考え

方 も配慮 して)「建替え」 を主たる対応 とするのが一般的 といってよいだろう。

1-2分 譲マ ンシ ョンの供給実態 と建替 え需要量

1.分 譲 マ ンシ ョン等 に関 す る統 計資 料

分譲マンションの要建替え量を把握するためには、これまでにどの くらいの量の分譲マ

ンションが供給されてきているのかを知ることが必要である。

その際に、既存の統計資料において分譲マ ンションに関する集計がされていれば、より

簡単な方法で建設供給量を知ることが可能である。表1-2は 耐火共同住宅に関 して官庁

等により公開、公刊 されている既存の統計資料を整理 したものである。 これら各統計資料

における耐火共同住宅に関わる集計 も、項 目、単位等においてそれぞれ異なっている。

例えば、住宅ス トック量を把握するために主要な統計資料である住宅統計調査で も、所

有形態において 「分譲(持 家)」 と、「賃貸」の両方を含み、供給主体において住宅 ・都市

整備公団、住宅供給公社、地方公共団体の 「公的」主体による建設量を含んでおり、純粋

に 「分譲共同住宅」のみの供給実態を把握するのは容易ではない。

表1-2に 示 した統計資料の うち(社)日 本高層住宅協会による「首都圏高層住宅全調査」

は昭和40年 代に入って実施され始めた調査であり、民間主体により供給される5階 建て以

上(昭 和42年 度までは4階 建て以上)の 耐火共同住宅(≒ マ ンション)を 都県別、分譲 ・
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表1-2分 譲 マンション等 に関す る統 計資料

資 料 名

建 築 統 計 年 報

首都圏高層住宅全調査

㈹!1本 高 層住宅 協会

住 宅 統 計 調 査
(叫〔京都特別集『1・)

1'il定資 産 課 税 台 帳

1同 勢 調 査

東 京消 防 庁 統 計 φ}

定 義

3F以1二,1叶fl三11)川建 築物

又 は居 住産 業併 川建 築物

民間資金及び金融公庫に

よる新設分書{住宅

うナ『良」じFil「1三《セ

5F以 上高層住宅(昭 和

42年度まで4F以L)

非木造共同住宅

3F以L非 木造住宅

非木造住宅及び非木造ア

パー ト

3F以 上共1司住宅に居住

するllt帯

4F以 上高層建築

集計項ll

・棟 数

・床 面積

・戸 数

・床 面梢

・戸数

・床 面積

・棟数

・戸数

・階数 別

・敷 地月1模別

・住戸規 模

・用途地 域別

他

・戸数

・戸数

・棟数

・延床面積

・世帯 数

・11日}人 員

・llt帯等 人 員

・世帯 当室 数

・111:帯当畳 数

・一 人当畳 数

・棟数

集計rP位

・区別

・聞 川

・区 別

・都および

区 別

・区 別

・ば 別

・区別

・統計区別

(923)

・管轄署別

{56)

特 徴 お よ び 留 意 点 典型例

・この 集lilに 関 して は新築 分の み。'

・3F以1:で ある ことは区 分 で きる。

・建 て方(戸 建
、長屋 、共 同等)に つ い ての

区分 は されて いな い。

・建 設 上体 につ いての 区分 は不 明。

・民間 が分譲 のll的 で建設 した もの。

・2F以 ドの低 層の 分 も含 まれ、 戸処 分 も含

まれ て いる。

・届 出後 の変化 を追 うこ とは 困難。

・ほぼ 民間 マ ンシ ョンに該 当 す るが低 層の も

の も含み,集 計」料立が大 きい。

マンション

公社,公団

アパー ト

社宅、削 〒

アパー ト

分jRマンション

∫「建立売

分譲マンション

・建築 確認 が され た5F以 上 高層 住宅 の うち

募 集の あ った物件 につ いて ヒア リン グ調 査

を 行っ た もの 。

・社 宅
、 寮は除 い てお リ民 冊マ ンシ ョン(分

譲、 賃 貸)に つ いての統 計 。

・3 、4Fの もの は捕 捉 で きず、 比較 的 大規

模 な物 件に偏 ってい る。

・昭和40年 代 に入 ってか ら集 計開 始。

・首∬1;圏{東 京都
、神奈川 県 、埼 玉県 、千 葉

県)お よび近畿 圏につ いて もあ る。

澗 マンション

nnマ ンション

・標木調査区における調査に よる推刮値であ

り誤差 を含んでいる。

・所有関係別の集計がなさている。

・建設二t三体別には集計されていない。

・2F以 下の低層住宅 も含む。

・所有関係別、建て方別で区別されていない。

〈 持 家 〉

分捕マンション

公社、公団

牙讃マンション

<借 家>

1†nマンション

公社,公団

蛸 アパート

蹟1†アパート

'台帳Lに 登録されている分のみで非課税

(公的所有)の ものは除外。

・資料の公開が阻られている。

・建設、供給主体は不明であ る。

・2F以 ドの砥用、戸建住宅 を含む。

分損マンション

nl1マ ンション

公阯,公団

棚 アパート

鉄1{アパート

・全数調査であり資料の精度は高い。

・「居f1三す るllヒ帯数」であり建築自体の集計

ではない。

・ll「{和55年調査 よりの集荷「項目であるが,公

刊 されていない。

・最 も狭域での集計で、山地1向な把回が可抵

マ ンシ ョン

社宅,寮,

公的アパート

・防災の観点から建築確認申請書の転記と現

地調査によっている。

・建物の実在を示す精度は高い。
・区よ リ小地域での巣引'である。

・用途別には集計されておらず非 番住宅 も含

む。

マ ンン ヨ〆

社宅,寮,

公的ア'ぐ一}

柵 所ピル

ホテル

※ 「集計jlt侃」は東京区部の場合を示 した。
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賃貸別に各年度ごとの建設 ・供給量で捕捉することが可能である。

2.首 都圏における民間分譲マ ンシ ョンの供給実態

ここでは、既 に示 した統計資料のうち、民間マンションに関する統計 として、前述の昭

和40年 代より継続的に調査実施 されている 「首都圏高層住宅全調査」(日 本高層住宅協会)

を用いて、首都圏(一 都三県)の 民間分譲マンション等の供給量を把握することにする。

都県別、年度別に分譲マンションのス トック量の推移 を示 したのが図1-1で ある。

以下に概況 を要約する。(表1-3)

① 昭和30年 度か ら63年 度 まで に首都 圏での民 間分譲マ ンシ ョンは1万6,176棟 、79万

7,819戸 が建 設、供給 されてい る。 なお賃貸 マ ンシ ョンは6,330棟 、12万6,251戸 が建

設、供給 され ている。

② 上 記首都圏民間分譲マ ンシ ョンを都 県別 にみ ると、東京都 が8,903棟 、41万8,894戸

と棟 数で55%、 戸数で53%を 占め てい る。 内、区部が7,850棟 、35万5 ,160戸 と棟数で、

その88%、 戸数で85%と 多数 を占め ている。 これ らか ら区部 のス トック量(前 記期間

の供 給量)は 首都 圏の約5割 を占め ているこ とがわか る。

他 方、これ らを県別 にみる と、神奈川県 では3,797棟 、17万7,002戸 、千葉県 では1,639

棟、9万7,231戸 、埼玉県 では1,837棟 、10万4,692戸 が それ ぞれ建 設、供 給 されてい

る。

③ 経年的にみると、昭和42年 までは東京区部で しか供給 されてなく、立地が限定され

ていたが、40年 代半ばになると神奈川、千葉、埼玉各県での供給量が増加 し、郊外立

地が目立ち始める。それと共に分譲マンションの大衆化、一一般化が進んだことがわか

る。
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図1-1
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表1-3首 都圏 における民間分譲 マンシ ョンの供給 実績

地
域

東
京

年 度

分譲
棟 数
戸 数

1区漬 貸
撞 数

部{分 .賃㈱ 撒
戸 数

維 分譲

下1賃 貸

練 数
戸 数

棟 数
戸 数

:分 ・賃併用棟数

神:分 譲

奈'

棟 数

川:賃 貸

戸 数

棟 数

埠 分.賃 併用棟数

戸 数

1分譲千

竃 賃貸

棟 数
戸 数

棟 数
戸 数

:分 ・賃 併 用棟 数

埼1臓

量:賃貸

撞 数
戸 数

棟 数
戸 数

ミ分 ・賃併用棟数

分譲首1

欝 賃貸

棟 数
戸 数

棟 数
戸 数

30131L32・33-34

0}4'314:ヨ

018511011113:66

2:212:1:1

100}21Tl舘1:了8124

35135:37 、38139:40141142

416;10122:35:31132133

116:2211407185411,147:1.268:1151311.489

3占4,:5:12:20:15:16:7

97119012241311148416371901:153

0:010:0:0-0:0:0:010
」

0;01010;0}0:0;0:α0

010:0101010・ ぴ0:0ミ0

010:010:0:0:α0:0:0

1:1:2

78157:143

010

0:0

0

0

014
、

Oi85

2:2

1001217

分 ・賃併 用棟 数 一1一

31413

101:113;66

2:1:1

331:78;討

416110

116:221:4{]7

3:4:5

97;190:224

22

854

12

311

35:32133135

1,147:1、346:1,570:1,632

20,15:Ili:7

48 .6371901;153

小計

187

7.380

94

3,886

4

278

0

0

191

7.658

94

3.886

*42年 度分までは不動産経済研究所 「東京都鉄筋高層住宅全調査」による
*42年 度分までの賃貸の小計には不明な4棟139戸 が含まれている
*43年 度分以降は(社)H本 高層住宅協会 「首都圏高層住宅全調査」による
*43年 度分の都 ドの値は資料欠落のため未記入



地:
域1

東

京

区;

部;

分譲

賃貸

年 度

棟 故

戸 数

擁 数

戸 数

.分 ・賃 併 用棟 数

分譲都;

賃貸下1

棟 散

戸 数

棟 数

戸 数
1分 ・賃併 用 棟 数

神

奈

川

県

分譲

賃貸

棟 数
戸 数

棟 数
戸 数

分 ・賃併用棟数

千

葉'

県,

分譲

賃貸

棟 数

戸 数

棟 数

戸 数

埼:

玉1

県 一

分 ・賃併用棟数

分譲

1賃 貸

棟 数

戸 数

棟 数

戸 数

分 ・賃併用棟数

首 ¶

都

分譲

圏 ・
賃貸

擁 数

戸 数

棟 数

戸 数

分 ・賃併用棟数

43

3171

44 45

5,0111

33;

342.298
　 ヤ 　 　　

16,798:15,885

113: 125

672; 2,169: 2,854

46

207'

11,878

4了

281

48

287

49

227

50

220

51

325

52

455:
'

43～52

小 計

2,959

30～52

総 計

3,146

123

2,109

15,614:14,401110,269:11,587

183; 252' 1081 57'

16,383・23,9891

145' 167}

151,815,

1,306:

159,195

1,400

3,591 4,81ゴ 2,151

42:

987

151

1,957'

2⑪1

2,401

30;

23,702.

107

27,588

61

2,616

2

100

112{ 20・ 29

3,858: 1,2271 2,498

21 3'
㌔

3

.481 57' 177

36: 321 29 , 21 24 46 349

2,403: 2,3581 2,984r 1,195, 2,299 4,037, 22,859

2' 31 4

40 41 63`

2

51 6 6: 34

25呂'

0:

414.

1:

5351

21

2,204

5

107

55;

3,1581

74

3,呂72

16

丁31

13

279

21

1,103

84

2.780

4 3

246: 159

1

Io

43

2

1.719

0

40: 0

12 12

515' 473

353

23,137

34

2,204

5

161・ 100; 116. 105` 1121 1211 98窪 989

7.826

37

4,854:

5日

5,300'

ユ6,

5,274

11

5,4韻:

16;

6,2141

9

47,375・

161・

47,375

161

711 8451 385:

4:

240

o

2731

⑪:

136:

2:

2,879:

6

2,879

121 198. 125

7,219

29

598

10.435・

36:

6,861

20

6361 854

104

5,834

6

199

68: 89: 787

5,372:

41

6,265 一

4.

45,639

101

611 55一 2,443

6
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3.公 的分譲アパー トの供給実態(東 京区部)

本調査では、公的主体により建設供給された公的分譲アパー トの供給量 を、住宅 ・都市

整備公団 と東京都住宅供給公社 を取 り上げて、東京区部に限定 して把握する。資料 は、両

主体により刊行されている資料 を用いている。

住宅 ・都市整備公団により建設供給された分譲アパー トは昭和63年 度までに1万7,766戸

となっている。また、東京都住宅供給公社による建設実績は、昭和63年 度までに1万1,607

戸となっている。

しか し、既に昭和30年 代始めに建設された物件の中には、63年 度現在既 に建替えられた

物件があ り、公団で9棟218戸 、 公社 で2棟48戸(後 述、表2-1)が 建替 えられてい

る。

この他、同潤会 によって建設供給された賃貸アパー トが、戦後の混乱期 を経て諸事1青か

ら当時の居住者に払い下げられてお り、現状では分譲による物件 と同様の状況にある。こ

れが区部において11件102棟 、2,223戸 となっている。これ らでは多 くの団地で現在建替 え

計画が策定中であり、近い将来には建替えが進められそうである。

いずれにして も、東京区部において昭和63年 度現在においてス トックとして存在する公

的分譲アパー トは、既に建替えられた分を除いて計3万1,354戸 となっている。

なお図1-2は それぞれ住宅 ・都市整備公団 と都住宅供給公社による建設実績累計の経

年推移を示 したものである。

図1-2公 的分譲 アパー トの経年別住宅数
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4.東 京 区部 に おけ る分 譲 マ ンシ ョンのス トック量

以上 、民間主体 に よる分譲マ ンシ ョン と公的主体 による分譲 アパ ー ト(マ ンシ ョン)の

昭和63年 度 までの建設供給量 を把握 して きたが、 その結果 よ り、 民間、公 的両主体 に よる

もの を合わせ て、東京 区部 において存在 す る分譲マ ンシ ョンのス トック量 を示 してお く。

民間主体 に よる分譲マ ンシ ョンは、表1-3か ら昭和63年 度現在 までの東京区部 での建

設供給量 は35万5,160戸 で あるが、これ まで に建替 えられた事例 があ るか どうかの詳細 は不

明で あ り、別途の調査が必要で ある。 ここではその ような事例 がない もの と して扱い、建

設供給量=ス トック量 とみ なす。

公共主体 に よる分譲 アパ ー ト(マ ンシ ョン)は 既 に示 した ように3万1,354戸 であ る。従

って、両者 を合 わせ た計38万6,514戸 が東京都 区部 において昭和63年 度現在 で存在す る分

譲マ ンシ ョンのス トック量 とみ ちれ る。

この値 は、都区部の全住宅戸数、2,982,700戸(昭 和58年 住宅統 計調査)に 対 して約13%

を占めてい る。

5.分 譲 マ ンシ ョンの建 替 え需要量

(1)需 要量検討の指標

建替えの必要性要因については1-2に おいておよそ6つ の必要性要因に整理 して示 し

た。これらの各要因が個別の分譲マンションにおいてそれぞれある程度の強さを持って存

在 してお り、建替えが必要であるかどうかは極めて個別性の高い もので、棟ごとに判断す

るべきものである。従って厳密な意味での建替え需要量の把握 を行 うことは非常に困難で

あるといえる。

しかしながら、「建築時か らの経年数」は程度に差 こそあれ、「建物の程度」を示す最 も

簡便な指標であ り、一般的にわかりやすい。特 に、公営住宅建替え事業においては償却年

数の1/2を 過ぎたものをその対象 としてお り、非木造で35年以上 を経たものが既に建替 え

始められている。 また、築後30年程度を経た物件は、既述の建替え6要 因における 「構造

部材 ・非構造部材の老朽化」 もある程度進んでいる訳であ り、 これまでの実例からして も
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配管等の改修事例 も多 く 「設備 の老朽化 」が進 んでい ることが明 らかで ある。 さ らに、30

年前の居住水準 と現時 点 とでは大 きな隔た りがあ り、「居住水準上の 問題点」も30年 経 てば

住要求への不満 が 目立 って発生 して くるもの とみ られ る。 また、 この30年 間には、交通機

関の発達等 に よ り市街化 ・都市化 は急速に進 んでお り、マ ンシ ョン立地 は地価上昇 という

経済価値 の変化 か ら 「経済 的問題点」 と しての資産(財 産)価 値 の増進、見直 しとしての

建替 え問題 が発 生 してい ることが推察で きる。

この ように建 築後 お よそ30年 を経 れば、建 替 え発生6要 因の総 てがあ る程 度 の強 さで存

在 してお り、 これ らの うち最 も強い要 因によって建替 えが必要 となってい るとみ られ るこ

と、 また社会 的 に も建替 えのための一指標 とされて いること等 の点か ら、 「建築後30年 」を

建替 えの必要 な物件であ るか どうかをみる指標 として採 用 して以 下の検討 を行 うこ ととす

る。逆 に、10年 、20年 しか経 ていない物件 は、今後10、20年 後 に建替 えが必要 となるであ

ろう将来的な潜在 量であ り、現 時点では建替 えには至 らないが、部分 的補修、 改修の必要

なス トック とみ るこ ともで きる。

② 建替 え需要量の把握

前述の とお り、建築後30年 を経た物件が現時点における建替え需要量 として検討す る。

なおここで把握 される建替え需要量は、総てが早急に建替えが必要であるということでは

な く、建替えが必要な時期に入ってきている物件の総量 とみるべきである。 また、 ここで

の検討は公的分譲アパー トも含めて行うが、資料上の制約から東京区部に限定 している。

今後は首都圏 レベルまでに広げて同様の指標で検討することが必要である。

1-1で 耐火共同住宅の歴史を示 したとお り、昭和30年 代までは耐火共同住宅はまだ一

般的でなく、公的主体による分譲アパー トの建設供給が主流であった。従 って、東京区部

において、現時点で築後30年 を越える物件は初期公的分譲アパー トが大半である。

表1-3、1-4か ら昭和30～33年 度までに建設供給 された分譲マンションの内訳 を示

すと、公的分譲アパー トは、既に公団2,835戸(内 、建替え済み218戸)、 公社835戸(内 、

建替え済み24戸)で あり、それ以前に建設供給 された同潤会2,223戸 を加えた5,893戸 が築

後30年 を経た現時点での建替え済みを含めた公的ス トック量である。

民間分譲マ ンシ ョンは僅か8棟230戸 であ り、合計6,123戸 が現時点における建替 え需要

量 とみなすことができよう。
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表1-4東 京都区部分譲マンション供給実績(昭 和30～63年 度)

供給年度

年度

30

31

32

33

累計

34

35

36

37

38

39

40

41

42

不明

累計

43

44

45

46

47

48

累計

49

50

51

52

53

累計

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

合計

民 間

棟

0

1

3

4

8

3

4

6

10

22

35

31

32

33

3

187

317

342

298

207

281

287

1,919

227

220

325

455

589

3,735

551

551

585

490

474

446

305

239

240

234

7,850

戸

0

16

101

113

230

66

116

221

407

854

1,147

1,268

ll513

1,489

69

7,380

15,011

16,798

15,885

11、878

15,614

14,401

96,967

10,269

11,587

16,383

23,989

30,178

189,373

26,052

21,031

22,142

19,284

20,553

18i960

12,155

10,279

9,472

5,859

355,160

公 団

件

0

3

11

9

23

1

1

o

0

0

2

0

0

1

28

2

3

2

2

1

0

38

0

0

0

0

0

38

1

2

3

5

7

9

7

4

3

2

81

戸

旦 一

337

1,370

1,128

2,835

60

119

0

0

0

292

0

0

490

3,796

534

1,151

429

660

1、883

0

8,453

0

0

0

0

0

8,453

464

440

171

933

1,324

2,640

1、289

1,030

419

603

17,766

公 社,

件

2

6

3

3

14

5

1

3

0

2

3

3

3

9

43

2

3

4

2

4

3

61

1

1

1

0

0

64

0

0

5

2

4

2

1

4

3

1

86

戸

88

375

118

254

835

145

11

93

0

70

98

94

330

776

2,452

606

592

ll245

346

1,ll7

763

7,121

559

511

280

0

0

8,451

0

0

776

487

803

174

253'

378

160

125

11,607

同 潤 会 合計

11件

11

⊥1

11

11

11

2,223戸 2,223戸

88

728

1,589

1,495

2,223 6,123

271

246

314

407

924

1,537

1,362

1,843

2,755

69

2,223 15,851

16,151

18,541

17,559

12,884

18,614

15,164

2、223 114,764

⊥0,828

12,098
16,643

23,989

30,178

2,223 208,500

26,516

21,471

23,089

20,704

22,680

21,774

13,697

U,687

一 一 一 一一〒一
10,051

6,587

2,223 386,756

注1.民間データは表1-3に よる。民間のみ棟数、公団 ・公社は件(団 地)数 とした。

注2.公団データは住宅 ・都市整備公団 「団地一覧63年版」等による。

注3.公社データは東京細 主宅供給公社 「僅宅施設等 覧平嵐元年度版」による。
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しか しなが ら、図1-1で 示す とお りに民 間マ ンシ ョンの大衆化がい われた昭和43年 以

降 に民間分譲マ ンシ ョンの毎年の建設供給量 は、それ までの総量 をも大幅 に上 回 るまで に

急増 し、年3万 ～5万 戸で以降建設供 給 され るようにな る。即 ち、今後10年 ない し、20年

後 においては築後30年 以上 を経 る物件が急増 す ることにな る。さ らに、 その 内訳 はかな り

の量 を民 間分譲マ ンシ ョンが 占め るこ とにな る。

例 えば、15年 後 の平成15年 には建築後30年 を経 た物件(昭 和30～48年 度)の 総量 は公的分

譲 アパ ー ト1万7,797戸 であ るの に対 して、民間分譲マ ンシ ョンは1,919棟 、9万6,967戸 と

その割合 は逆転 し、計11万4,764戸 と現在 のほぼ19倍 に も急増す る。さらに20年 後 の平成20

年 に1よ 公的分譲 アパ ー ト分 で1万9,127戸 、民 間分譲 マ ンション分 で3,735棟 、18万9,373

戸が築後30年 以上 を経 る物件(昭 和30～53年 度)の 総量 とな り、計20万8,500戸 、3千 数百

棟の建替 え需要量 が発生 す ることが予想 され る。(この間 には実際に建替 え られ る物件 もで

て くるが、その量 は僅 かであろ う。)

現在 、マ ンシ ョンの建替 え事例 も少 な く、 また、建替 えのための システム も十分 に確 立

されて いるとは いえない状況 にあ る。従 って、早 急 にこれ らの確立 をみなければ、近 い将

来、都 市 にお ける老朽化 した分譲 マ ンシ ョンへの対応が大 きな社会 問題 とな る恐れが ある

と認識す る必要があろ う。

1-3東 京都区部の最初期分譲マンシ ョンの概況

これまでの検討より、建築後30年 以上を経て建替え時期にきていると推定されるものは

まだ少ないが、今後の時間の経過とともに加速度的にその対象が増えることが分かった。

そこで本章では対象をやや広げ、建築後概ね20年 以上を経たもの(表1-4の30～42年 度)

に関 して各種の調査を行い、建替え問題を実態的に検討することとする。なお、調査の主

たる対象地域は量的にその大半が存在す る東京都区部であり、最 も解明の急がれる民間分

譲マンションを主要な分析対象とした。

1.供 給動向 と調査対象物件の概要

表1-4か ら、存否 が不明な もの(民 間マ ンシ ョン)、 テ ラス等低層の もの(主 として公

団)、 既 に建替 え られた もの等 を除外 し、建物概 況デ ータを示せ ば、表1-5が 得 られ る。
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以下、この表 にあげた民 間166f牛 公団14件 、公社39件 、同潤会10件 につ いてその概 要 をみ

ていこフ。

表1-5調 査対象 物件の概要

　 　 　 　 　 　 ア 　 　 　 　 コ 　 　

!嶋 件数 概数1戸 数 酬 寧 酬 繊 細 鯛 寵 足覧

:民.舳66;177」7・ ・61:1・199・53・934・76・742・5□ ・911・35

1三鷹:::::1艦1-1:1;:;::1-:'15:° に:

同蛭11・184il,932[輌 亘 了,737.23.4193三 三]
一・.r

注1.敷 地 面積 ～容積充足比 は供給者別の平均値。
注2.容 積充足比は現容積率/法 定容積率(用 途地域)の 比で増床 の可否 をみ

る。

2.立 地位 置

図1-3、 図1-4か ら民間主体 と公的主体(公 団 ・公社 ・回瀾会)と ではその供給地

域が異なっていることがわかる。民間物件が山手線内を中心として東京都区部西側(山 の

手)に 集中 しているのに対 し、公的物件はやや西側に多 く立地しているものの東側地区(下

ノ

/〉ゴ了

」'＼
'、

奇oo≠o

図1-3民 間調査物件位置図
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町)に も立地 して

いる。 また、 この

東側立地の ほとん

どが回瀾会 に よる

もので、 ひ とつの

特徴 を示 して いる。

これ らを都心3

区(千 代 田、 中央、

港)、 山手線 内、山

手線外で全物件 を

みた ものが、 図1

-5で ある。
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民 間、公 的物件

の全体件 数(団 地

数)の52%、 全体

戸数 の60%が 山手

線外 に立 地 してお

り、都心3区 には

それぞれの20%、

18%が 立 地 してい

るこ とがわか る。
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.中 央本線

図1-4公 団 ・公社 ・同潤会調査物件位置図
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また、全体物件の供給地域 を 「用途地域」別 にみた ものが図1-6で 、 第二種住 居専 用

地域が最 も多 く32%を 占め、以下住 居地域22%、 商業地域18%、 第1種 住居専用地域15%、

近隣商業地域8%で 、工業地 域系が5%と なっている。

全物件でみ ると都心西側区部 に多 く立地 してい るが、民間物件(戸 数)の2/3は 港 ・新

宿 ・渋谷 ・目黒の4区 に集 中 している。 図1-7に 区別件数 ・戸数 を示す。

図1-7東 京都区別件数 ・戸数

《件 数》 45

40

35
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25

20
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0
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代
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国

口

囲
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新 文 台 墨 江 品 目 大 世 渋 中 杉 豊 北 荒 板 練(区)
港 田宿 京 東

田 東 川 黒 田 谷 谷 野 並 島 川 橋 馬

《戸 数 》3。。。(戸1

2500

2000

1500

1000

500

0

千 中 新 文 台 当
代 港
田 央 南 京 束 田

囲

目

口

囲

回瀾全

都公社

公 団

民 間

江 品 目 大 世 渋 中 杉 豊 荒 板 練(区)
田 北

東 川 黒 田 谷 谷 野 並 島 川 橋 馬
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3.住 戸 数 ・敷 地面 積

次 に表1-5か ら1件(団 地)当 りの住戸数 をみ ると、 民 間 で は平 均 で42戸 、 公社 は

民間 に近 く58戸 である。 それ に対 し、公団で は1団 地平均154戸 、同潤会 では193戸 と1団

地 当 りの住 戸規模 は大 き く異 な って お り、民間 では100戸 を超 え る もの は僅 か3件 しかな

い。

また、表1-5で み るように、1団 地(件)当 た りの平均敷 地面積 は民 間が1,199m2、

公社が2,300㎡ であ るの に対 し、公団11,862m・ 、回瀾会6,160m・ と大 き く異 な り、敷 地面

積 の年別変化 は民間、公 団、公社(同 潤会 は当該年次 に含 まれない)と も30年 代、40年 代

の初め に最大値 を示 してい る。平均敷地面積で は民間、公社 が年次で大 きな変化が ないの

に対 し、公 団では後年次 で拡大 してい る。以上 を図1-8に 示 す。

(m2)図1-8敷 地面積 の変化(民 間 と公団 ・公社)
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地5000
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積4000
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敷20000

地

面

積15000
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o

3536373839404142(年)

完 成 年

一 公 団 ・都公社 一
且

目 最大値

囲 最小値

都公社平均

30313233043536373839404142(年)

完 成 年
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4.延 床 面積

表1-5で みる ように、1団 地(件)当 た りの平均 延 床面 積 は民間が3・934㎡ ・公社 が

4,126m・ であ るのに対 し・公団8,776㎡ ・回瀾会6・737㎡ と大 き く異 な り・延床面積 の年別

変化 は民間、公 団、公社(同 潤会 は当該年次 に含 まれない)と も30年 代・40年 代の初 め に

最大値 を示す。平均延床面積で は後年次 ほど大 き くな ってい るが・特 に公 団では後年次 で

大 き く拡大 してい る。以上 を図1-9に 示す・

図1-9延 床面積の変化(民 間 と公 団 ・公社)
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5.階 数

住棟階数の平均 は表1-5で み るように、民間、公社 が6～7階 建 て程 度であ るの に対

し、公団が4～5階 建 て、回瀾会 が3～4階 建て とな ってい る。 、

年次別 変化 を民 間、公 団、公社 で見 ると、民間、公社 がほぼ同様 の変化 を してい るの に

対 して、公 団の階数 は年次 に関係 な く一定 を保 って いる。前者がエ レベー ター利用 に より

高層化の傾向 にあ るの に対 し、公 団では中低層の団地 中心 に供 給 を展開 して きた ことが わ

か る。 それ らを図1-10に 最大 階数 と平均 階数で示 した。

(階)

14
図1-10階 数 の変化

12

階

数

10

8

6

4

2

0

暦

大階数

民 間

都公社

公 団

30313233343536373839404142(年)

完 成 年

6.住 戸 規模

住戸規模、1戸 当たりの平均専有面積 は表1-5に みるように、民間67㎡、公団54㎡ 、

同潤会35㎡(公 社は不明)で ある。いずれ も現在の居住水準からみると定住住居 としては

狭小である。特に同潤会の住戸規模は一つの社会問題 となっている。

専有面積の変化を民間、公団について年次別にみたものが図1-11で あるが、何れも

経年的に規模の拡大を示 している(但 し、公団は計画床面積による)。
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図1-ll戸 当 り専 有面積の変化
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7.容 積 充足比

現容積率容積充足比=
法定容積率

で示 されるもので、現容積率は調査物件の延床面積の敷地面積 に対する割合を示 し、こ

こでの法定容積率 とは当該物件の立地する地域での都市計画上、定められた現在の規制容

積率の他、当該物件の敷地前面道路幅員による容積率制限を加味 してある。なお、本調査

での前面道路幅員は東京都都市計画局の1/2,500地 形図により測定 した。本調査でこの指

標を用いたのは建替えに際 して、 どれだけの余裕容積(法 定規制に対 して)を 有 している

かをみるためである。(後 述③の注記 も参照のこと)

従って、容積充足比のみかたは以下の ようになる。

容積充足比二1… …法定容積限度に建てられてお り、建替 え後 も同一面積が限度

容積充足比>1… …法定容積 を超えた不適格建築物で、現在面積以下で建替え

容積充足比く1… …法定容積以下であり、建替えで増床の余裕がある

表1-5に 戻 るが、最右欄 に容積充足比の数値が掲げてある。公団 ・公社 ・回瀾会は容

積充足比が1未 満、すなわち建替 えによって増床が可能 となるが、民間のものは平均で

1・35・すなわち現状で法定容積 に対 して35%の 超過床面積 となってお り
、建替えによって

もとの床面積 さえ確保で きないといった状況にある。対象 とす る、昭和42年 以前に建設さ

れた民間マンションのかな りの部分が、いわゆる 「既存不適格建築」 となって しまうわけ

である。
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この既存不適格建築問題は建築基準法の形態制限(集 団規定)改 正の歴史 と密接に関係

しているので、これを簡単に概括 しておこう。

まず、昭和38年 の建築基準法の改正によって、容積地区制が導入された。これ以前は以

下に述べ る①に示すように建ぺい率制限と用途地域による高 さの制限を主 としたものであ

った。簡単にいえば、住居地域で5階 建の容積は、建ぺい率60%×5F=300%(実 際には

敷地面積から30m2を 控除するので300%弱 となるが)が 可能であ り、その他の地域では9階

建で70%×9F=630%が 可能 というものであった。

この38年 の改正後、東京都では昭和39年 に、大阪市で昭和44年 に容積地区の指定が行わ

れた。これは都市施設と人口密度の調和 を図るために、導入されたものである。同時に建

築技術の発展に伴って容積地区では高さの限度を規定 しないこととなった。

さらに、昭和37年 頃から東京都においては住宅地の 日照阻害の訴えが多 くな り、38年 に

は23特別区内の住居専用地区を中心に高度地区の指定をし、更に43年 にはこの区域の拡大

を行った。42年 には名古屋市で も高度地区の指定が行われた。

昭和45年 の建築基準法の改正はこうした社会的状況に対応 して、全面的に容積率制を採

用 し、高さ制限を原則的に撤廃 した。これを簡単に述べれば、住居地域を第1種 、第2種

住居専用地域及び住居地域に3区 分 し、商業地域を近隣商業地域 と商業地域に2区 分 とす

る形で細分化 し、これらの用途地域別に以降に述べる②の ように容積率が定められること

となった(東 京都区部における法改正後の新指定は昭和48年 に行われた)。

さらに、38年の改正から、狭小道路の場合の容積率制限が設けられ、前面道路が12m未

満の場合、道路幅員に6/10(そ の後、住居系地域等では4/10と された。)を 乗 じた容積率

とする制度が導入された。

これは、,建物の容積 と交通量の関係、ガス、上下水道等の公共施設 とのバ ランス等か ら

導入されたものである。

以上の経過か らみて、たとえば容積充足比1.35と は第2種 住居専用地域の利用限度容積

200%に 対 して200%×1.35=270%(<法 定最高300%)と いった利用状況の反映であり、

前面道路を4mと すれば、規制容積率は4m×4/10=160%で あるから、容積充足比は270/

160=1.69と なり、さらに不適格性が増大す る。

さらに、昭和51年 の建築基準法改正により、 日影規制(法56条)が 導入され、一層厳 し

い実態容積 になっている。
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昭和42年以前に建てられた民間マ ンションのかな りの部分が容積率において既存不適格

建築になっているのは、こういった法律の厳 しい方向への改正が行われたためである。さ

らに昭和43年以降のもの もこれに準 じた不適格状態にあると推測される。東京都区部につ

いていえば、平成元年の用途地域等の改定でかな りの程度の規制緩和が行われたが、当該

マ ンシ ョンに とってはさほ どの恩恵 にはなっていない。都市環境 を良好 な もの とす る見地

からは、現状程度の建築規制はやむを得ない ものであって不適格マンションへ個別の規制

緩和を行うということは考 え得ない。ここで得 られた数値を前提 として建替え問題を論議

すべきといえよう。なお容積充足比の問題は重要であるので、次節で改めて検討を加えた

い 。

① 昭和38年以前の形態制限

イ.建 ぺい率制限

川途地域

商 業

地 域

住 居
準 工 業
」二業地域

未 指 定

地 域

OA

建物の種類
右 以 外 の
地域、地区

耐火建築物

《 の 他.

耐火建築物

0.7A

そ の 他

(A-30m2)

×0.6

耐火建 築物
一 〇.7A

そ の 他

防火地域

制限なし

0.7A

0.7A

0.6A

制1根な し

0.7A

準防火地域

0.8A

0.7A

0.6A

0.8A

O.7A

特定行政庁*
指 定 区 域

0.6A

敷地面積

○角地等で特定 行政庁 が指 定する もののrllに ある建 築物 は

0.6→0.7,0.7→0.8,0.8->0.9と す る。

○巡査派llll所、 公衆便所 、公共歩廊 その他 これに類 す る もの

○公園、広場 、道路 、川 その他これ らに類 す るものの うちに

あ る建築物 で、安 全.1二、防火上及び衛生上支障 がない もの

○*過 少宅地が 多い等土地 の状況に よ り、や むを得 ない場 合で

特定行政庁が建設大 臣の承認 を得て建築基 準法 第22条 第1項

の市街地の区域 につ いて指定す る区域

]制 限なし

ロ.高 さ 制 限

住居地域 20m

その他地域31m
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② 現行用途地域別容積率

イ.第1種 住居専用地域

50%、60%、80%、100%、150%、200%の6段 階

ロ.第2種 住 居専用地域(51年 改 正で、100%が 設け られ、400%が 削除 された。)

100%、150%、200%、300%の4段 階

ハ .住 居地域 、近隣商業地域 、準工業地域、工業地 域、工業 専用地域

いずれ も200%、300%、400%の3段 階

二 .商 業 地 域

400%、500%、600%、700%、800%、900%、1,000%の7段 階

ホ.用 途地域の指定のな い区域

400%の1段 階

これ らの容積率が、用途地域 ご とにその地域内の都 市施 設の整備状 況や地形、環境 の

状況 に応 じて配分 され、都 市計画 と して指定 され る。

③ なお、 ここでの 「法定容積 率」は、当該敷地 に2以 上 の容積指 定がな されている場

合 は面積配分 によって求 めて いるが、斜線、 日影規制等 による削減 一いわゆ る歩留 ま

.り一は考慮 して いない。歩留 ま りを考慮 すれば 「容積 充足比」 は、 さらに大 きな値 と

な る場合 があろう。

一方、現容積率 を求 め るに際 しての延床面積 のデ ータは、ベ ラ ンダ、屋内駐車場、

地下室等 の面積算定方法が一律 でない。以上か らしてここでの 「容積充足比」の数値

には、実際には若干のずれが あるこ とに留意いただ きたい。

1-4最 初期民 間分譲 マ ンシ ョンの実態

1.外 観 目視による老朽度の把握

表1-5か ら回瀾会を含む公的主体の容積充足比は低い ものが多いことから、建替えも

行われ易いと考えられ る。これ とは対照的に、民間の ものは問題を種々に抱えてお り、そ

の実情や対応の検討が必要 といえる。そこで本節では特 に民間分譲マ ンションを取 り上げ、

実態的な分析を行 う。
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さて、表1-5の166件 につ いては、別途実施 された詳細 な調 査(注)が あるので、1.

お よび2.に お いては、 その 中か ら関係す る部分 を引用 してお こ う。

まず外観 目視 による老朽度 につ いては図1-12の ような結果が得 られている。 すなわち、

外壁の亀裂については 「非常に 目立つ」はほ とん どな く、 「やや 目立つ」も20%程 度 と少 な

い。過半は 目立 っていない。

これ に対 して内壁 の亀裂、 内壁 の汚れ、建物周 りの汚 れ、階段の汚れ、ベ ランダの しみ

の5項 目につ いては、「非常 に」と 「やや」目立つ ものの合計 が40%前 後 になっている。逆

に 目立たない もの も同 じ程度の比率 にあるか ら、あ る程 度の老朽 化 を感 じさせ るもの とそ

うで ない ものが半々、 といった ところだろ う。

なお、 「増築の有無」は主 としてベ ランダを室内化 した行為 で、 まれ に屋上への増築、敷

地内 に別の建物 を建築す るこ とを指す が、 当初 の状態 を維持 で きな くなったわけで、 ある

種の老朽化 と目されよ う。 さすが に数 は少 ないが、20%程 度は これの 目立つ ものが存在す

る。

この ように、外観 目視 に よる老朽度 として は、外壁 に亀裂 が 目立つ ほどではないが、半

分近 くの もの は多少 とも汚れがみ られる といった程度 にあ る。言葉 をか えれば、 みるか ら

に老朽 化 している事例 はむ しろ少 ない ともみ られ る。

図1-12外 観 目視調査の結果
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外壁亀裂

内壁亀裂

内壁汚れ
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G主)166件 の 全数 につ いて外観 目視調 査 を行 う とと もに、管理 組 合代 表 者等 への ア ンケ ー ト調査 を実

施 してい る。 ア ンケー トの有 効 回収 数 は、121件 で 回収率72,5%。(高 見沢 邦郎 ・呉 祐… 郎 「初 期 に建 て

られ て分譲 マ ンシ ョンの 建 て替 え問題 の今 後 の方 向性 につ いて」日本建 築学 会計画系 論文報告集1989 .10)
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2.建 替 え希望 と補修の状況

続 いて前出(注)の 調査 か ら各マ ンシ ョンの代表者等 に、今後 の建 替 えへの考 え方 を尋

ねた(回 答数 は115件)結 果 を見 ておこ う。 それ によれば、建替 えの 「計画あ り・実現の可

能性 もあ り」1.7%、 「計画 はあ るが実現 には問題 あ り」7.0%、 「必要 性 は感 じるが計画な

し」30.4%、 「必要性 もな く計画 もな し」58.3%と なってい る。(他 に 「その他」2.6%)。

建替 えを、実現性 の有無 は別 として望む ものの合計 は約38%に な る。

この数字 を多 いとみ るか少 ない とみ るかは別 として、実現へ向か っているのはご く少 な

いこ とは建替 えの難 しさを如 実に語 ってい るといえよう。

建替 え以外 とな ると補修 とい うこ とにな る。図1-13は ア ンケー トよ り補修 の状況 をみ

た もので ある。外壁 塗装 ほか各項 とも、過去5年 間に80%程 度 のマ ンシ ョンで1回 以上 の

補修工 事がな されている。 この ようにかな りの補修 の行 われてい ることが、既述 の外観 目

視 が まず まずの結果だ った状況 を生ん でいるとみ られ る。

図1-13過 去5年 間の補修状況

0.020.040.060 .080.0100 .0

外 部 塗 装

鉄部等塗装

屋 上 防 水

給 水 管

排 水 管

浄 化 槽

%

睡翻3回 以 ヒ
唖 回数不明

題 目2回
国到 なし

蛾1回

3.建 替 えで何が困難な問題か

同 じくアンケー トか ら、居住者等が建替えに際 し何を困難な問題 として認識 しているか

をみたのが図1-14で ある。資金調達 と増床問題が群を抜いている。資金の調達はいわば

建替え事業そのものの可否 を指 し示 している総合的な要素なので、これを除 く諸問題につ

いて考えてみよう。

結局 「困難な問題」とは、それが解決できれば建替えが進む要因で もある。それを分類
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すると、建替えの事業的側面 にかかわる物的な要因と・合意形成の側面にかかわる権利関

係や人的関係の要因に大別され よう。

① 物的要因としては、

・増床の程度 現状建物の容積充足比が高いと増床効果 は得 られない

.建 物の位置 マンション適地でないと建替え後の床単価が低 くなる

・現状戸当り床面積…これが小さいと建替え後に処分できる床が少な くなる

等のこととして表現され よう。

② 合意形成の側面 としては、

・借家人の存在………建替えに際 してどう処理するか

・非住宅の存在………従前権利の評価が面倒

・高齢居住者の存在…建替えへ消極的な意見を持つことが多い

等のこととして現わせ よう。

図1一 は 困難性要因への意識
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4.容 積充足比の状況

(1)容 積率不適格マンションの分布状況

建替えの困難 さを左右する大 きな要素は 「増床の程度」である
。それは端的には容積率
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の充足 比 として捉 え られ る。すな わち、充足比が1未 満で あれば建替 えで床 が増 えること

にな り、1を 越 えていれば建替 えで床が減 る。既 に前節表1-5で みた ように、民間マ ン

シ ョンの容積充足 比は平均で1.35と たいへ ん高 い値 となっていた。 これは この時期の もの

が、容積 率規制 のない時代 、

図1-15供 給者別容積充 足比の構成あ
るいはあ って も現在 より

緩 い時代 の建物 であ るこ と 容積充足比=1

01020304050607080901001[瑠1
に よる。

実態 を もう少 し詳 し くみ

てお こ う。図1-15は 供給

主体別 に容積充足比 を較べ

た もの である。民間マ ンシ

ョンでは調査件数の約75%

が充足 比1以 上、すなわち

建替 え後 、床面積が減 る状

況 にあ る。 また図1-16は

民間マ ンシ ョン全数の分布

をみた ものだが、 どの法定

容積率の ところ をとって も、

多数の物件が充足比1を 越

え る様子が わか る。 この よ

うに容積充足比 につ いての

現状 は きわめて厳 しいとい

わ ざるを得 ない。

容積充足比

民 間

公 団

都公社

1司潤会

<】.5 く2,0 =>2、0

饗

(%)
1200

1000

現800

容

積600

率

400

200

図1-16民 間物件の容積率

露 二・三
'註'

00200400600

法 定 容 積 率

雛

容積充足比=1

8001000(%)

② 前面道路幅員による容積率制限

建築物の容積率は、用途地域に応 じて都市計画で指定 された数値以下 とする他、前面道

路の幅員に応 じた容積率制限をうける。

すなわち、住居系(一 種、二種、住居)で は4/10、 商工系(近 商、商業、工業他)で は

6/10を 前面道路幅員に乗 じた値(幅 員12m未 満)が 制限容積率 とされている。
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本調査で はすべて前面道路 幅員 を考慮 した充足比 として いる。

表1-6(参 照表1-5)に その概 要 をと りまとめた。 この こ とか ら相 当の影響 を受 け

ているこ とがわか った。

表1-6前 面道路幅員からの容積率制限への影響

民 間

公 団

公 社

回 瀾 会

全 体

件 数

166

14

39

10

影 響

件 数

54

1

9

1

影響件数の

平均充足比

A

0.96

0.20

0.46

0.30

B

1.32

0.40

0.64

0.49

全体件数の

平均充足比

A

1.25

0.34

0.83

0.37

B

1,35

0.35

0.87

0.38

充足比1以 上の

占める割合

A

67%

28%

B

75%

31%

A:前 面道路幅員の影響 を受けない場合

B:前 面道路幅員の影響 を受けた場合

(3)経 年的状況 と用途地域別容積 不適格

調 査物件の容積充足比 の平均 は表1-6か ら、公団、回瀾会 の物件 はそれぞれ0.35、0.38

と現容積 に対 して余裕 があ り、建替 え後 も相 当の増床が可能 である。公社物件で は0 .87と

ほぼ1に 近 く、増床の余裕 は余 りない。民間物件 にいた って は1 .35と 法定容積 を超 えた状

態で建設されてお り、容積制 限の規 制以前に建設 された物件 で あるこ とを示 してい る。 し

か も、前述の ごとく、民間全物件 の約75%が 法定容積 を超 えて いる。(図1-15)

これ ら不適格物件は図1-17に み るよ うに民間では36年 次以 降、公社 では39年 次以降の

建 設物件 に多 くみ られ る。

民 間物件の容積不適格 を用途地域別 にみた ものが図1-18～ 図1-23で あ る。住居系 で

は第1種 住専、住居地域の物件の ほ とんどが容積不適格 であ り、 第2種 住専 では適格物件

もか な り存在 している。商業系 も不適格物件が多い。
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図1-17容 積充足 比の変化
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図1-20住 居 地 域 物 件 の 容 積 率
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図1-22商 業地域物件の容積率
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図1-23工 業系地域物件の容積率
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1-5建 替 えの必要性 、 可能 性 と方向性

対象となる中高層集合住宅の大多数があるとみ ちれる、東京都 区部を主に取 り上げ、建

設の歴史、現在のス トック量、建替えの必要性、建替え予備軍たる最初期民間マンション

の実態や居住代表者の意向、建替の困難性要因等を調査分析 して きた。 この章のまとめと

して結果を要約するとともに、今後の建替の方向性をどう考えたらよいのかについての検

討を行う。

1.得 られ た知見の要 約

① 耐火建築の集合住宅が建て られ始めたのは大正期であ り,、特に昭和に入ってからの

回瀾会による鉄筋アパー トは画期的な ものであったが、量的に増 えだ したのは戦後の

30年代からである。

② 鉄筋建物の寿命は一般に60～70年 といわれているが、構造的にはそれ以上の耐用年

数を有するとみてよい。 しか し、設備、居住水準等の陳腐化からして、30年 程度で一

応の建替の必要性 を有する ようになるとみられる。

③ この 「30年」.という指標で東京区部の対象建物を数えると二およそ6千 戸 となる。

その大半は回瀾会、公団公社などで公的に建てられたものである。今後10年 経つと昭

和42年頃までのものも対象 とな りお よそ1万6 ,000戸程度で、民間マンシ ョンが増え
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る。さらに15年先には11万戸、20年 先には20万戸と飛躍的にその数を増す。

④ 民間分譲マンシ ョンについて、建設後20年 以上のものを対象に、立地や建物状況、

居住者の意識動向などを詳細にみた。結果的に、多 くのマ ンシ ョンは補修等に努力 し、

なん とか現状を維持 していることが分かった。維持管理の主体的な努力、それに対す

る公共的な支援策の用意 ということが大切であるといえる。

⑤ しかし38%の マンションでは建替えを望み、あるいは必要 と考えている。建替 えの

問題 を実態的にあるいはモデル計画的に捉え、検討の成果 を施策 に反映 してい く必要

は大 きい。

⑥ 建替えは必要性だけでは実現 しない。これまでの建替 え事例 をみれば、既存物件の

容積充足比が低 く、余剰床の生み出 しの大 きい場合にそれが実現 していることがわか

る。このように、建替えには可能性要因(裏 返せば困難性要因)が あり、それをどう

活用(困 難性 として捉えればその克服)す るかが問題なのである。

⑦ 可能1生要因には、物的なもの(立 地、容積充足比など)と 合意形成にかかわるもの

(権利関係の輻鞍 とか、居住者の高齢化 とか)とがある。必要性要因が低 くとも、可能

性要因が高ければ建替えは進行する場合 もある。

2.マ ンシ ョン建 替 えの方 向性

以上の知見に基づ き、個々のマンシ ョンの固有状況 を前提に、それぞれの建替え問題 を

どの ように考えればよいのかについて、次の ような仮説 を提出して本章 を終わろう。

① 必要性要因は一・応満足 しているのであれば、可能性一困難1生が どうであるかが問題

となる。後者については、合意形成側面(権 利関係など)は 属人的問題でもあるので

別途考えるとして、物的な要因を検討する。

②.建 替えの最大の困難性要因は資金の準備であって、 自己資金なしでとなると方式は

ともあれ、等価交換的な事業 となる。これを物的にみれば建替えによって余剰床 を生

み出 し得るかの問題である。ここでは、建替えによる増床が2倍 以上(容 積充足比は

0.5未 満)、1倍 以上2倍 まで、1倍 未満 と、三つに分けて考える。

③ 増床2倍 以上なち自己資金無 しの等価交換による建替 え可能 とする。 もちろん、同

じ増床2倍 でも立地条件の良 し悪 し、従前の平均住戸面積が大 きいか小さいかといっ
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た従属的な物的条件次第で事業内容は異なって くる。

④1倍 以上2倍 まででは・他の条件にもよるカミ 自己資金な しでは建替えは不可能で

ある。資金の調達が課題 となる。さらに増床がごく僅かの場合は、一部所有者の権利

を居残って建替える権利者が買い取る必要 も出て くる。そうしないと住戸の面積は増

えず、最大の建替え必要性要因たる 「狭さの解消」を図 り得ない。

⑤1倍 未満の場合は一般には建替えが難 しい・建替えで延床面積が減るか らであ り、

建替えの意味がない。このような場合は、建物を取 り壊 し、更地 としての売却代金を

配分す るのが原則 となる。土地の価値 も低い、金銭を貰っても転出後住宅の手当がつ

かないものが大半 といった場合には、公共的な改良事業が要請 される(ま だその制度

化はなされていないが)。

⑥ 以上 と別に、建設当時は住宅地だったが今 日では商業業務地の まっただ中になって

しまった、といった場合 もあろう。このような時 も取 り壊 し、土地売却 というのが原

則だろう。
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第2章 建替 えマ ンシ ョン事例

本章では最近における建替え事例 を概観 し・増床倍率(従 後/従 前延床面積)の 一般的

事例(等 価交換方式)お よび低い事例(コ ーポラティブ方式)に ついて・その建替え経過

措置を含め紹介 し、今後の建替え事業の参考に資するようにとりまとめた。

2-1最 近の全国建替 え事例

建替え事例の従前事業主体はそのほとんどが公団、公社等の公的団体によるものとなっ

ている。これらの初期入居は昭和30年 代であり、民間による分譲マンションの本格供給が

昭和41--42年 に始まったことを考えると・こうした結果 も当然 といえようが、立地条件に

恵まれていることが大 きな建替え成功要因となっている。すでに竣工、'あるいは着手 した

事例は全国で22件、都区内では昭和50年 建替え竣工の公団宇田川住宅(渋 谷区/現 、渋谷

'巾一口ムズ)を 筆頭に10件、兵庫県内7件 、大阪府内、北海道内各2件 、神奈川県内1件 と

なっている。

'事例の多 くは等価交換方式による"無 償建替え"で あ り
ぐ自己負担を要する事例は少な

ぐ、立地条件の良さから処分床(保 留床)を 高めに設定でき、地権者床 も有利に取得で き

た事例で もある。また、法定容積率に比べて従前利用容積率が低 いことも地権者、事業者

(デベロッパー)双 方に事業面で有利な建替えとなっている。しか し、この容積活用による

増床倍率 も2～3倍 程度が無償建替えの限度 といわれ、事業者サイ ドの採算メ リットは3

倍以上 ともいわれている。そうした中では東京都住宅供給公社 によるシテ ィコープ柏木は

増床倍率L4倍 と等価交換方式が成立 しない地権者による自己負担型建替 え(コーポラティ

ブ方式)と なってお り、公社 も相 当の努力を払った建替 え事業 となっている。

:劔 マンションの建齢 事例第1号 とし・わ描 渋谷ホームズの成功 を織 として始まっ

たこれ ら建替え事例 をそのまま建替えの一般例 と解釈するのは難 しく、今後は容積余裕の

ない増床倍率 も低い自己負担型建替えの増加 も考 えられ
、それらの措置対策 を官民共に検

討 していかな くてはならないだろう。

表2-1に 前記22例 からなる全国建替え事例一一覧を掲載 した。,
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表2-1全 国建 替 え事例 一 覧

物 件 名

所 在 地

開 発 面 積

初期 入 居年

建 替 竣 工年

事主
業

体

住
　
数

等戸
面有当
積 り

タ住
イ戸
プ

棟
階数
数

延
面床
積

初期

建替

初期

建替

初期

建替

初期

建替

初期

建替

初期

建替

増 床 倍 率

従前利用容積

①渋谷ホームズ
(公団宇田川住宅)

東京都渋谷区宇田川町

約4,002㎡

昭和31年

昭和50年

日本住宅公団

第一 ホテルエンタープライズ

90戸

273戸 店 舗7戸

約47㎡

約67m2

2DK

ワ ンル ー ム ～3LDK

5階 建3棟

14階建地下1階1棟

約4,600m2

約20,263m2

4.4倍

約115/500%

② シ ャ ンボール 三田

(回瀾会三田アパー ト)

東京都港区三田

約1,330m'→ 約7,370m2

昭和3年

昭和53年

同潤金

森ビル

68戸

329戸

約29㎡

2K

4階 建2棟

13階 建1棟

③フラッツ景丘
(公社景丘住宅)

東京都渋谷区恵比寿

約2,170㎡

昭和28年

昭和58年

東京都住宅供給公社

日本道路

24戸

79戸

約50㎡

約69㎡

2DK

3LDK

3階 建2棟

7階 建地下1階1棟

約1,410㎡

約65/500,300%

④ パレロワイル芦屋翠ヶ丘

(公社 翠 ヶ丘 南 住宅)

兵庫県芦屋市翠ヶ丘町

約1,781m2

昭和35年

昭和59年

兵庫県住宅供給公社

長 谷工 コ ーポ レー シ ョン

12戸

29戸

約64m2

約107m・

3DK

3LDK、4LDK

3階 建2棟

5階 建地下1階1棟

約898㎡

約4,076m2

4.5倍

約43/200%

⑤上 目黒小川坂ハイツ
(公団上目黒住宅)

東京都目黒区上目黒

約5,527m2

昭和33年

昭和61年

日本住宅公団

新 日本製鉄 ・日鉄ライフ

68戸

98戸

約35㎡

約51m`

2K

2DK～4LDK

4階 建3棟

4階 建1棟

約2,913m"

約6,980㎡

2.4倍

糸勺53/150%

⑥シティコープ柏木
(公社柏木住宅)

東京都新宿区北新宿

糸勺1,498㎡

昭和33年

昭 和61年

東京都住宅供給公社

東京都住宅供給公社

24戸

23戸

約49m・

約77m2

3DK

2DK～4LDK

4階 建1棟

5階 建1棟

約1,506m2

約2,100m2

1.4倍

糸勺100/200%



物 件 名

所 在 地

開 発 面 積

初期 入居 年

建 替竣 工年

事
主業
体

住
　
数

専戸
面有当
積 り

タ住
イ戸
プ

棟
階数
数

延
面床
積

初期

建替

初 期
.

建替

初期

建替

初期

建替

初期

建替

初期

建替

増 床 倍 率

従前利用容積

⑦ロイヤル芦屋松浜
(公団浜芦屋団地)

兵庫県芦屋市松浜町

約10,105m・

昭和33年

昭和62

日本住宅公団

長 谷工 コー ポ レー シ ョ ン

104戸

199戸

約50㎡

約68～96m2

3DK

3LDK～4LDK

4階 建6棟

5階 建1棟

約5,313㎡

約19,248㎡

3.6倍

⑧ 円山北 町パ ー クマ ン
シ ョン

(円山北 町団地A棟)

⑨小滝台マンション
(公団東中野住宅)

札幌市中央区 東京都中野区東中野

約2,248㎡ 約3,412㎡

昭和42年 昭和32年

昭和62年 昭和62年

北海道住宅供給公社 日本住宅公団

三井不動産 藤和不動産

24戸` 60戸

48戸 81戸

約63㎡ 約37m2

約60m'～96m2 約37m2～125m2

3LDK 2DK

2LDK～4LDK 1LDK～41」DK

4階 建1棟 5階 建3棟

5階 建1棟 5階 建1棟

約1,490m2 約2,708㎡

約4,467m2 約6,723㎡

3.0倍
12・5倍

糸勺53/200%
1約66/2・ ・%

糸勺77/200%

⑩ パ ー クハ イム芦屋 翠

ヶ丘20番 地

(芦屋 翠 ヶ丘 北 住宅)

兵庫県芦屋市翠ヶ丘町

⑪ 円山北町 パ ー クマ ン

シ ョン2

(円山北町 団地B棟)

札幌市中央区

約5,974m2→ 約5,795m2約1,346㎡

昭和33～34年 1昭和42年

昭和63年

兵庫県住宅供給公社

三井不動産

72戸

123戸

約59m・

約72㎡

3DK

3LDK

4階 建4棟

5階 建2棟

約3,234m2

約11,494m2

3.6倍

約54/200%

平成元年3月

北海道住宅供給公社

三井不動産

16戸

27戸

約63㎡

約81m2

3LDK

3LDK

4階 建1棟

10階 建1棟

約1,111m2

約2,676m2

2.4倍

糸勺83/200%

⑫ ラ イオ ンズマ ンシ ョ

ン北 畠

(北畠荘)

大阪市阿倍野区北畠

約1,322㎡ 一 約1,217∋

昭 和32年 1
平成元年4月

大阪府住宅供給公社

大京

18戸

31戸

約52㎡

約68～96m2

2DK

2DK～3DK

3階 建1棟

5階建地下1階1棟

約1,121m・

約2,008m・

1.8倍

糸勺85/200%



物 件 名

所 在 地

開 発 面 積

初期 入居 年

建替竣工年

事
主業
体

住
　
数

等戸
面有当
積 り

タ住
イ戸
プ

棟
階数
数

延
面床
積

初期

建替

初期

建替

初期

建替

1初期

建替

初期

建替

初期

建替

増 床 倍 率

従前利用容積

⑬ 山王ガ ーデ ンハ イツ

(公団大 森ハ イツ)

東京都大田区山王

約8,525㎡ → 約7,697㎡

昭和33年

平成元年7月

日本住宅公団

第一ホテルエンタープライズ
竹 中工 務 店

105戸

131戸

約35～52㎡

約67～230㎡

2K、3DK

1LDK～5LDK

5階 建4棟

11階 建1棟

約5,974m2

約16,800㎡

2.8倍

約70/200%

⑭ パ ー クハ イム芦 屋翠

ヶ丘19番 地

(翠 ヶ丘 第一 住宅)

兵庫県芦屋市翠ヶ丘

約4,273㎡ → 約3,947m2

昭和30年

平成元年8月

兵庫県住宅供給公社

三井不動産

42戸

87戸

約33～43m2

約80㎡

3DK

3LDK

3階 建2棟

5階 建1棟

約3,168m2

約7,920㎡

2.5倍

約44/200%

⑮朝 日プ ラザ綱 島

(高田町 マ ンシ ョ ン)

神奈川県横浜市港北区

昭和43年

平成元年12月

民間製造業者

朝日住建

18戸

30戸

約44㎡

約54m・

2DK

3DK

3階 建1棟

4階 建1棟

約○/200%

⑯ロイヤル芦屋翠ヶ丘
(翠ヶ丘第三住宅)

⑰セトル中之郷
(同潤会中之郷アパ

ート)

兵庫県芦屋市翠 ケ丘 東京都墨田区押上

約5,271m2 約3,548m2

昭和32年 大 正15年

平成2年2月 予定 平成2年5月 予定

兵庫県住宅供給公社 東京都から払下げ

長 谷工 コー ポ レー シ ョ
ン

押上二丁目地区市街地
再開発組合

64戸 102戸

91戸 165戸

約47～53m2 約30m・

約64～121m2 約48～71m2

3DK 2K

3DK～4LDK 2DK～3DK

4階 建4棟 3階 建6棟

5階 建1棟 14階建地下2階1棟

約3,719m2 約3,814m2

約11,254㎡ 約12,500m2

3.0倍 3.3倍

約71/200%
,約107/300・400%

⑱ 未 定
(鳴尾第二団地13号棟)

兵庫県西宮町小松西町

昭和33年

平成2年12月 予 定

住宅 ・都市整備公団

阪神住建

16戸

32戸

約45m2

約70m2

3DK

3～4LDK

4階 建1棟

6階 建1棟

約/200%



物 件 名 ⑲ 未 定
(鳴尾第二団地12号棟)

所 在 地1兵 庫県西宮市小松西町

開 発 面 積'

初期 入 居年 昭 和33年

建替 竣工 年 平成3年3月 予定

事
主業
体

住
　
数

等戸
面有当
積 り

タ住
イ戸
プ

棟
階数
敷

延
面床
積

初期 日本住宅公団

建替 住宅 ・都市整備公団

初期 24戸

建替 41戸

初期 約45m2

建替 約70m2

初期 3DK

建替 3LDK～4LDK

初期 4階 建1棟

建替 7階 建1棟

初期

建替 約3,890㎡

増 床 倍 率

従前利用容積 /200%

⑳ 未 定

(代々木 グ リー ンハ イ

ツ)

東京都渋谷区代々木

約4,563m2

昭和32年

平成4年3月 予定

日本住宅公団

住宅 ・都市整備公団
三井不動産

62戸

69戸

約42m2

約71～125㎡

2DK、3DK

2LDK～4LDK

4階 建1棟

4階 建4棟

約3,054m2

約7,295m2

2.4倍

約69/150%

⑳ 未 定

(同潤 会毛 利 ・東町 ア
パ ー ト)

東京都江東区毛利

毛利 アパー ト:大 正15年

東町 アパー ト:昭 和5年

平成5年 予定

東京都から払下げ

住吉 ・毛利地区市街地
再開発組合

315戸

540戸

約23～30m2

2K

4階 建18棟

12階 ～20階 建3棟

/400%

⑳ 未 定
(新千里南町住宅)

大阪府豊中市新千里南町

糸勺26,667㎡

昭 和45年

未 定

日本住宅公団

東急不動産、三井不動
産、野村不動産

310戸

406戸

約48㎡

約72㎡

3DK

3LDK

5階 建11棟

14階 建7棟

約14,655m2

約40,000m2

2,7倍

糸勺55/200%



2-2事 例 「上 目黒小 川坂ハ イツ」

日本住宅公団(現 、住宅 ・都 市整備公団)に よ り、昭和33年 に建設分譲 され、民間デベ

ロ ッパーの等価 交換 方式 によ り昭和61年 に建替 え られた事例で あ る。

表2-2

所 在 地

「上 目黒小川坂 ハ イツ」事例 概要

交

上 目黒小川坂ハイツ(公 団上 目黒住宅)

通

用 途 地 域

法 定 規 制

工 期

事 業 主 体

開 発 面 積

総 戸 数

建 築 面 積
(建ペイ率)

延 床 面 積
(容 積 率)

構 造 規 模

住戸規模(平 均)

東京都 目黒区上 目黒321-28

東横線 ・地下鉄 日比谷線 「中 目黒」下車徒 歩7分

第一種住居専用地域 第一種高度地区

建ぺ い率60%、 容積率150%

昭和60年5月 ～昭和61年3月

目鉄ライフ・新 日本製鐵住環境開発部/施 工・竹中工務店

建 替 前

5,526.57㎡

68戸

約728m2

(13.2%)

約2,913m2

(52.7%)

RC造 、3棟 、4階 建 て

2K、 約35m2

建 替 後

5,212.88m2

(容 積 対 象5,120.88㎡)

98戸

1,982.23㎡

(38.7%)

6,979.14㎡

(136.3%)

RC造 、1棟 、4階 建 て

2DK-・4LDK、51.3m2

譲鎌
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1.建 替 え経過の概要

(1)建 替 え前の概 況

① 所 在 地:目 黒区上 目黒3丁 目21-28(東 横線 中目黒駅徒 歩7分)

② 敷 地面積:5,526.57㎡

③ 地域指 定:第 一種住居専用地域(容 積率150%、 建蔽 率60%、 高 さ制限10m以 下)

④ 建 物概 要

構 造 鉄筋 コ ンク リー ト造

階 数4階 建 て(建 物高 さ11.9m)、3棟

建 築延床面積 約2,913m・(容 積 率52.7%)

専有延床面積 約2,380m・

総 戸 数68戸

専有面積/戸 約35㎡

建 築 年 月 昭和33年11月(築 後27年)

⑤ 分 譲 主:日 本住 宅公 団(現 、住 宅 ・都 市整備公団)

⑥麟:締[二[『 ㌔ 錫

② 建替えの動機

① 」繊 費の増加

② 設備容量の不足(電 気10A)

③ 住戸面積の狭小……35㎡(10.5坪 ・2Kタ イプ)

(3)建 替えの経緯

S56.10

S57.3

S57.6

S58.5

2人 の主婦が自己居住の他地権者に呼びかけ

新 日鉄 に協力の申し入れ

管理組合内に準備委員会 を設置

計画素案全体説明会開催

(建物基本構想,等 価交換比率,住 戸選定方式,税 金問題等)
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(4)

S5&6ア ンケー ト実施

(実施 に向け検討 を進め るこ との可否 …全員可、希望 す る住戸

タイプ の選択)

S59.6実 施計画 案全体説 明会 開催

S59.9住 戸選定調整

S5乳10管 理組合総会 開催(実 施決定/建 替 え委員会 発足)

S59.10-・12・ ・……・地権者 とデベロ ッパ ーの基本協定締結

住戸選 定実施

開発許 可申請、建築確認 申請

S59.12--S60.3… 近隣折衝 、境 界確認、 埋蔵物調査

S60.4等 価交換契約締結

仮住居補償支払、住居移転

解体工事、工事着工

保留床販売 開始

S61.3竣 工、 入居、新管理組合結成

建替 え後 の建物概 要

構 造 鉄 筋 コンク リー ト造

階 数4階 、1棟

建築延床面積6,979.14㎡,(法 定容積率150%に 対 し136.3%)

増 床 倍 率2.4倍(後 後 ÷従前延床面積)

専有 延床面積6,155.43m・(従 前 に対 し約2.6倍)

総 戸 数98戸

住 戸 タ イ プ48.38㎡(2DK)～97.66㎡(4LDK)

建 替 え 竣 工 昭和61年3月

基準還元面積51.3m・(従 前 に対 し約1.5倍)
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2.事 業 フ ォ ー メ ー シ ョ ン

(等価交換契約) (販 売)

隔 日鉄 ライフ

一
(基欄 ＼/

(企画設計委託契約

工事請負契約)

口

口 日 本 製 鐵

3.事 業 計 画

(1)事 業形態:等 価交換方式

法定容積率制限150%に 対 して建替え前の容積 は52.7%と 余裕があるため、それを利用

して床面積増をはかり、地権者は所有土地の一部をデベロッパーに譲渡することにより」

権者相当分の建設費 を捻出 し、デベロッパーは権利者床 を除いた保留床を分譲販売するこ

とにより事業費(建 設原価+利 益)を 回収することになる。 したがって、地権者は無償

建替えに要する費用をまかなうことができた。

② 事業予算及び還元率

本事業は地権者の土地の一部 と新 しい建物 との交換による為、交換比率(還 元率)が 問

題 となるが、まず事業に要する費用(総 事業費)を 算出し、その費用 をデベロッパーが

売する保留床の販売収入で賄 うという考え方で還元率(地 権者への還元床割合)を 決定

ている。

① 保留床必要面積=総 事業費÷保留床販売単価

② 権 利 床 面 積=専 有延床面積一保留床面積

③ 還 元 率=権 利床面積÷専有延床面積

④ 還元住戸面積=権 利床面積÷権利戸数
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2-3事 例 「シテ ィコープ柏木 」

通常,居 住者が建替えを無償で行うには・建替え後の容積(延 床面積)は 従前の2～3

倍が必要 とされている(売 却保留床 を生み出すため)が ・本事例では1・4倍と地権者の自己

負担を要する有償建替えの事例である・今後はこうした有償負担による建替えが増加する

ことになろう。

表2-3「 シテ ィコープ柏木 」事例 概要

シテ ィコープ柏木.(公 社柏木 住宅)

所

交

在 地

通

用 途 地 域

法 定 規 制

工 期

事 業 主 体

開 発 面 積

総 戸 数

建 築 面 積
(建ペイ率}

延 床 面 積
{容 積 率)

構 造 規 模

住戸規模(平 均)

東京都新宿区北新宿2-5-25

中央 ・総武線 「大久保」北口下車徒歩10分

第二種住居専用地域、準防火地域、第二種高度地区

建 ぺい率60%、 容積率200%

昭和60年8月 ～昭和61年6月

東京都住宅供給公社

建 替 前 建 替 後

1,498.47m2(公 簿 面 積)

24戸

357.41m2

(23.8%)

1,505.51m・

(100.4%)

RC造 、1棟 、4階 建 て

2DK、48.5m2

23戸

481.98m2

(32.1%)

2,100.17m2

(140.1%)

前 面 道 路4mの た め160%限 度

RC造 、1棟 、5階 建 て

2DK～4LDK、76.65㎡

《地 区 周 辺 図》 」
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1.建 替 え経過 の概 要

(1)建 替え前の概況

① 所 在 地:東 京都新宿区北新宿2丁 目5-25

② 敷地面積:1,498.47㎡(公 簿面積)

③ 地域指定:第 二種住居専用地域(容 積率200%一 前面道路幅員4mの ため実質

160%が 限度、建蔽率60%)準 防火地域 ・第二種高度地区

④ 建物概要

構 造 鉄筋コンクリー ト造

階 数4階 建て、1棟

建築延床面積1,505.51m2(容 積率100.4%)

専有延床面積 約1,164m・

総 戸 数24戸

専有面積/戸48.5㎡

建 築 年 月 昭和33年(築 後27年)

⑤ 分 譲 主:東 京都住宅供給公社(長 期分譲住宅のため所有権は公社が留保、 した

がって管理組合はな く住民は自治会で運営)

⑥ 地権者数:24名(個 人)

(2)建 替えの動機

① 住宅の老朽化

② 住宅設備立ち遅れ

③ 住戸面積の狭小・・…・…48
.5㎡(14.7坪 ・3DKタ イ プ)

(3)建 替 え の 経 緯

S57.7… … …自治会代表が公社 に建替えを相談
、以後公社が関与 し支援する。自

治会で月に一回程度の検討会 を開始(自 治会の推す設計事務所参

加一区役所の会議室等)
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S58.12… ……建替 え合意の形 成、公社 が建替 えを受諾

S59.6… ……公社 と地権 者の間で 「建替 えに関す る基本協定」の締結

S60.8… ……建替 え工事着工

S61.6… ……竣工 、入居

(4)建 替 え後の建物概要

構 造………鉄 筋 コンク リー ト造

階 数………5階 、1棟

建築延床面積………2,100.17㎡(許 容容積 率160%に 対 し140.1%)

増 床 倍 率 ………1.39倍(従 後 ÷従 前延床面積)

専有 延床面積 ………1762.94㎡

総 戸 数 ………23戸(再 入居9戸 、転出14戸)

住 戸 タ イ プ ………2DK～4LDK

建 替 え 竣 工 ………昭和61年6月

専有面積/戸 ………76.65㎡(再 入居住戸平均86.9m2)

2.有 償 による建替 え計画

容積率および近隣に対する日影規制から大幅な容積増は望めず、その範囲内での建設規

模は5階 建て、専有面積約77㎡ となったが、1棟23戸 と従前戸数を上回ることができず、

全戸が再入居すると仮定すると建替 えによる容積増は全て住戸規模の改善に吸収 されるこ

とが明確になった。従って、本事例では保留床(分 譲床)の でる等価交換方式は成立せず、

土地費は不要となるに しても、いわゆるコーポラティブ方式(自 主事業方式)に よる建設

費全額負担による自主建替えとならざるを得ない結果 となっている。

そこでの各自の資金負担は住宅金融公庫及び東京都等の公的融資を受けるとして、再入

居者各自500～600万 円の頭金準備が必要 となる。こうした自己負担建設が明らかになるに

つれ、公庫融資不適格者を含め、転出者の増加を促 した。その結果14戸 が転出 し、9戸(従

前2戸 所有を建替 え後1戸 にまとめた住戸を含む)'が 再入居 した。

建替え後の平均譲渡(引 き渡 し)価 額は以下の とおりである。
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① 再入居者住宅(9戸 ・建替 え建設費等 自己負担金額)

約2,7。・万円(公 庫醐76・ 万円・者5の轍 融資51°万円・自己調達'・43°万円)

② 公社横 住宅(・4戸 ・車云出者床販売)

約4,00・万円(買 取床価格磯 讃 等)

3.自 主事業 方式 に よ る検 討課題

この方式では等臓 換方式 と異なり・保留床販売による建識 の捻出等漣 猷 実現上

多 くの問題点を抱えてお り・概ね以下の3点 に集約 される・

① 有償による建替えのための資金の捻出

② 転出音床の権利価格の錠 お よびその買取資金 とその利息負担

③ 保留床撫 い為、第三者(デ ベ・ッ・マ一等)の 助力が得に くい

したがって、建叡 参加者の舗 形成に基づ く協同の家つ く肪 式(コ ーポラティブ方式)

により鰍 されることを前提 とせざるをそ辱ない・ しか しなが ら・この方式の検討【こより・

近い将来に予想される増床倍率の{氏腱 猷 事業に可能1生の道が開力'れることを期待 した

い 。

(1)住 棒計画、住戸規模、プラン、設備等

住戸の南面性、エ レベーター設置、駐車台数増等

② 希望取得住戸位置

南面住戸、上階住戸に希望集中、位置格差 を価格に反映 し調整 している。

(3)転 出希望等権利者の去就

転出希望の漸増。転出者権利 は公社が買取、権利承継 している。

(4)転 出者数、転出者権利買取価格、販売床の処分採算の相関シミュレーション

転出者権利の買取価格は、販売床の採算性から算出 している。転出者権利の買取価格が

高いと、事業採算の目途が立たない。

㈲ 建替え工事中の仮住居の手当

通学問題、転校問題、通勤等から近傍の要望が多いが、 自己手当を原則 とし、再入居者

でやむを得ない場合は、公社賃貸住宅を時限的に手当したが、遠隔地、高齢者などの問題

がある。
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(6)低 利融資(公 庫融資等)

住宅金融公庫の個人共同融資、及び東京都住宅建設資金融資があるが、既存住居再入居

者の高齢化による融資制限、全戸が揃って融資 を受けなければならない条件、本人居住(自

宅)の 条件等の制約が多い。

(7)デ ベ ロッパーの選択

当初、公社以外の複数民間デベロッパー及びゼネコンに呼び掛けたが、採算1生から断 ら

れている。また、デベロッパーの競合は転出者床買取価格の釣 り上げ等、事業採算の圧迫

となる。

⑧ 建替 えの合意形成等

前記各検討項 目等の要件が地権者の許容範囲に収った後、建替 え合意 している。そして、

東京都住宅供給公社、再入居者、及び転出者で建替えに関する基本協定 を締結 している。

⑨ 近隣に対す る計画説明

工事に伴 う震動や騒音、 日照問題や建物上からの見下ろ し問題か ら強い反対意見があり

説得に1年 程かかっており、公社が住民対応を担当 している。従って、建替えは建物単体

のみの問題でな く、周辺を取 り込んだ地域問題 に発展 しやすい。1



第3章 建替え事業実施の現実的措置対策

本章では建替え事業における地権者の合意形成から実施に至る諸問題 を検討する。

3-1開 発事業 としての建替 え事業

(1}建 替え事業の特徴

建替え事業は、新規の開発事業 とは種々の点で異なるものであ り、様々な特色を もって

いる。以下、建替え事業の特徴 を捉えるために、他の開発事業 との相違点を概観 してみる

と、概ね次のとおりである。

;」表3-1建 替 え事業 の位置 付 け

}癖業パ ター ン

事 業 主 体

開 発 対 象

法 的 援 助

一般開発事業

土地購入 建物建設
販売

デ ベ ロ ッパ ー

特別の制約は無い

特 に無 し

市街地再開発事業

権利変換手続による
土地 と地上権 ・建物

との 『交換』

市街地再開発組合

一般に低層の旧市街

地

助成金 補助金制度
あり

建替え事業

「等価交換手法」による

土地と建物 との 『交換』

を中心手法 とする

地権者集団またはデベロ
ツ ノ寸一

既存のマ ンシ ョン

・特定の事業用資産の買

替え措置
・居住用財産の売却の特

別控除があるが、特別
の法的援助はない。

以上の比較か らも明らかな様に建替え事業の事業手法 としての特色は、次の点にある。

謝⑯ 開発対象カミ 建替 えを必要 とする段階に至った既存のマンションであること。即 ち、

建物の老朽化、陳腐化、狭小化、設備容量の不足等、何等かの理由により建替えを必

要とする既存マンションである。

② 事業主体が、地権者集団(既 存マンシ ョンの所有者)ま たはデベロッパ_で あるが
、

一般には
・地権者集団をデベロッパー等が援助 しながら事業の推進をしてい くスタイ

一53一



ルが採用 されている。従って、地権者の合意の形成が建替え事業の実施には欠かせ な

いものとなって くる。市街地再開発事業 は、法人格のある再開発組合 と参加組合員 と

してのデベ ロッパーとの包括的契約で推進することができるが、地権者集団には、法

人格が無いため、各地権者個々人との個別契約にならざるを得ず、このことによる基

本協定書および等価交換契約書の内容の決め方に特別の工夫が必要である。

③ 現実に採用される開発手法は税法上の特例措置のある等価交換方式によることが多

いが、通常の等価交換であれば、一人 もしくは数人の土地所有者(地 主)を 相手方当

事者 として、折衝 ・契約 をすれば事足 りるが、建替え事業の場合には、既存マンショ

ンの住民全てが相手方当事者 となるわけで、当事者数が50人以上 となるケースがむ し

ろ通常であると考えられる。

言うなれば、多数の当事者 を相手 とする等価交換事業であ り、 しかも、前述の とお

り地権者集団は法人格 を持たないことによる制約が発生する。

また、建替 え事業の推進 には定まったルールが無いため、現状では各種の既存開発

手法の組合せ によって、例 えば、補償問題については市街地再開発事業の例を参考に、

税務問題については、個 々人の税務に細やかに対応するため、税理士を、当該プロジ

ェク ト専門にコンサルティング委託す るなどの対応 も考えることが必要 となる。

④ 建替え事業 はデベロッパーにとっては、各種の開発事業の うちの一つのパターンに

過 ぎないが、地権者にとっては、まさに区分所有権である自宅の建替 えであるため、

事業推進の各場面で双方の立場の相違から対立 ・食違いの発生することが多々ある。

従って、初動期から中立第三者の専門家としてコンサルタン トを導入 し、地権者 との

間に確固とした信頼関係を成立 してお くことが必要不可欠である。

また、デベ ロッパーにとっては、どの様な開発事業であっても地権者 との信頼関係

は必要であるが、特に建替え事業 にあっては、地権者 とのお付合いが建物竣工 まで、

場合によっては竣工後であっても、継続するものであるため相互の理解が事業 を成功

に導 くための重要なポイントとなる。
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3_2全 体 的合 意 の 形成段 階

建替え事業の成否 は、合意の形成がより早 く・効率的になされることがキーポイン トと

なる。

合意の形成 も建替 え事業 についての 「総論的賛成」を得るまでの段階と・総論的賛成の

後 「各論的賛成」を得て事業実施に着手できる直前までの段階に分 けることができる。

総論的賛成を得るまでの段階を 「全体的合意の形成段階」とし・その後各論的賛成を得

るまでの段階を 「個別的合意の形成段階」として区分 して・各々の段階での措置対策を考

えてみる。

(1)建 替えニーズ発生の背景にあるもの

建替えのニーズは、既存建物の地域における状況、物理的状態、居住者各人の意向等に

より様々の顕われ方が有 り得 るが、一般的には次の諸点が、建替え気運 として盛 り上がっ

て くるものと考えられる。

① 建物の老朽化

建物そのものが建築物 として物理的、機能的に陳腐化 して くることにより、 日常生

活面において、次のように不都合(あ るときには危険性すら)が 発生する。

○構造躯体(鉄 筋部、 コンクリー ト部)の 劣化、耐震性能の欠如化

○屋外仕上の劣化、漏水、汚損化

O防 災性能の機能的陳腐化

o防 犯性能の機能的陳腐化

② 維持補修費の増大

建物の老朽化は、必然的に建物の維持補修費の増大を招 き、各種の出費がかさんで

くる。

O共 用部分の改修費(階 段室
、廊下等の改修 ・補修費)

○外壁の塗装替え費

o雨 漏 り補修費(共 用部分
、住戸部分)

○住戸内部の改修 ・改装費

o外 構部分の改修(外 周門塀の改修
、樹木の繁茂 による植栽勇定費の増加)

55一



③ 住戸の狭小化現象

昭和30年 代前半までの集合住宅は、 ともか く量の充足に追われていた結果、専有面

積が35～50㎡ の2DKス タイルが多い。当時 としては、いわゆる『団地族』として一般

庶民の羨望の的 となった時期はあったが、一般に、現在では狭小化現象が顕著になっ

てきている。

住戸部分の狭小化は、改修では解決することが不可能であるため、この点について

の不満が建替 えニーズの大 きなポイン トとなって くる。

④ 設備の陳腐化

給排水関係、電気設備、防犯 ・防災設備等の陳腐化は、日常生活に直結 して不便 を

感ずる。特 に家庭 を預かる主婦にとっては、水回 りの陳腐化、受電容量の不足、防犯

設備の欠如は、建替 えニーズの切羽詰まった要望 となって表れて くる。

⑤ 経済価値の再生

首都圏における近年の地価の急激な高騰(昭 和61～63年)が あったこともあって、

既存住戸を建替 えすることにより、不動産資産 としての経済的価値を増加させ ようと

の狙いからの建替 えニーズである。

老朽中古住宅としては、流通市場で高い評価はされないが、建替えにより眠ってい

る土地の価値 を顕在化 しようとするものである。容積率が未使用のままで余裕のある

建替 え事業の場合には、建替えによって市場価値 は飛躍的に増加するため更に効果的

である。

また、最近の顕著な傾向として、不動産の活用 ・財テクの素材 としての建替 え後の

不動産の運用 を図るという積極的なニーズ も現れて来つつある。ただ し、このニーズ

があまり前面に出すぎると、建替えのスター トその ものが生活上の不便さを解決 しよ

うとの切実な願いから遊離 し、損得勘定中心の建替 え希望 とな り、自治会での勉強会

の浮き上 りやデベ ロッパーの敬遠等好ましくない状況が発生することがある。

② 「自治会」有志による勉強会の時期

① 勉強会の発足
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建散 のニーズ縮 まって くると自 治会(区 分所有者による管理組合等の繊 で

ある場合 も含め、ここでは管理運営上の集まりを 「自治会」と総称することにす る)

内で建替え問題について関心を持っている個人またはグループからの提唱で建替えに

っいての勉強会が持たれることが、最初の目にみえた動 きとなって くる。

勉強会の提唱者は、建替え問題に生活上の必要を感 じている主婦であることもあれ

ば自治会のオピニオンリーダーであることもあり・ また管理組合の理事長が直接に音

頭 をとる場合 もありで、まさに千差万別である・勉強会は自然発生的に建替えが必要

と考える自治会メンバーによって結成 されるため・様々な個性を持つ人達の集 まりで

あるが、概 して、勉強会には人望の厚 い、自身の主義主張の しっかりした人物がなる

場合が多いようである。そうでない場合には勉強会 その ものが空中分解 して しまうこ

ともある。

② 勉強会 の発展時期

自治会有志 によるプ ライベー トな勉強会 は、管理組合の承認 を得 て、正式 に管理組

合 内あ下部組織 となるケース もあ るが、未承認の まま組織化 され るケース もある。勉

強会が発展 してい くため には、何等 かの形で管理組合 との コンタク トを取 りなが ら行

動 してい くことが望 ま しく、現実に勉強会が対外的 に情報 を集め、全体的合意 のアプ

ローチをす るためには、 どうして も管理組合の認知 が必要 となって くる。勉強会 での

研究テーマ(関 心事項)は 概 ね次の とお りで あ る。

o建 替 え とは一体 どんなこ となのか。

どんな建替 え方式があるのか。

自分た ちで どんな ことまでで きるのか。

建替 えの実際例 としては どんな事例 があ るのか。

o既 存敷地の上に どの様 な形態の建物 が建築で きるのか。

o建 替 え後の住戸価値 は どの程 度増加す るのか
。

o負 担金の支出 を しない とした ら
、現在 の住戸専有面積 は どの程度 まで増 え るのか。

o以 下の相談 に応 じて くれ るコンサルタ ン ト
、 デベ ロッパ ーはあるのか。

あるとすれば どこが良いか。

oコ ンサル タン ト、デベ ロッパー等の選択 は どの様 にすれば良いのか。
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その選択基準は、 どう定めるのか。地権者全員のオーソライズはどの様に取 り付け

たら良いのか。

o税 金の関係は大丈夫なのか。

o建 築工事期間中はどこに移転するのか。

o借 家人の取扱いはどうするのか。

③ 勉強会の運営要領

勉強会が発展期を迎える段階では、勉強会の運営についても一通 りの考え方を整理

してお くことが肝要である。ポイン トを抽出すると次のとお りである。

○勉強会 として行 うべ きことと、外部に依頼すべ きことをはっきり区別 してお くこと。

o勉 強会 としておこなうことは、全員の合意取 り付けが不可能としてもで きるか ぎり

の総論賛成を取 り付けること。

o全 体的合意の取 り付けば、将来的には、管理組合 またはその前段階の準備委員会 ・

準備組合の業務事項 となるものであるが、デベロッパーの業務事項 とはな りえない

ことを十分に認識 してお くこと。

○そのためにも、事業 をスムーズに効率的に進めるためのパー トナーであ り助言者で

ある中立公正な地権者サイ ドのコンサルタン トを選定 し、勉強会の段階か ら専門的

知識を補 うと共に、合意取 り付けのためのバックアップを依頼する必要があろう。

・コンサルタン トは地権者主体の建替え事業を専門家 として支援するわけで、中立

公正な立場を維持することになる。従って、デベロッパー、建設業者 といった企

業利益 を事業化によって享受する者 とは立場 を異にす る。

o地 権者中の専門家へのヒアリング

管理組合員でできるだけ事業実現上の利害のない者、言うなればカラーの薄い立場

の人が望 ましいが、デベロッパー等の選定など利害がか らみやすいので、十分な注意

が必要である。

o初 動期の必要諸経費の自主管理 ・帳簿付け

勉強会の時期の必要諸経費 としては、
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コンサルタン憤・・…・建替え合意形成段階での助言、建替え基本計画の作成 と官

公庁折衝

旅費交通費・…・・遠距離地権者への説明の際の旅費等、当該マンションに居

住 していない地権者に対する説明時の旅費交通費

通 信 費……電話代、切手 ・封筒代

印 刷 代……各種付議文書印刷代、 コピー代

貸会議室代……勉強会や打ち合わせのための会議室代

会 議 費……茶菓代

等々である。

蛸 ・・ 勉強会時代にかかった必要諸経費は自弁だが・管理組合から正式に機関として認め

∫t,'、ちれた時、または準備委員会に発展的に改組 された時には、組合費か ら支出されるこ

とになる。

(、針 従って、領収書 を取 り揃え、 しっか り帳簿付けを行っておくことが大切である。

O勉 強会の検討薯鍵fお よび検討経過についての地権者への通知は、会報 ・ニュース形

式による全員への通知が望ましい。

購割 織コンサルタントに依頼すべき、上記以外の専門的知識 経験、判断を要する主な車

借コ尺碩は以下のとおりである。

丁二芦 ・建築計画について……都市計画法、建築基準法、地方条例、開発規制等の諸法規則

開発規模、建築規模、還元住戸面積、仕様

・建替え事業について……地権者側の出費額
、デベロッパーの選定

意G∴ ・税金関係について……建替えに伴 う税金関係はどうなるのか

血二㍉ 法゚律問題について……建替えに伴 う法律問題 としては何が発生するか

渦W等 々である。

曲.O運 営に際 しての留意事項

勉強会の運営についての基本事項は
、概ね上記の とおりであるが、職業、年齢、年

収・家族構成・気質の夫々異なる種々の人間が集ま
って、初めての大事業に取 り組む

ものであるため、勉強会内部のチームワークが しっか})と軌 お互いが恥 信頼関
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係で結ばれていなければ、勉強会その ものの継続す ら難 しくなってくる。特 に、人間

関係の点か ら運営に際 しての留意事項 を纏めると次のとお りである。

・メンバーの選択については、

日頃のお付 き合いの中で、信頼感 ・安心感のある人を選ぶこと。

・リーダーの選択については、

管理組合活動を普段か ら積極的に行い、メンバーの中心 として各人か らの信頼

を得ることので きる人を選ぶこと。

・勉強会のスムーズな発展のためには、当該マ ンションにおける年配者をたてるこ

とが大切である。

年配者 としての知恵を借 りることもさることながら、年配者のプライ ドを尊重

し、合意形成段階で、強力な支援を得 るように配慮することが大切である。

年配者(特 に、高齢者の場合)に は通常、居住期間が長いため、建替 えを好ま

ないのが普通である。建替え事業の実施にあたって も、ともすれば切 り捨て られ

がちの立場にあることも配慮 し、充分な対応が必要である。

その為には、重要な事項についてはごく初期の段階で相談することがその後の

勉強会のスムーズな発展に繋ってい く。,

・頻繁な連絡 と会報の発行

勉強会の検討事項や検討内容について主要な地権者に電話連絡等でその都度報

告をまめに行ない、2カ 月に1度 程度は会報 ・ニュースを発行 し、全地権者に発

送することにより、今何が問題 となっていて、それについてどの様に皆が考 えて

いるかを周知徹底 してい くことが大切なポイントとなる。

・法人地権者への対応

法人地権者(担 当社員)は 、会社の個別事情(社 宅)等 から、建替え事業の意

義、実現 性について、明確で しっか りした説明を会社から要求される。そのため

には個人と法人の建替え意向の背景が相違することを知り、勉強会へは法人地権者

に予めメンバーとして参画 して貰い、法人の考 え方 ・意見 を取 り込みながち行動

することが効果的である。
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④ 勉強会の限界 と建替え準備委員会

有志の繋が りからスター トした勉強会は、管理組合の中での建替 え希望グループ と

しての位置付けから、徐々に組合の中で賛同者を獲得 しなが らオーソライズされたも

のとなって くる。 しか しながら、そのオーソライズは、やはり非公式の立場のもので

あるので、できるだけ早い時期に管理組合組織 としての 「建替え準備委員会」等の組

織に切 り替えるべ きである。このことが以降の建替え活動のスムーズな展開に役立つ

ため、機会 を見つけて迅速にかつ発展的な改組が望ましい。

⑤ 外部専門家の選択基準

勉強会はいずれ外部専門家の意見を聞こうという時期に達する。勉強会内部にあっ

ても、各種の専門家、設計 ・建築関係、デベロッパー関係に携わっている人が参画 し

ているケースもあるが、勉強会の個人的意見 に片寄 らず、組織的に公平感のある専門

家の意見を聴取 しようという動 きとなるようである。 ヒアリングの対象 としては、コ

ンサルタント、設計事務所、建設会社、デベロッパー、各種のコンサルティング機関、

建替え経験のある不動産会社等である。また、公的機関の建設による分譲住宅にあっ

ては、住宅 ・都市整備公団や住宅供給公社にヒア リングするケースも見受けられる。

いずれにしても、建替え事業は当事者(地 権者)間 の問題か ら地域周辺の同意 とい

った広範囲の事業である。そ して、事業計画の策定には法規則、官公庁指導、周辺対

策が関与す るわけで、勉強会の限界は意外 と早 く訪れ、早期にコンサルタント等専門

家に委嘱することになろう。

o外 部アプローチのタイミングとしては

・全体的合意のおおよその目途がたっていること(金 地権者数の2/3～4/5以 上の

建替え賛成が得 られていることが一応の目途 といえる。)

・勉強会の存在および活動について、何等かの形で管理組合の承認が得 られている

こと。

o外 部専門家の選択基準

・安心感 ・信頼感のあること

・事業推進およびその実現についての的確な判断能力のあること

・知名度のあることが望ましい
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○外部アプローチに際 しての注意点

外部にアプ ローチ して各種専門家の意見のヒア リングを聴取 し参考にすることは、

外部かちみれば管理組合の動 きと取 られることもあ り、既に勉強会 としての本来の動

きからはみでるケース も有 り得る。従 って、外部アプローチを勉強会として行なう際

には、管理組合か らの何等かの承認を得てお くことが望 ましい。勉強会の判断のみで

外部アプローチをすることは、管理組合内で問題視されることともなり、建替え活動

そのものが内部割れ して しまう可能性 を持つ ものであるため慎重な配慮が望 ましい。

⑥ 内部アンケー トの実施

外部へのアプローチによって一通 りの建替えについての基礎知識を得 ることがで き

た段階では、当該マンシ ョン等の所有者全員に対 してアンケー ト調査 を実施するのが

通例 となっている。

この段階でのアンケー ト調査では

・地権者の各住戸についての所有 ・居住形態についての実態調査

・現在の居住環境 ・建物の状況についての地権者の意識調査

・建替 えそのものについての地権者の意向調査

等であり、今後の建替え事業の推進に必要な基礎資料 を得 ることに主眼が置かれる。

内部アンケー トの主 目的は上述の とお りであるが、 もう一つの大切な目的は、建替

えについて地権者全員に建替え計画についての認識を新たなものとして もらい、真剣

に建替 えについて考えて もらう契機 を提供することにある。勉強会の存在そのものも

地権者全員に周知されていない場合には、後者のもつ意味は大 きい。
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表3-2ア ンケ ー ト実施項 目例

所有 ・居住形態
についての実態調査

居住環境
建物の状況
についての意識調査

建替えその もの
についての意向調査

そ の 他

所有者

利用関係

居住年数

賃貸年数

居住環境

建物の状況

今後の住 まい方

今後の利用の仕方

今後建物 を
どうしたら良いか

現状希望の場合

建替え希望の場合

個 人所有、法 人所有、 その他

一[

自己居住、賃貸、社宅、その他

購入後の年数、居住年数

購入後の年数、賃貸年数

通勤通学の便、買物 ・日常生活の便 二
近所付合 い1

日照 、通風 、採 光

維持管理 コス ト'
一 ー 一1

居住希望、移転希望(売 却 または賃貸)

賃貸の まま利用す る、売却す る

建替 え希望
現状希望(修 繕を行ないながら)

修繕積立額、臨時修繕負担額の限度は

建替 え希望の理由

居室増加、間取 り変更、設備変更
老朽化、環境向上、資産価値の増加等

建替え後の希望する住戸の広さ ・間取 り
建替えを行なう際の費用負担可能額

建替 え推進方法についての意見等

(3)全 体的合意の形成段階

有志による勉強会の活動によって、マ ンションの地権者全員の建替 えについての認識 も

高まり、建替えについての総論的賛成 も概ね4/5程 度に達 した段階では、重要な次のス

テップとして 「建替え準備委員会」等の管理組合総会 にて承認された何等かのオフィシャ

ルな組織を設置 して、全体的合意の形成を図ってい く段階になる。

① 推進組織、推進者(リ ーダー)

推進のための組織は、通常 「建替 え準備委員会」とか、「建替え検討委員会」という

名称になっている。

建替え準備委員会の構成メンバーは、勉強会の構成メンバー中に管理組合の理事長

等の役員が含 まれる場合 もあれば、勉強会のメンバーがそのまま建替え準備委員会の

メンバーになることもあ り、そうでない場合には、新たに管理組合の理事等をメンバ

ーに取 り込んで建替 え準備委員会が発足するのが通例である
。
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メンバー構成の上で留意すべ き点は次の とお りである。

・専門的な知識 ・経験を有す る人材をメンバーの一部 に取 り込むこと

・法人地権者が存在する場合には、法人の組織 としての考え方が業務の推進上 も合

意の取 り付けの段階で も参考になるし有意義でもあるため、メンバーとして参画

してもらううことが望ましい。

・メンバーの一部に年配者を代表する人物の加入をしてもらうことも大切である。

(注)専 門的知識 ・経験者および法人地権者については、建替え事業の実現につ

いて利害関係の発生する可能性の少ない者を選定することに留意すべ きこと

はすでに述べたとお りである。

推進者(リ ーダー)に 適格な人物像は、勉強会 における人物像がそのままラップす

るためここでは説明を省 く。

② 建替え準備委員会の構成、権限、議決方法、会計

建替え準備委員会の設置にあたっては、建替え準備委員会規約 を定め、その責任 と

権限および業務の執行方法 を明確 にしてお くことが必要 となる。

建替え準備委員会規約については、参考①(87頁)参 照。

③ パー トナー としてのデベロッパーの選定

勉強会の外部専門家の選定基準 と重なるが、やや詳 しく述べることにする。

○業者の選定基準

・安心感 ・信頼感のあること

地権者にとっては貴重な財産の変更を伴 うものであるため、先ず安心 して相談

し検討を委ねることのできることが最 も重要なパー トナーとしての要件である。

・事業推進およびその実現についての事業実施能力のあること

建替え事業 は、等価交換事業の一つのパターンとして捉えることもできるが、

多数の当事者を等価交換の相手方とするものであり、居住者が生活を継続するた

めに再入居するという、特殊なプロジェク トとなる。

さらには、税法上の各種特例措置を活用 し各々の地権者に とって最 も適切な税

務対策をア ドバイスすることも必要 となって くる。
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い うなれ ば、通常 の開発事業の考 え方では律 し切 れない面が多々問題 として現

れ、 その ひ とつ ひ とつが軽 々にす ることの出来 な い側面 を もっている。

従 って、総合 的な事業推進 ・実施能力が要求 され るため、デベロ ッパ ーの選定

にあたっては充分 な考慮 が必要で ある。

・社会 的信用度 の高 いこ とが望 ま しい

マ ンシ ョン専業業者 のみな らず、地域開発 といった、社会性 の高 い開発経験 を

有 す ると同時 に、住 宅の品質、 アフターメ ンテナ ンス処理な ど評判 ・評価の高 い

業者 を選定す る必要 があ る。

o業 者の選定方法

選定パ ター ン としては、大 き く分 けて次の2種 類が あ るようで ある。

方 式

特 命 方 式

コンペ方式

方 式 の 概 要

勉強会の段階または準備委

員会の段階からアプローチ
のあった業者 を吟味 してそ
のまま選定する方式。

コンサル タン トの原案 に基

づ き、複数のデベ ロ ッパ ー

等 に対 しコンペ によ り業者

を選 定す る方式。

長 所

効率 的 な選択 。

ただ し、業者 の

信頼性 が第一 で

あ る。

公平感があ り、
地権者の納得が

得 られやすい。

短 所

他業者との比較ができ

ず、選定理由の説明 ・
説得に苦労することが
ある。

コンペ参加業者 の選択

力嘆任しい。

コンペ提案 の評価基準

を事前 に取 り決め てお

く必要 がある。

④ 地権者への説明、説得

コンサルタン トまたは特命デベロッパーにより、第一次事業計画の立案が終了する

と、直ちに地権者全員に対する説明が始まる。 この段階では、デベロッパー等の参画

により専門的な検討が加えられた事業計画案が策定 されているか、 または外注による

コンサルタン トの事業計画案がで きていることを前提 としている。また、この段階で

は行官庁折衝 も相 当に進んでいることになる。

地権者への説明は、地権者の特牲(居 住者か非居住者か、高齢者、低所得者等マイ

ノリティ者、法人所有者等)に 応 じて きめ細かな配慮が必要である。

また、借家人についての立退き折衝は大家である非居住所有者の役割であるが、必

要に応 じて建替 え事業の趣 旨を説明する場面が発生す る。

地権者への説明を行なうのは、専 ら準備委員会が中心 となり、コンサルタントや参

画デベロッパーは、協力者 としての立場から要望があれば説明、説得の支援をするこ
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ととなる。

以下、地権者の特性に応 じた問題点と対応のポイン トを述べ る。

イ.非 居住地権者

非居住地権者は、通常、他人に当該住戸を賃貸 しており、建替えは居住地権者ほ

ど差 し迫った問題ではないため、充分な説明が必要である。

説明のポイン トは、建替えにより資産価値が増加すること、従 って、賃料 も増額

の可能性があること、借家人への説明は管理組合 として何時でも充分な説明をする

こと、等である。

なお、借家人の立退 きのためには退去が必要 となる6カ 月前 までに、建替 え計画

について通知 し移転を促す必要がある。借家人にたいする計画説明 ・通知文は準備

委員会側で用意することとなろう。

借家人 との立退 き折衝 は、補償額の範囲で大家である地権者に委ねるほうがスム

ーズな立退 きに繋がると思われる
。

ロ.高 齢者

高齢者にとっては、長年住み慣れた居住環境や住戸についての愛着が深いため、

「そっとしておいて ください」、「ここでその まま余生を送 りたい」 との気持 ちが強

い。また、新 しい環境への順応についても不安を持ちがちであり、資金的にも負担

金の出費に耐えられないケースが多い。

高齢者については、建替え気運が起 きた後、勉強会の初期の段階か ら参加を促 し、

小規模住戸を織 り込んだり、住戸内の間取 り・設備について も工夫をすることも必

要 となろう。

ハ.低 所得者

低所得者にとっては、負担金の出費が大 きな問題である。事業計画中への小規模

住戸の折 り込み、借入金の斡旋が考えられるが、こうした人々に低利の公的援助措

置が整えられることが期待される。

二.法 人地権者

法人地権者は、法人の社宅としてマンシ ョンを使用 している。

法人地権者 としての問題点は、概ね次のとお りである。
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・建替え事業そのものの損得計算

・社宅居住者の転居先の手当て

・建替えによりマンシ ョンの仕様、設備、管理水準が高級化することにより社宅

の格が上が り、社宅構成バランスに変化をきたすこととなって しまうこと。

法人地権者 については、企業 としての社会的見地から、事理を尽 くして説明 ・説

得すれば時間がかかって も協力は得 られよう。 コンサルタン ト等が出向いて、社内

説明しやすいよう整理 された資料によって詳細の説明をする等の対応が時に必要 と

なる。

ホ.マ イノリティ的地権者についての課題

マイノリティ的地権者対策 として、小規模住戸を事業計画中にお り込むことは、

保留床 を販売す るデベ ロッパーにとって、商品企画の面か ら、商品の統一的イメー

ジ ・整合性を犠牲にせ ざるを得ないケースも発生する。 しか しながら、建替え決議

に至る段階ではこれらの地権者の賛意を得るためにも、住生活事情 については、十

分に配慮すべ きであろう。

⑤ 第2次 アンケー トの実施

第2次 アンケー トは、これに先立って開催 した全体説明会の後、事業計画原案につ

いての全体的承認 と確認を各地権者から得 るものである。

全地権者の合意が得 られていない場合であっても全体的合意の取付けと併行 してこ

のアンケー トを実施する。

このアンケー トの持つ意味は地権者の意向を取 り入れながら策定した事業計画原案

について、全体的 ・基本的合意を得ておき、管理組合総会(建 替え決議総会)に 向け

て最終的事業計画案を策定するための地権者データの調査であ り、地権者意向の最終

的確認の意味を持つ ものである。
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この段 階でのア ンケー ト調査で は、次の事項 につ いて調査 ・確認 す ることとな る。

○事業計画原案全体についての基本的意向の調査、確認

○設計案についての意見、要望のヒア リング

全体 レイアウ ト、建物の基本構想、共用施設、住戸タイプ、間取 り等について

幅広 くヒア リングする。

O希 望する住戸規模および具体的な希望住戸の調査

この時に、新建物の各住戸の位置、面積、間取 り、負担金または還付金予定額

を提示 して、判断のできる資料を提供す る。

○事業実施方式についての意見のヒアリング

○今後の建替え事業の進め方についての意見の ヒア リング

○非居住地権者で賃貸 している場合についての ヒア リング

・賃貸借契約の期限は何時か

・建替 え後の利用について

自己居住か

現賃借人に貸すか

新たな賃借人を探すか

o増 床による負担金 を出費する個人について、銀行住宅ローンを希望するか否か

o現 建物についての抵当権等担保物権の有無、および担保物権がある場合の債務の

額

○その他

・建替え工事中の仮住居の斡旋の希望の有無

・建替え実施の前に旧建物 ・土地 を売却する予定の有無

⑥ 管理組合総会(建 替え決議総会)

全体的合意取付けの仕事の集大成 として、管理組合総会を開催 し、建替 えについて

の地権者の決議 を得る段階に至る。

建替えに関する決議 は、「建物の区分所有等に関する法律」(以 下区分所有法 と略称

する)に 基本的な法律要件 ・法律効果が定められているので、その概略を述べてお く。
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区分所有法の建替えに関する規定の要点

(法62条、63条)

1.建 替え決議

(1)建 替え事由

建物の老朽、損傷、一部の滅失その他の事由により、建物の価格その他の事

情に照 らし、建物がその効用を維持 し、 または回復するのに過分の費用を要す

るに至ったとき。

② 議決権数

集会において区分所有者および議 決権の各5分 の4以 上の多数。

③ 建替え決議 において定めるべ き事項

イ.新 建物の設計概要

ロ.旧 建物の取 り壊 しおよび新建物の建築に要する費用の概算額

ハ.前 号の費用の分担に関する事項

二.新 建物の区分所有権の帰属 に関する事項

(注)ハ.二.は 、区分所有者の衡平を害 しないように定めなければならない。

(4)議 事録

各区分所有者の賛否を記入 しなければならない。

2.売 り渡 し請求

(1)建 替え決議 に賛成 しなかった者にたい し2ヵ 月の期間を設けて建替えに参加

するか否かを催告する。

(2)期 間内に催告に回答 しなかった場合には、参加 しないもの とみなす。

(3)期 間経過後は建替 え参加区分所有者 またはこれ らの者全員の合意により指定

された者に時価で旧建物 ・土地 を売却すべ く請求で きる。

⑦ 建替え決議に関する留意点

○建替え決議の必要議決数

建替 え決議の議決に必要 とす る議決権数は、区分所有法により区分所有者および議

決権の各5分 の4以 上の多数 としている。
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現実の建替え事業では5分 の1の 不同意者を押 し切って、事業の推進 を図ることは

極めて難 しいと言わざるをえない。何故ならば、

・1/5の 不同意者がひいては管理組合の中で反対派を結成 し、建替 え活動そのもの

が分裂 しかねない。

・建替え参加地権者からの非参加地権者に対する買取 り請求は、法律的には区分所

有法上の制度となっており、強力な建替え事業実施のためのバ ックアップシステ

ムではあるが、現実に、

「時価」とは何か

買取 りは実際に誰が実行するのか

買取 りの資金はどうやって調達するのか

等々の問題がからんで くる。

・また、訴訟になった場合には、時間がかかること、費用の支出源の問題、訴訟当

事者には誰がなるのか、 との複雑で悩ましい問題 に発展する。

従って、建替 え決議は極力全員賛成を目指すべ きで不同意者 を残 して決議す る

場合はどうしても止むを得ない事情がある時に限るべきである。

o建 替 え決議 において定めるべ き事項

区分所有法での定めは、法律上の必要最低限であるため、地権者が充分に理解 し納

得できるだけの具体的な事業計画案でなければならない。

・事業計画案の内容については、「事業計画の立案」を参照のこと。

○建替 え決議後に実施すべ き課題

建替え決議後 になすべ き主な業務は、概ね次の とお りである。

・建替え決議時までに合意のとれなかった不同意者の説得

・事業収支の細部の検討および詰め

・地権者希望住戸の最終確認

・住戸選定およびその調整

・借家人との立退 き折衝の開始

・行政官庁 との建替 えに関する折衝 ・申請手続の推進

・近隣折衝業務の開始

一70一



(4)個 別的合意の形成段階

① 個別的合意の確認、確定

建替え決議 によって、地権者の4/5以 上の賛成が得 られ、管理組合 として正式に

建替え事業の推進に取 りかかれることとなる。

建替え準備委員会の役割の大部分 は終了 したわけであるが、この後の業務 として、

次に示す具体的、確認的業務が残 っている。

これ らの業務 はコンサルタン トや提携するデベ ロッパーとの共同作業 となるものが

ほとんどである。

o建 替え決議の時までに合意の取れなかった建替え不同意者への再説明、説得

○地権者の希望住戸の最終確定 ヒア リングの実施

・設計内容についての最終確 認、確定

・住戸内容についての希望、希望住戸の確認、確定

・仮住居についての斡旋希望の有無

これらの調査は、建替え決議 の前に実施 し、住戸選定まで一応セ ッテ ィング したう

えで建替 え決議 をおこなう場合 もあるが、建替え不同意者が残っている場合には彼等

が賛成 した後の住戸選定ですでにセッティングした住戸選定を再度や り直す事態が発

生することも有 り得 る。 また、同意済地権者の建物自体、住戸内容等についての要望

の変化 も多々出て くることもあるため、建替え決議の後であって も確認的意味を含め

て逐次実施するか、または個別にヒアリングする必要が起 きて くる。

○基本設計 コンセプ トの細部の検討および詰め

選択希望住戸の変更(住 戸規模、住戸位置、住戸内仕様等)に 伴う設計仕様の部分

的変更

○選択希望住戸が重複 したときの調整、および調整が不調 に終わったときの抽選

o事 業収支の細部の検討および詰め

・建築工事費の詳細積算見積 り

・負担金、還付金の見直 し

○確認事項

・地権者の抵当権抹消状況の確認

・非居住地権者の借家人との立退き折衝状況の確認
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これ らのうち、建替 え不同意者の賛成取付けおよびこれ と並行 して合意済各地権者

について事業計画内容のうちの個別住戸の選定 ・確定、住戸内仕様の確定、負担金 ・

還付金の確定等の個別的同意の取付けが重要な業務である。

② 住戸選定の方法

建替え後の新建物の各住戸については、敷地の条件によって全住戸をほ とんど価値

差無 く配置で きる場合(例 えば、全住戸南向 き住戸配置のケース)で あって も、上下

階での 日照、眺望、通風条件等による価値差は発生す る。

各住戸の階層別効用比率、部分別効用比率を鑑定評価的手法によって求め、各住戸

の価値差を評点形式にて求めておいた後、各住戸当たりの価格を算定する。

住戸選定にあたっては、価格面での客観的公平 さを設定してお くことが重要 となる。

また、地権者の住戸選定方法 を定めるに際して、デベ ロッパーの取得すべ き持分につ

いても、 どの様 に取得部分住戸を定めるかの問題があ り、デベロッパ・一にして も持 ち

分相当の住戸選定については、地権者 と同等に参画する権利があるとされるべきであ

る。特に、住戸の位置による価値格差が著 しい場合には、難 しい問題 となる。

イ.デ ベロッパーの住戸選定

デベロッパーは、いうなれば 「保留床」買取 りについての受け皿であり、その立

場は、市街地再開発事業の 「参加組合員」にあた り、できれば、地権者 と同等の立

場で住戸選定に参画したいと考える。 しか し、実際には地権者が選定 しそ うにもな

い住戸 をデベ ロッパーが引 き受けざるを得ないことにな りがちである。

したがって、デベロッパーは地権者のパー トナーであ り、事業費(デ ベロッパー

の立替え)回 収は保留床の処分にあることなどの建替 え事業の特殊性 を十分に理解

してもらう必要がある。

ロ.地 権者間の住戸選定

「権利床」部分の住戸選定は、可能なか ぎり公平性を確保で きる選定方法 を定め、

そのルールにしたがって事務的に処理で きるようにしておくことが望 ましい。

前述のとお り建替え後に新築建物の住戸評価を行ない、住戸毎に負担金額、還付

金がある場合 には還付金額をも明示 したうえで、選定方法を定める。
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住戸選定方法の定め方には、次の方式が考えられる。

A抽 選方式

[
(選択順位を抽選によって決め、その順番で選択する)

B自 由選択方式

a希 望が重なった住戸について抽選する。

b希 望が重なった住戸について調整する。

個々の事情を勘案 して、仲裁人が調整す る。

その他の基準で調整する。

住戸の戸数規模が大 きく、個々の住戸のバ リエーションも少ない場合には、Aの

抽選による方式が効率的である。

住戸の戸数規模が小 さく、個々の住戸のバ リエーションが多い場合には、Bの 自

由選択方式がマ ッチする。

自由選択方式の中の仲裁人による調整方式は、時間と労力はかかるが徹底的な納

得ず くの調整となるため、不満感の最 も少ない方法 と思われる。

住戸調整にあたって注意すべ き事項は、次のとおりである。

・建替え事業の推進の面では、地権者同士は同一の目的で結ばれているが、住戸選

定の段階では、相互の思いが衝突 しがちである。

デベロッパーは、時には調停役 となって調整にあたることを考 えてお く必要が

ある。

その際には、あ くまでも公平を旨とした調整が必要である。

・住戸選定で希望者が重複 し、調整が不調の場合は抽選 となる。この場合抽選に外

れた者はあらか じめ選択順位が決められていれば 抽選が外れた地権者のために

既に選択が確定 している他の住戸を予め譲 ってもらう約束を取 り付けておく等の
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努力が必要 となる。

3-3事 業計画の立案

① 区分所有法上の事業計画についての規制内容

建替 え事業の事業計画立案の法律上の要件は 「建物の区分所有等に関する法律」第62条

[建替え決議]第2項 に建替 え決議において定めるべき事項 として規定されている。

それによれば、次の項 目について決議 を要するもの とされている。

一号 新たに建築する建物(以 下 「再建建物」 という
。)の 設計の概要

二号 建物の取 り壊 し及び再建建物の建築に要す る費用の概算額

三号 前号に規定する費用の分担に関す る事項

四号 再建建物の区分所有権の帰属に関する事項

更に、同条第3項 では、三号及び四号の事項は、各区分所有者の衡平を害 しないように

定めなければならないとしている。

区分所有法に定められている決議事項は法律上の最低限を要求 しているものであるため、

実際の事業計画案はこれ以上の必要事項 を盛 り込む必要がある。

どの様な計画案資料の作成が必要 となるかについては、「3-5建 替 え決議総会への提

出資料」を参照 されたい。

② 設計関係

① 設計前提条件の整理

o土 地実測面積

土地実測が、近隣 との境界が査定で きず確定 しない場合には、仮実測図にて設計

す るもやむをえない。

o建 物建設の制約条件 となる公法上の規制

都市計画法、建築基準法、自治体開発指導要綱、等
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② 設計の基本的考え方

o設 計の基本概念

基本概念策定にあたって考慮すべき要因には、次の ものが考えられる。

・建替 え後、周辺地域に与える影響 と荷づ くりへの寄与

・地権者の意向

・デベロッパーの商品企画の意向

・外観デザインと住環境開発

・事業費に対応 した建設コス ト

設計面にて配慮すべ きことは、多数の地権者の総意 とデベ ロッパーの商品企画を反

映 させた設計概念の組み立てが必要である。

更 に重要なことは、等価交換比率(事 業費)と の関係で建築工事費は特定 され、そ

の範囲内における基本概念を策定 しなければならないことである。

③ 基本設計案の主要点

基本設計案は、上記の基本概念 にそってわか りやすいもの とすべ きであろう。

ポイントとなるのは、おおよそ次の項 目である。

○建物の全体配置(住 棟部分 ・共用部分のレイアウ ト)

○建物の外装、外観

○建物階数、建物高さ

○建物の階高、天井高

○戸境壁の厚 さ、床スラブの厚さ

o標 準の住戸間口の広さ、住戸奥行の長さ

○標準的設備の概要

④ 基本設計図書

次の基本設計図書が最低限必要 となる。

○建物位置図、敷地配置図(レ イアウ ト)

01階 平面図、各階平面図、

○立面図(エ レベーション)、断面図、

○各住戸間取 り図、各住戸面積表
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o外 部仕上表、内部仕上表

○設備仕様表

○ノ寸一ス

(3)事 業関係

① 事業方式

建替え事業の事業方式は等価交換方式が主流 となっている。第1章(1-4)で 検

討 したように、容積充足比(現 容積率/法 定容積率)が1以 下であれば、建替えが一

応可能といえるが、保留床を捻出する無償建替えでは0.5(法 定容積率が現使用容積

率の2倍 以上)以 下であることが必要である。 したがって、それ以下の場合には、地

権者の現建物の住戸専有床面積はほとんど増加 しないし、有償(全 額 または一部負担)

による建替えとなる。 また、デベロッパーにとって も、等価交換による事業メリット

が期待薄(い わゆる保留床が捻出しにくい)と なり、地権者 との共同事業は難 しくな

らざるを得ない。

そこで第5章 では、こうした難 しい場合を想定 したモデルを検討 している。
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等価交換方式が成立す る範 囲の試算

(試算 の前提)

・土地面積L

・容積率 現容積 率a%

法定容積 率 …・…・b%(容 積倍率=b/a)

・建築工事費単価@250千 円/㎡

・新建物販売単価@1000千 円/㎡

・建物専有床面積 現建物専有床面積 ………0 .85aL

新建物専有床面積 ………0.85bL

(試 算)

・デベ ロ ッパ ー総事業費

@250千 円/㎡ ×bL×1.4=@350千 円/㎡ ×bL

・デベ ロッパ ー必要専有床面積(保 留床面積)

@350千 円/㎡ ×bL÷@1000千 円/㎡=0.35bL

・地権者へ の還元専有床面積

0.85bL-0.35bL=0.5bL

・地権者専有増床倍 率

0.5bL/0.85aL=0.59b/a

(試 算 結 果)

容積倍 率 地権 者専有増床倍率

;の:劔 ㌶ 麟 る範囲

lll:::コ 麟1地 権者床は

事業方式の適用 にあたっては、容積倍率の余裕の程度によって採用可能な方式が異

なって くる。

'各種事業方式の特徴お よび適用可能1生に
ついては、第4章 に譲るこ ととして詳述 し
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ないが、容積倍率 との関連にて概念図を表す と次の とお りである。

容 積 倍 率

2以 上

L5～2

1.5以 下

事 業 方 式

共同事業方式

等価交換方式1

事業受託方式
信 託 方 式

自主事業方式

全てのケースに

適用が可能であるが

実際には困難。

② 事業費予算

建替え事業の事業費予算は区分所有法弟62条 に建替 え決議事項 として定め られ、

事業計画案の根幹をなすものである。

事業費項 目の概要を示す と次のとおりである。

「 費 用 項 目

建 物 取 壊 し 費 用

建 築1二 事 費

企 画 設 計 費

仮 住 居 補 償 費

公 租 公 課

建 設 期 間 中 金 利

そ の 他

直 接 建 設 費

・}‡業 推 進 Ψ旺

{デベ ロ ッパー経 費)

総 事 業 費

費 用 の 内 容

解体 ・撤去費

本体工事費、外構工事費等全てを含む

コンサル タン ト費、設計 監理費 を含む

賃貸住戸の賃料減収補償費等を含む

登録免許税、印紙税等

工事費立替え分

近隣折衝費、予備費 を含む

事業推進調整のための諸経費 ・一般管理費
保留床販売のための広告宣伝費 ・現場経費、
一般管理費

その他の必要諸経費、適正利潤

保留床(デ ベ ロ ッパ ー取 り分)面 積 を決定す る

総事業費は上表に示す ように、直接経費 と事業推進費 とか らなるが、後者はいわゆ

るデベロッパー経費であり、事業収入で賄 う必要がある。これには事業推進に必要な

諸経費や保留床の販売経費等が含まれる。

この総事業費はデベロッパーが見積 り、建設準備委員会で検討の上管理組合総会 に

付議 され、内容の査定に当たっては準備組合 とデベロッパーは利害の反する立場にあ

るところか ら、中立第三者 として選定したコンサルタン トあるいは外部機関に委託す
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る方法が とられる。

③ 等価交換事業 と 「みな し土地価格」

等価交換事業は下図を参考にすると、地権者が所有する 「土地」の一部(B2)と

デベロッパ ーが建設する 「建物」の一部(A1)と を等価で交換することである。こ

の場合で最 も問題 となるのは地権者の所有土地の価格評価である。地権者の増床期待

か らは地価を高 く設定することが有利であり、その要求が高過ぎると事業 は成立せず、

デベロッパー も参画のしようがな くなる。

土地の価格 を公正な鑑定評価に委ねる方法 もあるが、土地は常に時価 として取引さ

れていることを考えると、周辺取引事例 に類似の事例があるとは限らず、新たな紛争

の種を蒔 きかねない。

そこで、前述 した総事業費の段階ではまだ土地費が顕在化 していないので、この事

業費の回収すなわち事業の成立を可能 とす る地価の限度価格を算出 し、「みなし土地価

格」として提示することが考えられ る。

但 し、このみな し土地価格 も周辺地価 と大 きな乖離があると地権者は納得 しないこ

とになる。これ らの実際については第5章 で検討することとし、以下に 「みな し土地

価格」と 「新住戸還元率」算出方法 についてまとめた。 地権者←→デベロツパー

イ.保 留床面積(A2)=総 事業費(X)÷ 保留床販売単価

ロ.権 利床面積(A1)=総 専有床面積(A)一 保留床面積(A2)

ハ.保 留床持分比=保 留床面積(A2)÷ 総専有床面積(A)

二.権 利床持分比=1一 保留床持分比

ホ.権 利床価格(X1)=総 事業費X権 利床持分比

へ.保 留床土地持分(B2)=敷 地面積(B)x保 留床持分比

隔㌫rl

XlX2

A1:A2

「玉目
Bl:B2

総事業費X=X1十X2

総専有床面積A=Al+A2

敷地面積B=B1+B2

※みなし土地価格=権 利床価格(X1)÷ 保留床土地持分(B2)
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すなわち、デベ ロッパ ーは総事業 費(X)を 回収す るため、保留床(A2)を 市場価格

か ら判断 して売却す る。そのためには地権 者か ら保留床持分 土地(B2)を 購入 し、 そ

の代価(X1)と して権 利者床(A1)を 引 き渡す こ とにな る。

④ 負担金 還付金

新建物の住戸が全て同面積、同一条件であれば、負担金、還付金を設定する必要は

ないが、実際には各住戸の面積は相違 し、階層別 ・部分別効用比率により住戸毎の価

値差が当然発生する。

このことか ら、標準的(無 償還元)住 戸価格をセ ッティングして、これより価格の

高い住戸を取得する場合には、地権者は負担金の出費(買 い増 し)を し、これより価

格の低い住戸を取得する場合には、地権者は反対に還付金を受け取ることとして、金

銭による価値差額の精算が行われる。

・負担金、還付金の計算式

　
各住戸面積 × 各住戸評点=住 戸別評価係数
1

各住戸別評価係数 =住 戸別価値比率
全住戸評価係数の合計

住戸価格=標 準販売単価 × 専有延床面積 ×1

負担金 ・還付金額=住 戸価格 一 標準販売単価

上記の数値がプラスの時は、負担金が発生 し、

マイナスの時は、還付金が発生する。

住戸別価値上国

× 戸当還元面積

⑤ 仮住居補償費等

仮住居補償費等各種補償費の過度の支払いがあると、事業費の増加となり、地権者

にとっては還元床面積 を小 さくする結果 となる。 したがって、補償の範囲については

慎重に考慮され る必要がある。
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各種の補償は地権者にとって、費用支 出の補填 となるため、全体的合意 を得 るため

にも必要だが、公平かつ妥当な金額 を設定することが肝要である。

イ.補 償対象について

一般の再開発については後述す る補償項 目が補償対象 とな
っているが、建替え事

業にっいては別の観点からの整理が必要 と思われる。

建替え事業における主要な補償項 目に次のものがある。

○引越 し費用

○仮住居費(仮 住居の賃料、権利金相当額)

○賃料減収補償費

○借家人立退 き料

これらについては、各地権者によってそれぞれ事情が異な り、実際の出費の額 も

大 きな差異が生ずる。補償の本来の意味は、実損にたいするものであるが、個々に

対応することが真に公平であるのか との疑問 もあり、同時に、実務的にも非常な繁

雑さを伴 う。以上の事情 を考 えると、

・一切補償は考えず、補償金相当額について還元面積を多 くする。

・全戸一律に定額を補償する。

・上述の折衷方式

等が有 り得るが、実際には金銭により平均的実損額を割 り出し、一律に補償するの

が実態に即 しているのではないかと思われる。

ロ.支 払時期

地権者が現建物から移転開始する直前

ハ.そ の他

・補償金 は、税法上交換差金 として扱われ、譲渡所得税の対象 となる。

・還元住戸を取得する際に負担金支出がある場合には、支払われる補償金と相殺で

きる。
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⑥ 再開発事業の場合の補償例 と建替え事業の場合

市街地再開発事業における補償の うち、土地の明渡 しにともなう損失補償を参考 ま

でに掲げる。

市街地再開発事業による補償は施行者が、地区内の権利者に土地の明け渡 しを求め

た際に、その明け渡しに伴い権利者が通常受ける損失の補償 として、行なわれるもの

である。補償費の金額は、施行者および権利者が協議 して定める例であるが、施行者

は、明け渡 し期限までに支払わなければならない。

以下、市街地再開発事業の場合の損失補償例 と比較 して、建替 え事業への適用を考

えてみる。

ピ
項 目

物 補 償 費

工 作物補償 費

立 木 補 償 費

動産移転補償費

仮住居補償 費

営 業 補 償 費

家賃減収補償費

立退料補償費

補 償 内 容

既存建物取 り壊 し損失補償

既存工作物取 り壊 し損失補償

既存立木取 り壊 し損失補償

引越 しに要する費用の補償

工事期間中の借家家賃 ・権利

金の補償

営業上の損失補償

貸家の場合の家賃収入が得 ら

れないことによる減収補償

貸家で借家人に立ち退 きのた
めの補償費を支払った場合の

補償

建 替 事 業 へ の 適 用

経済 価値 を失った建物の建替えを

前提 とするものであるため不要と

考えられる。

原則的に建物の共用部分に準ずる

ものであるため不要 と考えられる。

同 上

実際に現金支出をともなう出費で

あるため補償が必要。

同 上

居住用の場合には補償は不要。

営業用の店舗 ・事務所 として合法

的に使用 している場合は必要。

実際に減収 をともなうものである

ため補償が必要。自己居住者の場

合の仮住居費に見合 うものとして

考えることも可能であるが額の問
題あり。

実際に現金支出をともなう出費で

あるため補償が必要。

⑦ 既存債務の処理

地権者の現住戸を担保 とする既存の債務は、等価交換により土地の共有持分がデベ

ロッパーの所有分 となるため等価交換契約の時点 までには、既存債務の弁済により担

保物権 を消滅 させ登記簿上 も抵当権の抹消をしてお く必要がある。
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デベロッパーとしては、地権者の融資先である銀行等金融機関 との抵当権の付替え、

または、借入金の借 り換えのための提携先銀行 ローンの斡旋をするなどの援助措置を

施 しつつ既存債務の処理を進めてい くことになる。

3-4基 本協定書 および不動産売買契約書の締結

(1)契 約の概要

建替え事業に関する契約は、基本協定書および不動産売買契約書(い わゆる等価交換契

約書である)の2本 立で行なう。

基本協定書(案 〉および不動産売買契約書(案)は 建替 え決議総会にて議案 として、提

案し、承認の議決を得てお く。

契約 を2本 立てとするのは、事業の進展段階に応 じて、建替え決議総会 にて決まった事

項について確実に取決めしておくという意味 と、不動産売買契約書の締結には事業の決定

の要素 ともなる重要な事項について基本協定書の締結後でなければ動けないものがあるた

めである。

基本協定書については、建替 え決議において決議 された全体的合意事項 につき、確認的

意味 も含めて各地権者毎にデベロッパーとの間で契約の締結を行なう。

不動産売買契約書(以 下、単に売買契約書 という)に ついては、基本協定書締結時点で

は確定 していなかった事項が確定 した段階で、やはり各地権者毎にデベロッパーとの間で

契約の締結を行なう。ここでは、新建物中地権者所有分 となる取得予定専有部分および地

権者からデベ ロッパーに所有権移転される地権者の土地共有持ち分についての表示を行な

う。

① 基本協定書(参 考④、91頁 参照)

o基 本協定書に盛 り込まれる事項

・採用する事業方式

・将来締結する売買契約(案)の 内容

・売買契約締結のための前提条件の整備

開発許可申請、建築確認申請、埋蔵物調査等の各種官庁申請手続 き
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地盤調査測量、基本設計、実施設計

国土利用計画法による譲渡土地持分の売買に関する不勧告通知の受領

近隣住民との折衝

・売買契約の締結時期は、上記前提条件の整備が終 った時点にて売買契約の締結 を

する。

`売 買契約条件の変更についての協議

・新建物の管理に関する事項

・新建物の詳細設計の決定方法

・建替え実行委員会 について

・基本協定の発効時期は地権者全員が基本協定を締結 し終 えた時点で効力を発生す

る。

等々である。

② 不動産売買契約書の内容(参 考⑤、94頁 参照)

○売買契約書に盛 り込む事項

・売買の目的物 ・売買方法、差金の額 ・支払い方法

・所有権移転の時期

地権者の土地共有持分および旧建物のデベロッパーへの移転時期ならびに引渡

し時期

デベロッパーから地権者への建物専有部分 ・共用部分の移転時期

・建設期間中の敷地のデベロッパーの占用

・登記申請時期

地権者の土地共有持分および旧建物

新建物専有部分 ・共用部分についての登記申請時期

・公租公課の負担区分

・仮住居費等補償費の支払額および支払い時期

・暇疵担保責任

・アフターサービス基準

・新建物の維持管理
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・地権者の承認事項

バル コニーの仕様変更の禁止

管理スペースの管理受託者の無償使用

変電室の無償使用

近隣用の専用テレビ共聴施設の設置

その他

・契約の効力発生時期

地権者全員が売買契約の締結をし終えた時点

等々である。

(2)締 結の時期

基本協定書は、管理組合総会 健 替え総会)で 建替え決議が得られた後、で きるだけ早

い時期 に締結を行なう。

地権者が賃貸 している場合には、借家人への契約解除の通知を6ヶ 月前 までに行なう必

要があるため、旧建物取 り壊 しの6ヶ 月以上前に基本協定書の締結が必要 となる。

売買契約書は、建替え工事のために既存建物を取 り壊す直前までに締結 を行なう。

3-5建 替 え決 議総会 への提 出資 料

建替え決議 に際 して、管理組合は以下の議案資料 を用意 し、説明を行 う。

(1)事 業計画に関する資料説明

① 設計関係

○設計の前提 となる条件

・土地実測面積

・建物建設の制約条件 となる公法上の規制(用 途地域規制等)

○設計の基本的考え方

・設計の基本思想

・基本設計家の主要点
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○基本 設計 図書

・建物位置図、配置図(レ イアウ ト)

・1階 平面図、各階平面図

・各住戸間取 り図、各住 戸面積表

・エ レベーシ ョン

・外部仕上表、 内部仕上表、

・設備概 要

■パース

② 事業関係

○事業方式

○事業費予算

○住戸別負担金、還付金一覧表

o住 戸選定方式について

o仮 住居補償費について

○新建物の管理方式

○デベロッパーの選定について

O実 施スケジュール

③ 必要諸経費および譲渡所得税

②

①

②

③

④

⑤

資料編

基本協定書(案)

等価交換契約書(案)

各住戸評価の方法、各住戸価格試算表

区分所有法による建替え実行手続きの解説

建替え実行委員会規約(案)
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(参 考①)建 替え準備委員会規約例

**マ ンションの建替えについて建替え事業の専門的な検討を行ない、事業実現の

具体的方策を立案するため、**マ ンション管理組合内に**マ ンション建替え準備

委員会(以 下準備委員会 と称する)を 次の規約の下に設置する。

第1条(準 備委員会の目的)

準備委員会は、**マ ンシ ョンの建替えにっいて、管理組合員の総意に基づ

き建替え事業の専門的検討を行ない、事業実現のための計画の検討 ・立案を行

ない管理組合に対 して提案することを目的 とする。

第2条(構 成)

第1項 準備委員会の委員は、**名 とし、管理組合総会の議決により選任す る。

第2項 準備委員会の委員は、区分所有者 をもって構成する。

第3項 準備委員会の役員の構成は、次のとお りとし委員の互選により選任する。

委員長1名

副委員長1名

会計監事2名

第3条(権 限)

第1項 準備委員会は、次の事項について専決事項 として実施することができる。

① 建替え事業についての調査、研究に関する事項

② 建替え事業実現のために必要な外部専門機関、業者 との折衝に関す る事項

③ 管理組合員各人についての説明、説得

④ 委員会業務の一部の第三者への委嘱

⑤ 上記業務に伴 う必要諸経費の支出

第2項 準備委員会は、次の事項については管理組合理事会の承認を得て実施するこ

とを要す る。

① 外部専門機関、業者の選定に関する事項

② 外部業者への調査依頼、基本構想の策定依頼等に関 し、一件*****円 以
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上、または6カ 月間に******円 以上の費用の支出が必要となる場合

第3項 委員長は、必要により管理組合総会を招集することがで きる。

第4条(議 決方法)

準備委員会の議決方法は、次による。

第1項 準備委員会の開催は、委員**名 以上の出席 をもって成立する。

第2項 準備委員会の議決は、出席委員の過半数の賛成 をもって決する。

可否同数の場合は、委員長がこれを決する。

第3項 準備委員会 は、委員の申出により何時で も開催できる。 また、委員の1/3

以上の多数か ら開催の申出があった場合には、委員長は準備委員会を開催 しな

ければならない。

第5条(会 計)

第1項 準備委員会 は、準備委員会 の金銭の収支につ き帳簿 による記録 を行なう

ものとする。

第2項 準備委員会会計監事は、前項の収支についてその適否、妥当性についてチェ

ックをしなけれ.ばならない。

第3項 準備委員会委員長は、6カ 月毎に当該期間の金銭の収支 について帳簿に帳票

類を添付 して管理組合理事会に報告 し、その承認を得ることとする。

以 上
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(参 考 ②)建 替 え事 業 フ ローチ ャー ト(管 理組 合 総会 建替 え決議 まで)

マ ンシ ョンの 老朽 化現 象

o躯 体の劣化
O維 持補修費の増大
O住 戸の狭小化
O設 備の陳腐化

建 替 えにつ いて のニ ー ズ発生
土地の高度利用
o資 産活用
o住 環境の整備

建替え気運の高揚

建 替 えにつ いて の

認識 ・理解 の醸 成

有 志 に よる勉 強会 の 発足

O建 替 え とは どん な こ とか
Oど ん な建 物 が た て られ るの か
O負 担 金の支 出 は 必要 とな るか
○税 金 の関係 は 大丈 夫 か
O建 替 え事 例 の ヒア リング
○他 の管 理組 合 へ の ヒア リング

建替え賛同者の増加 説 明 ・説得

建替え準備委員会の結成
(管理組合総会の決議)

非ll談

第1次 ア ンケ ー ト調 査

○所有 ・居住実態調査
o現 状環境&建 物状況
についての意識調査

o建 替えに関する意向調査

外部 専 門家 の ヒア リング
(共同研 究 、 ア ドバ イス)

説明会

コ ンサ ル タ ン ト

設計事 務 所

建 設会社
デベ ロ ッパー

コンサルタント選定

(契 約)

第2次 ア ンケ ー ト調 査

地権 者 全員 に対 す る

説 明 ・説得

o建 築基 本構 想
o必:要fll戸 規 模

o事 業方 式 の選 択

詳 細 検 討

o建 築基本構想の詰め
O事 業費の検討
o住 戸別評価の設定

事業計画素案の策定

コ ンサ ル タ ン トか らの

フ レゼ ンァー シ ョン
○建 築基 本構 想
○事 業 方式

o事 業採 算
○等f田了交換 上ヒ率

○事 業 ス ケ ジュー ル

o基 本 設計 案
o事 業 方 式
o住 戸選 定方 式
o負 担金
o仮 住 居 補償
O実 施 スケ ジュー ル

デベ ロ ツパ ーの選 定

調 整
合意形成

デ ベ ロ ツパー側 の

内部調 整

総会説明資料の作成

説明会の開催

地権者意向
の聴取

建替え決議のため
の管理組合総会

[繋魏 委員]

最終事業計画案の策定

設計 案 … 設計 の 前提 、平 ・立 面 図
各 住戸 間取 り、設 備 内容

事業 内 容…事 業 方 式、 事業 予算 、住
戸別 負担 金 ・還 付金

仮 住居補 償 、住 戸選 定 方式
実施 スケ ジ ュール

デ ベ ロ ッパ ー選 定 につ いて
各種 資料 …基 本 協 定書(案)

等価 交 換契 約書(案)
入居 後 の管 理 につ い て
税 金関係 の解 説

建 替 え 決 議 発注 デ ベ ロ ツパ ー受 注
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(参 考 ③)建 替 え事業 フ ローチ ャー ト(建 替 え決議 か ら入居 まで)

建 替 え 決 議

建替え決議後の
各種要望

住戸選定、調整
選定重複分については
地権者個々人との調整
&抽 選を行なう

部分的変更についての
検討および詰め

最終的基本設計図書の
作成

借家人への解約予告

借家人立退折衝

基本-協定書の締結

○地権者土地持分と

建築予定建物との
売買予約契約

o開 発許可 ・建築確認申請

国土利用計画法等による
変更を協議事項とする

○地権者各人との

個別的契約となる

開発許可 ・建築確認下付

地権者抵当の
抹消手続き

敷地測量、地盤調査
官 ・民境界確認査定
民 ・民境界確認
埋蔵物調査

実施設計図書作成

売買契約書(等 価交換契約書)
の締結

近 隣 折 衝

o地 権者土地持分 ・建物
所有権の移転 ・登記

○新建物の売買予約
o仮 住居移転補償費の支払い

○ 日照 ・日影 関係

o眺 望 ・観望 関係

o通 風 関係

○工事 中 の騒音 、振動

管理組合の解散
建設組合の設立

住 居 移 転
(地権者、借家人)

現建物解体撤去 ・整地

提供公園の土地分筆
および上地

工 事 着 工

工 事 竣 工

デベ ロ ッパ ー持 分 の

分 譲

新 規 入 居 者

各地権者への
新建物所有権の移転

再 入 居

新管理組合の設立
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(参 考④)基 本 協 定 書(案)

**団 地住宅管理組合構成員 甲野太郎(以 下 「甲」 という)及 び**不 動産株式会社

(以下 「乙」という)は 、東京都**区***丁 目*番 地*所 在の**団 地住宅(以 下 「*

*住 宅」という)の 建替 え事業(以 下 「本事業」 という)を 共同で実施す ることに合意

し、次のとお り基本協定を締結する。

第1条(総 則)

本協定内容は、昭和**年**月**日 開催の**団 地住宅管理組合(以 下 「管理

組合」という)総 会の建替え実行決議(「 以下 「建替え決議」という)及 び管理組合

規約に基 き定めたものであり、甲は管理組合全体の意志に従って本事業 に参画する。

2.甲 及び乙(以 下総称 して 「協定当事者」 という)は 本協定、及び後 日締結する不

動産売買契約書に定め られた責務 を誠実に果たすと共に、互いに協力 して本事業の

完遂に努める。

第2条(等 価交換方式の採用)

協定当事者は、甲が自ら所有する**団 地の土地(以 下 「本件土地」 という)の 共

有持分の一部(以 下 「譲渡土地持分」という)、同土地上の区分所有建物及び共用部

分共有持分(以 下 「旧住戸」という)を 乙に譲渡 し、乙が旧建物を取 り壊 した後、

本件土地上に新たな建物(以 下 「新建物」 という)を 建設 し、その建物のうち甲の

本件土地における持ち分割合に応 じた専有部分区分所有権及び共用部分共有持分(以

下 「新住戸」 という)を 甲に譲渡す る等価交換方式により本事業を実施することに

合意する。

第3条(不 動産売買契約(案)の 内容)

前条等価交換の条件について、甲及び乙は別途不動産売買契約(以 下 「売買契約」

という)を 締結 し、これを定める。

2.売 買契約の内容は別添不動産売買契約書(案)(以 下 「売買契約書(案)」 という)

を予定す るが、第4条 の業務の結果による設計変更等により、条件変更の必要が生

じた場合は協定当事者協議の上、 これを変更することができる。

第4条(売 買契約前条件整備)

乙は、本協定締結後速やかに自らの負担で次の業務 を行う。
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一
、開発許可申請、建築確認申請、埋蔵物調査等工事着手までに必要な官庁申請手続

二、地盤調査測量、基本設計、実施設計

三、国土利用計画法による譲渡土地持分の売買に関す る届出手続

四、近隣住民 との折衝

第5条(甲 の協定義務等)

甲は第4条 の乙の業務の遂行に必要な場合に乙から請求あ り次第速やかに印鑑証明、

資格証明、委任状等の必要書類の提 出や、書類への押印等 に応ずる外、乙の求めに

応 じ業務の遂行に協力する。

2.甲 は甲の譲渡土地持分や旧住戸に抵 当権が設定 されている場合には建替え決議 に

おいて示 された事業 スケジュールにおける売買契約締結予定日以前にそれを抹消す

る。

また甲の旧住戸に借家人がある場合には借家人と解約の協議を行い、必要な時期

に解約することの了解 を得 る。

3.甲 は前項の条件が整 った場合は書面で乙に通知するものとする。

第6条(売 買契約条件変更協議)

乙は第4条 の業務の過程で売買契約条件変更の必要が生ず るような事態が生 じた場

合、速やかに甲に通知 し、甲 と協議 して売買契約書(案)の 内容変更 も含め、その

対応を決めなければならない。

第7条(条 件整備の通知 と契約締結申し入れ)

乙が第4条 各号の業務 を完了すると共に、管理組合員全員において第5条 第2項 の

条件が整備された場合 には、乙は甲に対 しその旨を通知すると共に第3条 第2項 の

内容又は第6条 の協議 により決定された内容の売買契約締結の申し入れを行わなけ

ればならなし㌔

第8条(売 買契約の締結)

甲は乙から前条の通知及び申し入れを受けた場合 には、速やかに乙と売買契約を締

結 しなければならない。

第9条(新 建物の管理に関する事項)

新建物の管理組合の管理に関する事項については、乙が立案 し、協定当事者が協議

決定する。
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第10条(新 建物の詳細設計家の検討)

新建物のデザイン、色彩等詳細設計 に関 しては乙が提案し、協定当事者が協議決定

する。

第11条(建 替え実行委員会等)

本協定に定める協定当事者の協議 に関 しては、甲は第1条 の管理組合総会で設立さ

れた建替え実行委員会に委任するもの とする。

2.甲 は管理組合解散後、同一構成員による建設組合を結成 し、役員会 を設置するも

のとし、前項甲の建替え実行委員会への委託は建設組合役員会に引継 ぐ。

第12条(本 協定の効力の発生時期)

本協定は、**住 宅の区分所有者全員が乙 と本件に関する協定 を締結 し終えた時点

でその効力を生ず る。その場合乙は書面にて甲に通知する。

第13条(権 利義務等無断譲渡禁止)

甲は本協定締結後、新住戸を乙が甲に引渡す迄の間本件土地の共有持分及び住戸の

区分所有権、並びに本協定及び売買契約に基づ く権利義務 を乙の書面による承諾な

しに他に譲渡 してはな らない。

第14条(協 議事項)

本協定に定めのない事項及び解釈に疑義 を生 じた事項については、協定当事者協議

の上決定する。

本協定締結の証 として本書2通 を作成 し、甲 ・乙記名押印の上、各自1通 を保有する。
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(参 考⑤)不 動産売買契約書(案)

甲 野 太 郎(以 下 『甲』 という)と**不 動産株式会社(以 下 『乙』という)と

は、区分所有建物である**団 地住宅を等価交換方式により建替 えるため、昭和**年*

*月**日 締結済の基本協定書に従い次のとお り不動産売買契約を締結する。

第1条(売 買の目的物および売買方法)

甲はその所有に係る末尾表示①の土地(以 下 『本件土地』という)の 共有持分の一

部***/***(以 下 『譲渡土地持分』 という)お よび同士地上の区分所有建物

及び付属施設(以 下 『旧建物』 という)の うち末尾表示②の住戸及び共用部分の共

有持分(以 下 『旧住戸』 という)を 金*****円 也で乙に売渡す。

2.乙 は旧建物を解体 し、その跡に末尾表示③の区分所有建物(以 下『新建物』という)

を建築のうえ、その一部である末尾表示④の住戸の区分所有権及びこれに属する共

用部分の共有持分(以 下 『新住戸』 という〉を金*****円 也で甲に売渡す。

己{1::1::竃1㌻∵1麗 翼1::1き 劃

第2条(差 金の支払い方法)

前条の甲の譲渡代金は新住戸引渡 し時に乙か ら甲に支払うもの とし、甲はこの代金

をもって直ちに新住戸の購入代金に充当する。

2前 条麺 の差金は新住戸引岬 までに{乙 から甲に〔還付金のある場合〕
甲から乙に〔負担金のある場合〕}

支払う。

第3条(売 買対象面積)

甲及び乙は、本件土地の面積 については実測面積、旧住戸の面積については公簿面

積、新住戸については壁芯計算による面積(パ イプスペース、メーターボックスの

面積 を含む)で 売買することを確認する。

2.新 住戸の前項による専有面積 と現実に登記 された面積(内 法面積)が 相違 しても

お互いに異議 を申し立てない。

第4条(土 地の持分割合)

新住戸引渡 し後、本件土地は新建物の区分所有者全員の共有に属 し、各区分所有者
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の持分は新建物の専有部分の総床面積 に対する各住戸の専有部分の床面積の割合 に

よる。

第5条(共 用部分の共有持分)

新建物の共用部分は、新建物の区分所有者全員の共有に属 し、各区分所有者の持分

は新建物の専有部分の総床面積に対す る各住戸の専有部分の床面積の割合による。

第6条(設 計、仕様)

新住戸の設計 ・仕様は別添重要事項説明書及び図面集を基本 とする。

第7条(所 有権移転の時期)

旧住戸の所有権及び譲渡土地持分は本契約の効力発生の日から60日後に甲から乙に

移転ぽ 住戸の所有権は新建物完噸{婿:璽 ㌶ 劃}が 第2条の

差金支払いを完了 したうえ、乙か ら甲に移転する。

第8条(土 地の占有)

甲は乙が新建物建設のため甲の共有持分 に係わる本件土地を無償で占有することを

承認する。

第9条(土 地、建物の引渡 し)

甲は本契約の効力発生の日か ら60日後に、旧建物及び甲の共有持分に係わる本件土

地 を乙に引渡 し、乙は新建物を建築するため、これを解体する。

2.乙 は差金精算 を完了 した後、すみやかに甲に新住戸を引渡 し、同時に管理責任を

乙か ら甲に移転する。

第10条(登 記申請手続)

甲は本契約の効力発生後、すみやかに旧住戸及び譲渡土地持分の所有権移転登記に

必要な一式の書類を乙に交付する。この登記 に必要な費用は乙の負担 とする。

2.新 住戸の所有権保存登記は、第7条 の所有権移転後 に、すみやかに甲 ・乙協力 し

てこれを行 う。なお、建物表示登記は乙の名義及び所有権保存登記申請は甲の名義

で行い、乙の指定する司法書士及び土地家屋調査士に登記申請手続 きを代行させ、

その費用は甲の負担 とする。

第11条(公 租公課等の手続)

譲渡土地持分、旧住戸、新住戸に係 る公租公課、管理費、積立金、賦課金、電気 ・

水道 ・ガス料金その他の負担については、納税告知書等の宛名名義人の如何にかか
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わ らず、第7条 の所有権移転 日の前 日までの分 は譲渡人が負担 し、その 日以降の分

は譲受人が負担 し、甲 ・乙間において精算する。

2.前 項の公租公課等の負担の起算 日は1月1日 とする。

第12条(引 越 し費用等)

乙は本契約の効力発生 日後30日 以内に甲に対 し引越 し・仮住居 ・立退 き料等の費用

として金****円 也を支払 う。

第13条(甲 の通知義務)

甲及び乙は第10条 の双方の登記が完了す るまでに、その氏名または住所を変更 した

とき、あるいはこの契約に重大な影響をおよぼす事実が生 じたときは、ただちにそ

の旨を相手方に書面で通知 しなければならない。

第14条(権 利の制限等の除去)

甲は譲渡土地持分及び旧住戸に抵当権、賃借権等の所有権の行使を阻害する一切の

権利が設定 されていないことを保証する。

2.甲 は旧住戸に甲又は第三者の占有のない完全な占有権を乙に移転する。

第15条(本 件土地の共有特分 と新住戸の単独処分ならびに分割請求禁止)

甲又は乙は本件土地の共有持分について単独で処分 し、又 は分割請求権 を行使 して

はならない

2.甲 は第7条 の新住戸の所有権移転後、土地に対する共有持分 について単独で処分

し、又は分割請求権を行使 してはならない。

第16条(権 利義務の譲渡制限)

甲は本契約締結後第10条 の登記が完了するまでの間、乙の書面による承諾な しに甲

の土地持分及び本契約に基づ く権利義務を第三者に譲渡 してはな らず、専有部分 と

分離 して土地持分及び建物共用部分に対する共有持分 を第三者に譲渡、 もしくは賃

貸その他権利の移転及び設定をしてはならない。

第17条(不 可抗力による滅失殿損)

新住戸の引渡 し以前に天災地変その他甲及び乙の責に帰すべか らざる事由により、

新建物が滅失又は殿損 した ときは、次の措置による。

1)新 建物の穀潰が軽微な ときは乙はこれを修復 したうえでこの契約に従い甲に新

住戸 を引渡す。ただ し、修復のため引越 しの期 日が延期 されて も甲は異議をのべ
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ない。

2)新 建物が滅失 したとき、又は著 しく殿損 したときは建築 を続行することを前提

として甲 ・乙協議する。

2.前 項の場合、新建物の滅失または襲損による損害は乙の負担とする。ただ し甲は

甲が被る損害については、乙に対 し何等の賠償を請求 しない。

第18条 σ段疵担保責任)

乙は新住戸の引渡 しの 日より2年 以内に発見された暇疵 につ き担保の責を負う。た

だし、当該暇疵が天災地変その他不可抗力または甲の責に帰すべ き事由により生 じ

た場合は乙は担保の責を負わないものとす る。

第19条(ア フターサービス基準)

新住戸アフターサービスについては乙は別に定める 『アフターサービス基準』に基

づ き行 うものとする。

第20条(用 途変更の禁止)

甲は新住戸 を居住の用以外に供 してはならない。

第21条(公 園、道路用地の提供)

甲及び乙は**区 の指導 に従い公園及び道路用地 として約***㎡(予 定)の 土地

を他の共有者と共に、それぞれの持分に応 じて**区 に無償で提供することを承認

す る。なお、提供面積 は竣工後の実測により確定す るものとする。

2.前 項の分筆登記の申請は共有者全員が行 うが登記に要す る費用は乙が負担する。

第22条(行 政指導等による設計変更)

新住戸の引渡 し以前に法令の変更、行政指導等乙の責に帰すべからざる事由により

設計等の変更の必要が生 じたときは、乙はその変更をすることができる。この場合、

甲 ・乙協議の うえ新住戸の譲渡価格を変更することがで きる。

第23条(都 市計画の変更等)

都市計画の変更等乙の責に帰すべからざる事由により新建物の住環境 に変更が生 じ

た場合は、甲は乙に対 して損害賠償の請求、その他異議 を申し出ないものとする。

第24条(都 市計画の変更等)

甲は第9条 の引渡 し日から新建物の使用、これに付随する管理および環境維持に関

し、別に定める管理規約、使用細則等を遵守する。
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2.甲 は前項の管理規約に基づ き、管理費 ・修繕費積立金 を負担 し、管理委託契約を

***会 社 と締結することを了承する。

第25条(駐 車 場)

本件土地に新 しく設置される駐車場は新管理組合 またはその代行者 と駐車場賃貸契

約 を締結することにより新建物の区分所有者が有料で使用できるものとし、その使

用料は管理費等に充当する。

第26条(新 建物等の竣工予定)

新建物等の竣工予定 日は昭和**年**月**日 とする。

なお、天災地変、法令の変更 ・行政指導等乙の責に帰すべからざる事情、その他

やむを得ない事由により竣工予定 日が変更されて も甲は何等の異議 をのべないもの

とする。この場合、乙は変更された竣工予定 日を甲に通知する。

第27条(承 認事項)

甲は次の各号を承認するものとする。

1)一 部使用について

①新住戸に属するバルコニーには構築物等を改造及び設置できないこと。

②管理業務 を遂行するための管理室等を管理受託者に無償使用させ ること。

③新建物への電力供給のために設置される電気室に東京電力㈱所有の変電設備を

設置させ同社 に対 して無償にて使用 させ、管理を一任すること。

2)近 隣等に関 して

新建物に起因 して電波障害 を被った付近居住者のために設置する付近居住者の

専用テレビ共聴施設(共 同アンテナ及びこれに付帯する配線等)に ついて建物存

続中無償にて継続使用を認めること。また、テレビ共聴施設の保守点検及び補修

の必要が生 じた時は、管理組合 もしくは管理受託者の承認を得て設置部分に立入

ること。

3)通 行について

本件土地の一部 を近隣住民への接近の為通行 させ ることを承認す る。

第28条(本 契約の効力)

本契約は旧建物の区分所有者全員が乙と本件に関する契約を締結 し終えた時点でそ

の効力を生 じるものとす る。その場合、乙は甲に書面にて通知するもの とし、効力
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発生の日は通知文書発送の日の5日 後 とする。

2.甲 は旧建物の区分所有者全員がすみやかに乙 と契約する様乙に協力する。

3.甲 は、旧建物の他の区分所有者が乙の責に帰すべからざる事由により、契約の締

結を拒否 または遅延 した場合それにより生 じた損害について乙に請求 しない もの と

する。

第29条(近 隣問題の解決)

甲 ・乙は協力 して近隣問題 を解決する。

なお、近隣問題 とは新建物の建築に伴ない本件土地周辺の土地、家屋の所有者及び

占有者 との間に生 じる日照採光、眺望阻害、圧迫感、電波障害、工事騒音等一切 を言う。

2.前 項の近隣問題 により新建物の建築に大幅な変更が生 じた場合、甲 ・乙協議のう

え、第1条 の新住戸の譲渡価格を変更することができる。

第30条(契 約違反)

甲及び乙は本契約に違反 し、相手方に損害を生 じせ しめた場合、損害賠償の責務を

おう。ただし、本人の責に帰すべか らざる事由による場合は、この限 りではない。

2.乙 の契約違反が旧建物の他の区分所有者の違反に起因する場合は、乙の責に帰す

べか らざる事由によるものとす る。

第31条(契 約書の適用範囲)

甲及び乙は本契約が、甲及び乙の包括承継人及び特定承継人に対 して も適用される

ことを確認する。

第32条(管 轄裁判所)

本契約について紛争 を生 じたときは、東京地方裁判所をもって管轄裁判所とする。

第33条(協 議事項)

本契約に定めのない事項 について疑義が生 じたときは、民法、その他関係法令なら

びに一般の不動産取引慣行に従い甲 ・乙協議のうえ決定す る。

2.本 契約による甲 ・乙協議事項の内、旧建物の区分所有者全員、 または多数に関す

る事項については、旧建物の区分所有者全員で構成する建設組合の代表者が組合員

の委任を受けて甲に代 り乙と協議することとし、甲又は他の組合員に多大な損害 を

及ぼさない事項 については代表者がこれを決定す る。

本契約締結の証 として本書2通 を作成 し、甲 ・乙記名押印の上、各 自1通 を保有する。
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第4章 建替え事業方式と信託機能の活用

建替えは、そのニーズの大 きさにかかわ らず複合された問題点が絡み合い実現が容易

でないが、本章においては、建替えを円滑 に促進する事業システムの導入について、現在

民間で活用されている事業方式(土 地信託方式、事業受託方式、新借地方式)を 概観 し、

併せて信託機能の活用について検討を加えてみる。

4-1建 替 え事業の分類

建替え

事業

単純建替え型(自 主事業方式)

……建替え資金の捻出が最大のポイン ト

等価交換型(共 同事業方式)

……余剰容積 とデベロッパーの参画が最大のポイン ト

建替え事業 については、既存建物の区分所有者がそのまま建替え後の区分所有者 となる

単純建替え型(自 主事業方式)と 、既存建物の区分所有者以外にデベロッパーを経て新た

に区分所有者が加わる等価交換型(共 同事業方式)に 大別できる。

単純建替 え型の場合、既存建物 と建替え後の建物の区分所有者に変動が生 じないことか

ら、建替 えに伴なう建築資金を総ての区分所有者が負担 しなければならず、事業を進める

上で建替 え資金の調達問題をどのように解決するかが問題解決のポイン トである。

これに対 し等価交換型の場合、既存建物の区分所有者は、土地の共有持分の一部をデベ

ロッパーに対 して売却することにより、その売却代金でもって建築資金を賄 うことがで き

る為、建替 え資金の調達問題 という点では単純建替 え型に対 して優れているといえる。た

だ し、等価交換型の場合、前章で検討 したように既存建物の容積充足比がかなり低 く、新

たに建てる建物が既存建物を相当上回らないと現実の事業化は難 しく、容積充足比1以 上

一101一



の場合は事実上事業化は不可能に近いと言える。

① 単純建替え型(自 主事業方式)

単純建替え型は建替え事業 を進める上でまず最初に検討され るたたき台とも言える。

これをベース として各区分所有者全員の意向を採 り入れ、既存建物の容積率に余裕があ

る場合 には等価交換型を含めた事業化への検討が開始 されることになる。

単純建替え型では、原則 として全区分所有者がそれぞれ既存区分所有建物評価割合に応

じて建替え資金を負担する必要があ り、建替えを困難にしている資金問題 をどのように解

決するかが最大の課題 となって くる。従って建替えに関 し全区分所有者の意見の一致があ

った場合で も建替え資金問題か ら事業化の目途が立たないケースも相当数生 じてくるもの

と考 えられ新たな資金調達方式の導入が必要 と考えられる。

単純建替え型は、等価交換型における区分所有者 ・デベロッパーによる共同事業方式に

対 し自主事業方式(コ ーポラテ ィブ方式)と 言え、共同事業方式におけるデベロッパーの

ような転出者住戸の買上げ等の受皿機能を担 う部分が無いことか ら、事業推進上の負担能

力において脆弱な面があり、事業化を一層困難なものとしやす く、現時点においては実現

例 を見ていない。

更に建替え需要動向調査において も明 らか となっているように、容積充足比1を 上回る

いわゆる既存不適格マ ンションの建替えでは、既存区分所有者が原則全員建替え再入居す

ると、資金負担問題のみな らず、建替え後の取得床面積が既存建物以下 となり、事実上建

替え合意形成が不可能 となる。単に建替えシステムの整備によって解決が計れる問題では

な く、容積緩和等の都市計画的観点か らの対応措置がないと、手つかずのスラム化が進む

ことになる。

(2)等 価交換型(共 同事業方式)

第2章 で述べたように、マ ンション建替え事例は計画が発表 されたものを含め、22件 あ

るが総て等価交換型であり、既存建物の余剰容積が多 く、デベロッパーが新たに分譲する

増床部分 も大きく、事業採算面か らは比較的建替えが進めやすいケースと言える。 しかし、

この場合にあっても、建替えに合意 し着工に至るまでには、長期間にわたり綿密な打合せ

と全区分所有者 ・借家人にまで及ぶ全員の理解合意、更には近隣地権者の同意のもとに進
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め られてお り、 事業推進 に当たっては、各々の権利者 ・関係 人の調整役 を務め るコーデ ィ

ネーター(等 価交換型 にあっては主 と してデベ ロ ッパ ーが担 う。)無 くして建替 え事業 の推

進は不 可能 と言 える。

等価交換 型にあ ってデベ ロッパーの参画は事業 の決 め手 とも言え るがデベ ロッパ ー側 の

参画基準 は一般 に土地 の評価額 ・分譲 戸数 ・分譲見通 し・開発者利益及 び事業化 の 目途(既

存 区分所有者 の意見 の まとま り具合 い)と の相 関関係 において決 定 されている。

4-2建 替 え事業 と民間における事業方式

建替え事業には、単純建替え型 と等価交換型があ り事業の推進に当たってはそれぞれ建

替え資金の捻出方法 と分譲事業者 としてのデベ ロッパーの参画が最大のポイン トとなって

いる。

両方式に渡 る円滑な事業システムを構築する前提 として土地信託方式 ・事業受託方式 ・

新借地方式について個別に建替えスキームを検討 してみたい。

(1)土 地信託方式

一般に
、土地信託方式 とは、土地所有者(委 託者)が 、土地の有効利用を目的 として受

託者(信 託銀行)に 土地を信託 という形で預け、受託者である信託銀行が、信託された財

産(信 託財産)の 管理 ・運用を目的として、所要資金の調達、建物の建築、賃貸、分譲な

どを行い、その管理、運用、処分の成果を受益者(原 則は元の土地所有権者)に 信託配当

として交付する仕組みである。

従 って、建物竣工 までの管理を目的とすることにより単純建替え型に、又管理 ・処分 を

目的 とすることによって等価交換型にそれぞれ対応可能と考 えられ る。
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*単 純建替え型の仕組み

(建替え前)

ABC

DEF

[

G H 1

A～1の 共有

健物)[〉

(土地)

(建替え後)

A

D

BC

EF

G HI

A-1の 壷]

区分所有者
(委託者兼受益者)

A BC D E FG H 1

①建信
土物託
地の

②信受
託益

権

⑤信財
託産

建

設

会

社

③建築請
負契約一

④建物の
引渡 し　

建築代金
の支払

信 託 銀 行
(受 託 者)

土 地 信 託 勘 定

信託財産
(土地)

信託財産

(建物)

信託財産

(借入金)

⑤
兀
利
金
の
支
払

④建築資
金の借
入一

金融機関

(公庫 ・銀

行等)

① 総ての区分所有者は土地(共 有持分)と 区分所有建物 を信託銀行 に信託する(所 有

権名義は信託銀行に移転す る)。

② 区分所有者は信託受益権を取得す る(受 託者 より信託受益権証書の交付 を受ける)。

③ 信託銀行は建設会社に既存区分所有建物の取壊 し、区分所有建物の建築工事を発注

する。

④ 信託銀行は必要に応 じ区分所有建物の建築資金等の借入を金融機関から行い、建築

代金 を建設会社に支払って完成区分所有建物の引渡 しを受ける。

⑤ 信託銀行は、完成 した区分所有建物 と土地(共 有持分)を 借入金付で各区分所有者

に返還 し信託契約は終了する。終了と同時に金融機関は、土地 ・建物に借入金の担保

として抵当権 を設定する。総ての区分所有者は、金融機関に元利金 を支払 う。
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*等 価交換型の仕組み (建替 え後)

1

4

7

2

5

3

6

(建替え前)

A

D

B

E

GH

C

F

1

A～1の 共有

8 9

健物)[〉

保留床

A B C

D E F 地権者床

(土地)

G H 1

・-9、A-1の 共 有1

区分所有者
(委託者兼受益者)

A B C D E F G H[1

① 土建 信
地物 託
・の

建

設

会

社

③建築請
負契約一

⑤ 建物の
引渡 し　

建築代金
の支払

②信受
託益

権

⑤籠L

信 託 銀 行
(受 託 者)

土 地 信 託 勘 定

信託財産

(土地)

信託財産

(建物)

④売
買
契
約

⑤鞭

新 区 分 所 有 者

・12 3 4 516 7181gl

⑤分譲代金
借 入

{

⑥元利金の
支 払

金融機関
(公庫 ・

銀行等)

①、②、③は単純建替え型 と同様。

④ 信託銀行は、新区分所有者 と土地付区分所有建物の売買契約を締結する。

⑤ 信託銀行は、新区分所有者よりの分譲代金で もって、建築代金を建設会社に支払 っ

て完成区分所有建物の引渡 しを受け、各区分所有者に完成 した区分所有建物 と土地(共

有持分)を 返還 し、信託契約は終 了する。新区分所有者は、金融機関よ り分譲代金 を

借入れ信託銀行に支払 うと同時に信託銀行は、土地付区分所有建物を引渡す。

⑥ 新区分所有者は、金融機関に元利金を支払 う。
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*土 地信託方式の特徴

(メ リット)

・受託者である信託銀行には、信託法に基づ く厳 しい義務が課されてお り、公共i生・

中立性 ・信頼1生は高い。従って、各区分所有者間の公平な権利評価を行う。

・建替えに合意 した者より順次信託契約 を締結す ることによって、建替えにいったん

同意 した人の翻意や、権利譲渡 ・相続発生等による権利者の変更に影響 されに くい。

・建物の建築 ・資金調達のいっさいは受託者である信託銀行が行うこととなり各区分

所有者は事業に関するノウハウがな くても繁雑な事務処理や経理処理にわずらわさ

れない。

(デメ リット)

・信託契約時に信託登記費用が必要となる。(土地の場合、固定資産評価額×6/1,000

の登録免許税+司 法書士報酬)

・土地信託は、実績配当主義の為、等価交換型における新区分所有者の売買契約締結

に関 し最終保証できない。従 って実務上は、信託銀行 と新区分所有者 との売買の間

にデベ ロッパーを介在 させ、信託銀行は、区分所有建物 と土地 を一括 してデベロッ

パーに売却 し事業 を確実な ものとすることになる。
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② 事業受託方式

一般に、事業受託方式 とは、建物の企画、設計、建築から完成後の建物の管理 ・運営

にいたるまでの事業の実施全般をデベロッパーが受託する方式である。従って、単純建替

え型、等価交換型のそれぞれに対応可能であ り結果としての経済効果において土地信託

方式 と大 きな差異はない。

*単 純建替え型の仕組み

健 替え前)

ABC

DEF 健物)[>

GHI

A-1醒 」(土 地)

区

区BC

①
基
本
協
定
書

②
建
築
請
負
契
約

分 所 有 者

DEFGHI

デ ベ ロ ツ

健 替え後)

竃
A-1の 共同

③ 建
建 築
物 代
の 金
引 の
渡 支
し 払

提 携
ノ・ξ 一 ← 一ー ーー ーー ーー ーー ーー ー一→

③ ④
建 兀
築 利
資 金
金 の
の 支
借 払
入

金 融 機 関

(公庫 ・銀行等)

① 総ての区分所有者は、デベロッパーと建替えに関す る基本協定書を締結する。

② 総ての区分所有者は、デベロッパーに既存建物の取壊 し、区分所有建物の建築 を発

注する。

③ 総ての区分所有者は、デベロッパーが提携 している金融機関から事業に必要な資金

を調達 し、建築代金をデベロッパーに支払って、完成区分所有建物の引渡 しを受ける。

④ 総ての区分所有者は、金融機関に対 し元利金を支払う。
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*等 価交換型の仕組み

ヲ⇒
IA-1の 劃(土 地)

(建替 え前)

AB

DE

GH

(建替 え後)

1

4

7

A

D

G

2

5

8

B

E

H

3

6

9

C

F

1

保留床

}一

区 分

1～9、A～1の 共 有

巨 BCD

②土 交

地 換
・契

建 約
物書

罐⊇
①
基
本

塑

薯

④
建
物
引
渡
し

土
地
引
渡
し

デ ベ ロ ッ パ ー

③
売
買
契
約
書

④
分
譲
代
金
支
払

土
地

建
物
引
渡

提 携

新 区 分 所 有 者

巨-345678
9

④分譲代金借入
←

⑤元利金の支払
金融機関

(公庫 ・銀行等)

① 総ての区分所有者は、デベロッパーと建替えに関する基本協定書 を締結する。

② 総ての区分所有者は、デベロッパーと土地 ・建物交換契約を締結する。

③ デベロッパーは、新区分所有者 と土地付区分所有建物の売買契約を締結する。

④ デベロッパーは、建物完成後、区分所有者に区分所有建物を引渡す。

新区分所有者は、金融機関より分譲代金を借入れデベロッパーに支払 うと同時にデ

ベロッパーは、土地付区分所有建物を引渡す。

⑤ 新区分所有者は、金融機関に元利金を支払う。
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*事 業受託方式 の特徴

(メ リッ ト)

・一連 の事務処理 はデベ ロッパ ーが行 うので手間がかか らない。

・デベロ ッパ ーが もってい るマ ンシ ョン事業 ・建替 え事例の ノウハ ウに基づ く高い事

業執 行力を活 用で きるb

・等価交換 型にあ っては、 自ら分譲主 とな るこ とに よって事業 を確 実 な もの にで きる。

(デメ リッ ト)

・事業途 中におけ る地権者 の翻意や 、権利譲渡 ・相続発生等 に よる権利者の変更 に影

響 されや す く事業 が長期化す る可能性が ある。

(3)新 借地方式

新借地方式とは、生命保険会社等が土地所有者から長期間(30年 程度)に わたって土地

を借 り、生命保険会社はビル等を建築 し賃貸事業 を行い、その間土地所有者に対 しては「相

当の地代」(相 続税評価額に対 して年6%相 当額の地代)を 支払い、借地期間が満了 した後

には、土地所有者 は建物 を契約で定められた方法に従って買い取 ることができる手法であ

る。

従って、通常単純建替 え型には対応が難 しく、等価交換型にのみ取組可能である。
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*等 価交換型の仕組み

健 替 え前)

蝶
A～1の 共 有

健物)[〉

(土地)

(建替 え後)

123

456

789

ABC

DEF

GHI

}マ ンシ・ン

}マ ンシ・ン

A～1の

共有

借 地{1～9
の準 共手「)

底地(A～1の 共有)

区 分 所 有 者

ABCDEFGHI

_郷 関1_
建設会社 三 生命保険会社等 亟 二[亘ココ

建築代金の支払

① 総ての区分所有者は、生命保険会社 と建替 えに関する基本協定書を締結する。

② 総ての区分所有者は、生命保険会社 と借地権 ・建物交換契約を締結する。

③ 生命保険会社は、建設会社に建物の建築工事 を発注する。

④ 生命保険会社は、建設会社より建物の引渡 しを受け、借地権 と交換に区分所有建物

を引渡す。

⑤ 生命保険会社は、テナ ントに建物を賃貸 し、賃料 を受け入れ、区分所有者に対 して

一定の地代を支払 う
。

*新 借地方式の特徴

(メリット)

・安定的地代収入が入る。

(デメ リット)

・分譲マ ンション事業になじまない。

・借地権 との等価交換の為、権利が複雑 となる。
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4-3建 替 え事業 における問題点 と各事業方式の有効性

前項 において、土地信託方式、事業受託方式、新借地方式毎の単純建替え型、等価交換

型における仕組み ・特徴が明確になったが、建替え事業における問題点 と各事業方式の有

効性 について検討 を加えてみる。

(1)建 替えを困難にしている要因

建替えを困難なものに している要因については、現在の建物の利用状況、物理的状態、

法令上の制限、区分所有者の属性等 に応 じて多岐に渡るが、主だったものとして、建替 え

資金の調達が困難なこと、余剰容積が少な く建替え後の床面積拡大が期待できないこと、

高齢者世帯を中心に建替 えに同意を得られないこと、賃貸化が進んでいること等が複雑に

絡み合い、 より困難な ものとしていると言える。

具体的には、

① 測量 ・事業計画作成等の初動期費用の負担

② 建替え未同意者の説得。

・高齢者を中心に建替え資金の調達 ・返済の目途がつかない。現状でよい。

・建替え後の希望が通 らない。

・各区分所有者間の権利評価の割合に合意で きない。

③ 建替え事業のコーディネーターがいない。

④ 区分所有者に建替 え事業 を協力に押 し進める者がいない。

⑤ 分譲事業者 としてのデベロッパーの参入が困難。

・事業採算に乗るだけの分譲床面積が確保されていない。

⑥ 建替え未同意者 よりの買取 り請求に対する資金負担。

⑦ 既存債務の取扱い。

⑧ 建替え資金調達 ・返済能力がない。

⑨ 公庫融資等公的融資の活用。

⑩ 工事期間中の仮入居場所 ・費用の負担。

⑪ 借家人の立退交渉 ・補償。

⑫ 工事期間中の相続 ・事業離脱。 等が考えられる。
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② 各事業方式の要因別有効性について

要
因

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

土地信託方式

受益者(区 分所有者)の

負担において信託財産内

で借入可能。

権利評価面での公正さは

ある。

コーデ ィネー ター として

の能力 はあ るが実績はな

し。

コ ー デ ィネ ー タ ー と して

の 協 力 。

区分所有者の受託者とし
て参画可能。

受益者の負担において信

託財産 内で買取 り可 能

(単純建替え ・等価交換)

信託受益権担保への切換

えによる借替 えが可能。

受益者(区 分所有者)の

負担において信託財産内

で借入可能。

未定

斡旋可能。費用は受益権
担保により借入可能。

不動産部門における実績

はある。受益者の負担に

おいて信託財産内で借入

可能。

信託機能により事業の中

断は少ない。離脱者に対

しては、⑥ の対応。

事業受託方式

区分所有者 の負担 。 または

デベロ ッパ ーの立替 え。

立替 え実績 に よるノウハ ウ

は高 い。

コーデ ィネー ター としての

実績が あ り、 ノウハ ウは高

い 。

同左

建設会社 としての役割での

参画可能。

デベロ ッパ ー としての買取

りは可能 。

新建物竣工時に借替え等の

処理 を行 う。

区分所有者 の負担。 または

デベ ロ ッパ ーの立替 え。

公庫等の判断により可能。

デベロッパーの保有物件へ
の斡旋が可能。費用は区分

所有者の負担。

実績 あ り。ノウハ ウは高 い。

区分所有者への負担。 また

はデベ ロ ッパーの立替 え。

事業への影響 を受 けやす い。

離脱者 に対 しては、⑥ の対

応。

新借地方式

区分所有者の負担。また

は生保の立替え。

権利評価面での公正さは

ある。

コーデ ィネーター として

の能 力はあるが実績 はな

し。

同左

等価交換型において参画

可能。

等価交換型において買取

りは可能(所 有権取得に

よる共同ビル事業方式と

なる)。

同左

区分所有者の負担。また
は生保の立替 え。

同左

斡旋可能。費用は区分所

有者の負担。

不動産部門における実績

はある。区分所有者の負

担または生保の立替え。

同左
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4-4建 替 えを円滑に促進す る事業システムの提言

前項において各事業方式の仕組み ・特徴 とともにその有効性が明確 になったが、建替え

を円滑に促進する事業システムとして、事業受託方式におけるデベロッパーの高い事業執

行能力と信託銀行の土地信託における合意凍結機能及び担保機能、更に遺言信託と組み合

わせたフリーローン機能を有機 的に結合することによって新たな事業システムを提言 して

みたい。

フ リーローンを新たな資金調達方法へ

単純建替え型を中心 とした建替 え資金の調達について、従来は、銀行等にお

ける住宅ローンが中心であったが、この場合、高齢者等 において借入能力の問

題から資金調達ができないケースがあり、建替えのネックとなっていた。一方

で昨今の地価上昇 に伴なうマ ンションの含み資産の増大に着 目したフリーロー

ン(返 済は自由)に 金融機関 も積極的に取 り組む状況となった。この返済源資

確保の為、信託銀行では遺言信託をセ ットにした商品を販売するに至ってお り、

このローン機能を新たな事業システムに組み込むことによって高齢者を中心に

建替え資金の新 しい調達方法の道が開かれ るもの と考える。
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*単 純建替 え型の仕組み

(建替 え前)

A

D

G

B

E

H

C

F

1

A～1の 共有

健物)[〉

(土地)

(建替 え後)

A

D

G

B

E

H

C

F

1

A～1の 共有 1
建

物

竣

工

①建築

に
関
す

ゑ

寛

讃

A B

区分所有者
(委託者兼受益者)

C D E F 唖 頃

ま

で

デ

ベ

ロ

ツ

ノぐ

|

②土建信
地物託
・の

③信受託益

権

③遺 ・諾言引

執受
行予

⑦信
託
財
産

④建築請
負契約一

⑤建物の
引渡 し　

建築代金
の支払

↑

麟

墾

↓

信 託 銀 行
(受 託 者)

土 地 信 託 勘 定

信託財産
(土地)

信託財産

(建物)

信託財産

(借入金)

@
兀
利
金
の
支
払

⑥受

益
権質

権
設
定

⑥
そ
の
他
借
入

⑤建築資
金の借
入

金融機関
(公庫 ・

銀行等)

A区 分所有者

土地 ・建 物

⑧
フ リー ロー ン借
壱 ●当
⑧抵当権設定

信 託 銀 行]

一公庫・銀行等

⑦元利金の支払

⑦抵当
権設定一

⑨
遺言信託

B区 分所有者

土地 ・建 物

⑪ フ リー ロ ー ン

↑
相

A区 分所有者

続

(土地 ・建物)

発
Aの 相続人

信 託 銀 行

鱗
一

返済

⑨受益権

生

↓

, 信 託 銀 行

⑪信託配当
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① デベロッパー ・信託銀行 ・区分所有者は、建替えに関する意見調整を行 う。

② 総ての区分所有者 は土地(共 有持分)と 区分所有建物 を信託銀行に信託する(所

有権名義は信託銀行に移転する)。

③ 区分所有者は信託受益権 を取得する(受 託者 より信託受益権証書の交付 をうけ

る)。建替 え資金を相続発生後 当該区分所有建物の売却代金で返済する予定の区分所有

者は、信託銀行 と遺言執行引受承諾契約 を締結する。

④ 信託銀行はデベロッパーに既存区分所有建物の取壊 し、区分所有建物の建築工事 を

発注する。

⑤ 信託銀行は必要に応 じ区分所有建物の建築資金等の借入を金融機関か ら行い、建築

代金をデベロッパーに支払って完成区分所有建物の引渡 しを受ける。

⑥ 区分所有者は、資金調達の必要が生 じた場合は、受益権を担保に金融機関から借入

を行 う。

⑦ 信託銀行は、完成 した区分所有建物と土地(共 有持分)を 借入金付で各区分所有者

に返還 し信託契約は終了する。終了と同時に金融機関は、土地 ・建物に借入金の担保

として抵当権を設定する。各区分所有者は、金融機 関に元利金 を支払 う。受益権 を担

保に借入を行った場合 には、信託契約終了と同時に、土地 ・建物への抵当権設定に切

換えを行 う。

⑧ 必要に応 じフリーローンの借入 ・返済 を行 う。

⑨ 相続発生に伴う遺言信託契約により、土地 ・建物の所有権 を信託銀行に移転する。

⑩ 信託銀行は、土地付区分所有建物の売買契約を投資家 と締結する。

⑬ 信託銀行は、投資家 より売買代金 を受け入れ、土地付区分所有建物 を引渡す。信託

銀行は、売買代金 より先ずフ リーローンの残債を返済 し、売買に伴 う諸費用の支払い

に充当した残金を信託配当として相続人に支払い遺言信託を終了する。
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*等 価交換型の仕組み

(建替 え後)

(建替 え前)

A

D

G

B

E

H

C

F

1

A～1の 共有

健物)[〉

1

4

7

A

D

G

2

5

8

B

E

H

3

6

9

C

F

1

マ ン シ ョ ン

}一 ン
(土地) 1～9、A～1の 共 有

区 分 所 有 者

(委託者兼受益者)

ABCDEFGHI

①土建信
地物託
・の

②信受 ⑤信財
託益 託産
権

信 託 銀 行
(受 託 者)

土地信託勘定

信託財産 信託財産

(土地)(建 物)

調灘 提

デ ベ ロ ッ パ ー

竃辮
⑤分譲代金

借 入

携

新 区 分 所 有 者

1 2 3 4 5 6 7 8 9 ⑥元利金の
支払

金融機関

(公庫 ・
銀行等) 一
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① 総ての区分所有者は土地(共 有持分)と 区分所有建物 を信託銀行に信託する(所 有

権名義は信託銀行に移転す る)。

② 区分所有者は信託受益権を取得する(受 託者 より信託受益権証書の交付を受ける)。

③ 信託銀行は、デベ ロッパーと土地 ・建物交換契約を締結する。

④ デベロッパーは、新区分所有者 と土地付区分所有建物の売買契約 を締結する。

⑤ デベロッパーは、建物完成後、信託銀行に区分所有建物 を引渡す。信託銀行は、区

分所有者に区分所有建物を引渡 し信託契約を終了する。新区分所有者は、金融機関よ

り分譲代金 を借入れデベロッパーに支払うと同時にデベロッパーは、土地付区分所有

建物を引渡す。

⑥ 新区分所有者は、金融機関に元利金 を支払 う。

以上のとお り、建替え事業を円滑に促進する事業システムとして、事業受託方式におけ

るデベロッパーの高い事業執行能力に加えて、信託銀行の土地信託 ・遺言信託による合意

凍結機能 ・担保機能 ・ローン機能の下支えを得ることによって、単純建替 え型 ・等価交換

型及びその複合された方式に対 して も対応 しうるシステムが構築可能と考 えられる。
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第5章 建替え事業モデル計画

本章では都区部に現存す る民間分譲マンションをモデル とした建替 え事業計画を検討す

る。当該モデル としては第1章 の最初期民間分譲マンション調査による容積率不適格(容

積充足比>1)物 件から建替え意向を有するものを対象モデル とした。このような容積率

不適格物件での建替えは都区部では現実のものであり、建替え後の実容積(延 床面積)は

従前より減少せ ざるを得ず、極めて困難な建替え要因を有 してお り、第1章 での調査結果

によれば、そうした不適格物件は調査対象(都 区部)の75%に も上 るとしている。

これらの建替えでは転出者がでない場合、建替え費用の全額負担による自主建設とな り、

それも各住戸面積は従前より狭 くなることになる。 また、前章で述べたように転出者が出

た場合、それら住戸を買い取るなど資金負担問題 も発生する。

5-1対 象モデルの位置づ け

(1)

東京都区 内

26年

1,900m2(152m2/戸)

960m2(現 況建 築率50.5%)

5,350m2(現 況容積率281.6%)

4,530m2(36.2m2/戸)

⑦ 戸 数125戸

⑧ 前面道路幅員6.Om(5.5～8.Omと 一 定でないため最 多利 用幅 員 を採 用 した)

⑨ 法 規 制 地域地区:住 居地域、準 防火地域、高度地 区

建ぺ い率60%、 容積 率300%

前面道路 幅員 に よる容積率制限 〈建 築基準法 第52条 〉

前面道路幅員 が12m以 下の場合 は住居地域で は

前面道路 の幅員(m)×4/10≧ 許容 容積率 ≦法定容積 率

よって、許 容容積 率 は240%で あ る。

斜線制限1前 面道路1.25/1、 隣地斜線20m+1.25/1

日影規制:5～10m4時 間

10m以 上2.5時 間(い ずれ も地上 高4mで 測定)

駐車台数:都 条例 による、駐車場整備地 区 として考 えると

(延床面積 一一3,000m2)÷300㎡=設 置義務台数

モデルの概要

① 所 在 地

② 築 後 年 数

③ 敷 地 面 積

④ 建 築 面 積

⑤ 延 床 面 積

⑥ 専 有 床面積
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② 建替えモデル建設計画

モデルの現況は用途地域による法定容積率、

、
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日影規制等について法的に適格であるが、

前面道路幅員に対する容積規制か らみると、不適格建築物(281.6%>240%)で ある。従

って、建替え後は従前に比べ床面積 を減少 させ ざるを得ない。

その結果、現居住者全員が再入居するためには現住戸の縮小 を覚悟しなければならない

し、従前面積 を確保 または増床するためには若干の転出者を期待することになる。

そこで、建替 えに際しての建設計画の検討を行うこととする。

① 検 討 案

本案では建築規模を従前のままとして、駐車場の新設(地 下)、 居住環境の改善を考

慮 した建設計画を検討 した。その結果、前面道路幅員による容積規制を別 とすれば現

行法規の範囲内で従前規模の建替えは可能である。 しかしなが ら、前面道路幅員によ

る容積規制か ら不適格建築であることに変わ りはない。さらに図5-6に みるように

住棟北側では日照時間ゼロの住戸(法 規制上は問題ない)が 若干数で きる(ト ップラ

イ ト等で対応)な ど住環境上の問題がでており、周辺に対 しては北側児童公園の日当

た りが従前どお りで改善されない。
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なお、容積緩和のため市街地住宅総合設計制度の割増容積率の適用が考えられ るが、

その規定用件を満たす と、本件の場合では約5割 弱の公開空地を必要とし、計画上そ

の適用は適切でない。

以下に諸元を示す と共に各検討図を示 した。

敷地面積

建築面積

延床面積

共用部分

専有面積

戸 数

1,900m2

1,120m2(建 蔽 率58.9%〈60%)

5,300m2(容 積 率278.9%>240%)

800m2

4,500m2(36.Om2/戸)

125戸

図5-4配 置 図

　

△
S=1:500

ド町11{」曲へ
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図5-5等 時 間 日 影 図
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② モ デ ル 案,

本案では検討案に対 して、法上適格建築物(容 積の是正)と なるよう再検討 を加え

ると共に、建替え効率 を高め、併せて周辺環境 を改善するよう考えた。

イ.斜 線制限、 日影規制に対する建築効率をあげ、 日照条件の悪い北側住戸が発生

しないよう配慮する。

ロ.前 項 を実現す ると共に、児童公園の日当た りを良 くし、周辺三叉路の見通 し等

交通環境の改善を図るため、公園をその面積 を変更せず東側に移転する。

ハ.従 って、計画敷地はその面積 を変えず形状 を図5-4の ように変更する。

二.公 園お よび敷地に関わる周辺歩道を整備する。

ホ.駐 車場は地下式 とした。

へ,な お、検討案同様に市街地住宅総合設計制度の適用は適切でない。

以下に諸元 を示す。

敷 地 面 積1,900m2

建 築 面 積780m2(建 蔽 率41.1%〈60%)

延 床 面 積4,510m2(容 積 率237.4%)

共 用 部 分680m2

専 有 面 積3,830m2(36.1m2/戸)

戸 数106戸

図5-7配 置 図
　

△
S=1:500

ポンプ室
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図5-8等 時 間 日 影 図
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図5-10モ デル案完成予 想図

一126一



以上 か ら現況、検 討案、 モデル案 の建 築的検 討 を表5-1に ま とめた。

表5-1建 替 え モデル検討 案

敷 地 面 積

公 園 面 積

歩 道 面 積

専有床/戸

共有地/戸

建 築 面 積

(建ぺい率)

専有床面積

共 用 部 分

延 床 面 積

(容積率)

戸 数

建替え前

(従前)

建 替 え 後(従 後)

、撫 握 「 デル案

1,900m2

890m・

36.2m2

15.2m・

122m2

960m2

(50.5%)

4,530m2

820m2

5,350㎡

(281.6%)

125戸

36.Om2

15.2m・

1,120m2

(58.9%)

4,500m2

800m・

5,300m2

(278.9%)

125戸

36.1m2

17.9m・

780m`

(41.1%)

3,830m2

680m2

4,510m2

(237.4%)

106戸

モデル案では従前に比べ、床面積で約15%の 減少 とな り、住戸専有床面積 を従前どお り

とす ると、戸数では19戸が転出を余儀な くされる結果となっている。 この場合、全戸が再

入居す ると戸当た り専有床面積は約31㎡(従 前約36m2)に 減少す る。

従って、従前住戸面積 を最低限確保するとなると前面道路規制による容積率の緩和がな

い限 り(検 討案)、 全戸再入居は不可能であり、 しか も106戸の再入居者は転出者19名分の

住戸 を買い上げなければならない。建替えの実際を考えると、建替 え実現は極めて困難で

あろう。
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5-2建 替 えモデルの事業計画

前項モデル案の事業化にあたっては前章で述べた単純建替え型(自 主事業方式)を 採用

す ることになる。 しかし、建替えに際して転出者が増加することになれば、それ ら転出者

住戸をデベロッパーに取得 させ る等価交換型(共 同事業方式)に よる事業化の検討が可能

である。従 って、ここではこの両方式での事業計画を検討する。

(1)自 主事業方式(単 純建替え型)

当該モデルでは余裕容積がない(容 積充足比>1)た め、建替え手法 としては原則的に

有償負担による自主事業方式 となる。

この方式はコーポラティブ(個 人共同建設)方 式 とも言え、全地権者が再入居すること

を前提に建設費を全員が 自己負担することになる。 しか も、前述 したように全員の再入居

では前述の とおり各住戸面積は従前 より減少することを覚悟 しなければならない。

さらに自主建設とはいえ、第3章 で述べたように建替えの合意形成を求め、中立公正な

地権者間の調整、行政官庁 との折衝 あるいは設計や建設費の妥当性など専門的判断が必要

になる。そこで、ここでは建替えの専門的コンサルタン ト(コ ーデ ィネーター)に 委嘱す

ることを前提 として検討する。

① 計画の概要

敷 地 面 積1,900m2

建 築 面 積780m2(建 蔽 率41.1%〈60%)

延 床 面 積4,510m2(容 積 率237.4%)

共 用 部 分680m2

専 有 面 積3,830m2(30.6m2/戸)

戸 数125戸
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② 事業費の立案

1.直 接工事費

イ.解 体撤去 費

ロ.建 築工事費

ハ .外 構 工事費

二 .設 備引込費

延床面積(従 前)×12千 円/㎡

延床 面積 ×290千 円/m2

敷地 面積 ×15千 円/m2

敷地面積 ×6千 円/m2

1,412,000千 円

64,200

1,307,900

28,500

11,400

2.企 画設計費

イ.コ ンサルタント費

ロ.設 計監理費

7,500千 円/人 ・年 ×2年(事 業期間)

直接 工事費 ×6%

130,000千 円

45,000

85,000

3.負 担 金 等

イ.仮 住居補償費

ロ.近 隣対策費

ハ .建 設 金 利

二 .予 備 費

125戸(地 権者)×200千 円 ×12ケ 月

直接 工事費 ×2%

(1+2+3(イ+ロ))×1/2×7.5%×1年

直接工事費 ×2%

426,100千 円

300,000

28,000

70,100

28,000

※総 事 業 費 1十2十3 合 計1,968,100千 円

③ 建替え後の概要

1.建 設負担金

2.住 戸専有面積

総 事 業 費 ÷125戸 ≒15,700千 円/戸

3,830m2(〈4,530m2)÷125戸=30.6㎡(<36.2m2)

④ 問 題 点

1.推 定中古価格

従前マ ンションの中古価格は近傍類似取引価格が参考 となるが、築10年 の物件で㎡単

価約120万 円である。築25年物件だ と周辺事例はないが、流通業者間では管理状態にも
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よるが再販経費 を含 めて新 築物件の3割 掛 け程度 として いる。

当該 モデルの周辺新 築価 格 はm2単 価200万 円で あるか ら、上記築10年 物件 は新築物件

の6掛 価格で あ り、 当該 モデルの 中古価格 は㎡単価60万 円程度が査定の 目処 とな り、

36.2m'×60万 円/m22,170万 円

が推 定中古価格 とい えそうで ある。

2.建 替 え後の新規(資 産)価 格

前項等か ら、

30.6m2×200万 円/m26,120万 円

が建替 え後の新規価格 で ある。

3.地 価の顕在化

中古価格は現状での一般取引価格であ り、地価が上昇 しても宅地 と異なり、地価はそ

のままでは顕在化 しない。なぜなら、利便性、住宅性能、居住環境等の利用価値が住宅

市場での流通価格 として取引されるからである。

また、中古価格が経年によって減価するのに対 し、新規価格は新築直後であり、土地

原価を意識 した流通価格である。すなわち、中古マ ンシ ョンの価格は老朽化に応 じて減

価するため土地の時価がそのままでは反映 されず(建 替え、地上げ等の新たな目的を有す

る場合は別 として)、 新規価格では前述のとお り地価 を反映(顕 在化)し ているといえる。

4.ま と め

この 自主事業方式 では1,570万 円の 自己負担(新 規投 資)を 行 うことに より、新た に

6,120万 円の新規資産 を取得 す ることにな る。やや詳細 に述べ れば、前述 したように従 前

中古価格 は2,170万 円であ るか ら、 この新規投資 に よ り2,380万 円の資産増 を得た こ とに

な る。 この ことは建替 えによ り地価が顕在化 した と言 うこ とも出来 よう。

但 し、 これ らは地権 者全員の建替 え合意 によるこ とは無論の こ と、建 設費 を自己負担

で きるこ とが前提 とな る。 この際 に建替 えに同意 はす る ものの、 自己負担が出来 なか っ

た り、転 出を希望 す る地権 者 に対 しての措置(買 い上 げ等)が 問題 となろ う。
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② 共同事業方式(等 価交換型)

前項の自主事業方式では転出者床(住 戸)の 買い上げが問題 となったが、再入居者(従

ぱ

前地権者)だ けで、それらを買い上げることは実際には難 しい。そこで前章で も述べたよ

うに転出者住戸の買い上げ等の受け皿機能を担 う共同事業者(デ ベロッパー)の 存在が重

要 となる。事業の進め方次第では再入居者の 自己負担の無い、無償 による建替え も可能と

なってこようが、転出者に不利、再入居者に有利な建替えとなると建替 えの合意形成は困

難 を極めることになるので、十分な配慮が必要である。

ここではデベロッパーが転出者住戸および再入居者の建設費等相当の共有土地持分を取

得することによって、建替え事業を実施する等価交換型事業を目指す。

但 し、コンサルタントはデベロッパーが代行 し、再入居者は無償で住戸を確保(従 前規

模 より減少する)す ることを前提 とした。

① 計画の概要

敷 地 面 積1,900m2

建 築 面 積780m2(建 蔽 率41.1%<60%)

延 床 面 積4,510m2(容 積 率237.4%)

共 用 部 分680m2

専 有 面 積3,830m2

地 権 者 数 再 入 居85戸 ・転 出40戸

計画戸数の構成は再入居戸数85戸 とデベロッパーの販売保留床戸数からなる。後者の

戸数はここでは特定 しないこととする。

② 事業費の立案

前項の自主事業方式では全戸再入居として検討 したが、建替え後に従前 と同程度規

模の住戸専有面積を得ようとす ると19戸の転出住戸が発生することもすでに述べた(表

5-1)。 しか し、このままではデベロッパーの参加による等価交換事業は成 り立たた

ず、成立するには相 当数の転出住戸の発生 を待つ必要がある。これらの実数は実際の
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ところ予測 出来ない こ とで あるが、 ここでは地権 者の約3割40戸 が転出する もの とし

て試算 を試 みた。

この場合、転出者、再入居者(85戸)の 双方 に とってほぼ公平 な措置が とれ るよう

な配慮が合意形成の ため に大切で ある。

以下 にその事業試算 の検討結果 を示す。

1.直 接工 事費(自 主事業 方式 に同 じ)1,412,000千 円

2.設 計監理費 直接工事費 ×6%85,000千 円

3.負 担 金 等369,500千 円

イ.仮 住居補償費85戸(再 入居者)×200千 円 ×12ケ 月204,000

ロ.近 隣対策 費 直接工事 費 ×2%28,000

ハ .公 租 公 課43,000

二.建 設 金 利(1+2+3(イ+ロ+ハ))×1/2×7.5%×1年66,500

ホ.予 備 費 直接工事費 ×2%28,000

公租公課 は等価交換 に より再入居者の持分土地 の一部 をデベ ロッパ ーが取

得 す る際の固定資産税 、都市計画税、不 動産 取得税、登録免許税 であ る。

4.デ ベ ロ ッパ ー経 費(1+2+3)x20%373,300千 円

広告宣伝費、事業 労務経費、一般労務経費、経 常利益 を含 む。

5.転 出者費用1,431,300千 円

イ.買 上代金*3,040万 円/戸 ×40戸1,216,000

ロ.公 租公 課**28,600

ハ .金 利***(イ+ロ)×7.5%x2年186,700

*転 出者住戸の買 い上 げ価格 の設定は建替 え合意 を前提 とした価格合意の

事例が従前 中古価格 の概 ね3～4割 増 しであ るところか ら、その最大値

を採用 した。従 って、買上価格は3,040万 円(2,170万 円×1.4)と した。

**上 記に関わ る固定資産税.都 市計画税 、不動産取 得税、登録免許税 で あ

る。
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***買 い上 げか ら事業 完了 まで を2年(建 築1年)

時期 は異な るが一 律に算 出 してい る。

※総 事 業 費1+2+3+4+5

とした。諸税毎に納付の

合 計3,671,100千 円

③ 建替 え後の概要

ここでは第3章(3-3)で 述べた等価交換事業における 「みな し土地価格」 を算

出 し、転出住戸の買い上げ価格の妥当性 を検証することとする。

おギ　ぽ に　ぽ　　　　む

1.保 留 床 面 積=3,671,100千 円 ÷2,000千 円/m2=1,835 .6㎡

　れガぽなギロ 　ロぽぬ　

2.権 利 床 面 積=3,830.0㎡ 一1,835.6m2=1 ,994.4㎡

ほ　ぽ　お おヰ　ぽ　ゆ

3.保 留 床 持 分 比=1,835.6㎡ ÷3,830.0㎡=0.48(48%)

　ロぱ　うナユヒ

4.権 利 床 持 分 比=1-0.48=0.52(52%)

おヰまみ 　キリロボ　うけヒ

5.権 利 床 価 格=3,671,100千 円 ×0.52=1,908,972千 円

ゑぬなほ ぞヨほオミリロミきキのメヒ

6.権 利 床 土 地 持 分=1900.0㎡ ×0.52=988.0㎡(11 .6㎡/戸)

カまゆ　オお び　ほミまキ　エビ

7.保 留 床 土 地 持 分=1900.0㎡xO.48=912.Om2

オにれぽイロぽ ぱ留置ぽ　　　　

※ み な し土 地 価 格=1,908,972千 円 ÷912 .0㎡=2,093千 円/㎡

ヰけ りな　な 　　　も　ほ

8.再 入 居 者 床 面 積=1,994.4㎡ ÷85戸=23 .5㎡/戸(従 前36.2㎡/戸)

　んお　ぽ　が き　　ぽゆあいむ　

9.再 入 居 住 戸 価 格=23.5㎡ ×2,000千 円/㎡=4,700万 円

以上から、この共同事業方式では 「みなし土地価格」(再 入居者の従後土地価格)は

2,093千 円/㎡ であり、当該地の更地価格 を推定 してもほぼ妥当な地価水準にあるとい

える。また、転出者の買上住戸価格(3,040万 円)を従前土地価格 として置 き換えて(老

朽化により建物価値 をゼロとみな した場合)、 従前土地持分面積(15 .2㎡/戸)で 除す

ると2,000千 円/㎡ である。これを 「みなし土地価格」と比較 しても概ね妥当な買上価

格 とみなすことができよう。

これらから、この建替え事業は転出者、再入居者双方にとって合意形成に至る一応

の合理性 を有す るもの と考えて良い。
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④ 問 題 点

1.転 出者住戸の買上価格

前項で指摘 したように流通段階での当該マ ンションの中古価格(2,170万 円)は 新築物

件(36.2㎡ ×200万 円=7,240万 円)の 市場価格の3割 程度 と、著 しく低い。従って、建

替 えを前提 とすると、転出者にとっては買上価格がこの中古価格のままでは納得で きな

いのが普通であろう。

従 って、建替えの合意形成を得 るためには事業全体の成立範囲内での合理的な価格説

得力を有する必要がある。

このことから転出者住戸の買い上げ補償を土地の時価評価相 当によることも考えられ

るが、集合住宅の特性か ら考えて、あ くまでも住戸価格の査定を原則 とし、転出者が納

得できる合理的な上積補償額を提示するべ きであろう。本件では中古価格に4割 増の上

積みを図ることで合意形成がなされた ものとしている。

2.転 出者 と再入居者の住戸価格

転出者住戸の買上価格は3,040万 円であり、中古価格2,170万 円に比べれば870万 円程高

く評価されている。

他方、再入居者が無償で取得する住戸の市場価格は4,700万 円であるが、従前に比べ住

戸面積は65%(36.2m2→23.5㎡)、 持分土地面積は76%(15.2㎡ →11,6mり に減ずる結果

となった。

ここで注意すべ きは転出者住戸価格がそのまま補償額(金 銭)と して支払われるのに

対 し、再入居者住戸の価格はデベロッパーの保留床販売価格か ら割だされた市場価格(み

な し価格)で あ り、 さらに再入居者には建替え事業の リスク負担等があることを考慮 し

た結果の価格 としてみるべ きで もあろう。

いずれにして もこうした場合の建替え事業の合意形成では転出者の買上価格は建替え

決議の一方の争点となろう。

3.再 入居者の 自己負担

ここでは再 入居者 は無償 で建替 え入居する事業計画 としたが、その還元住戸面積 は23.5

㎡(従 前36.2㎡)と 、 いわ ゆるワンルームマ ンシ ョンで あ り、家族向 け住居 とは言 い難
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い。従って、居住水準を向上するにはデベ ロッパー保留床(販 売床)を 実費(自 己負担)

により床を買い増 しすることになる。

他方、前述 した転出者との価格差 を是正する意味からも再入居者は建替えに際 して何

らかの自己負担を要することを知るべ きであろ し、初動期の計画検討費用に至 るまで共

同事業者等の無償負担(事 後 に事業費に算入されるものとしても)に 頼 ることは好まし

くない。

4.ま と め

この事業は本来の等価交換事業 とは様相 を異に している。容積余裕のある一般的な等

価交換事業で も転出者の発生はままあるが、当該事業では、転出者が発生 しない場合は

全額自己負担による自主事業方式による他はない。従って、デベロッパーに しても当初

的には取 り組み難い事業であろう。

この ような法不適格マンションでは建替 えと同時に従前延床面積が減少するわけであ

るか ら、建替え合意の取 りまとめの初期 にあっては地権者の自己負担による自主事業方

式によることが建替え問題 を明確にするようにみえる。,そして合意形成の段階で費用負

担ができなかったり、住戸面積の減少等の理由から徐々に転出者の発生 をみることにな

る。一方で従前住戸の処分が価格面で有利 に展開すれば、そのことによる転出者の増加

が考えられる。本事業方式ではそうした事 由か ら3割 強の転出者が発生 した ものと想定

している。

このような容積減のマ ンション建替えでは先に述べたように無負担 による建替え計画

は難 しく、地権者の自己負担を前提に考えるべ きだろう。
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お わ り に

最初期に建てられた都区部の民間分譲マンションの多数が法不適格建物 となってお り、

マ ンションが市民権を得た近年のものでは適格性はあるものの、土地の経済効率か ら容積

目一杯に建設されているのが実状である。これらもいずれ建替えの時期 を迎えるわけで、

それらすべてが法定再開発等 によるばか りでな く、建築規制等の範囲内で単体 としての建

替えをせざるを得ないケースも多いと思われる。従って、今からその対応措置を講 じてお

くべ きだろう。

特に、不適格建築の救済措置を講 じておかないと、モデル案にみられるように小規模住

戸で構成されている老朽マンションでは事業化以前に合意形成 を取 り付ける道す ら見つか

らないことになる。

さらに、容積率に余裕のあるマンシ ョン(民 間では少ない)で は概ね無償建替えが当然

とされているが、これらの場合には初動期の費用すらデベロッパー等に委ねるケースが多

ピようであるが、建替 えは本来的にはコミュニティの再建 でもあり、地権者サイ ドにも社

会的な観点か らの建替 え概念 を醸成するべ きだろう。また、これ らの教育啓蒙は地域のな

かで育つ ものであり、公的機関の支援 も法的、経済的のみならず、こうした視点を有す る

ことが一方で重要になるのではではないかと考える。
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